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１章 基本事項

１．１ 適用範囲

土木工事に係る工事数量の計算等にあたっては、本要領を適用する。 

１．２ 数量計算方法

数量の単位は、計量法によるものとする。 

長さ・面積・断面積等の計算は数学公式によるほか、スケールアップ、プラニメーター、平均

面積（断面）法等により行うものとする。また、CAD ソフト等による算出結果について、適宜結

果の確認をした上で適用できるものとする。 

算式計算の乗除は、記載の順序によって行ない、四捨五入して位止めするものとする。 

１．数量の単位は、すべて計量法によるものとする。 

２．長さの計算 

 長さの計算は数学公式によるほか、スケールアップによることができる。 

 スケールアップによるときは、２回以上の実測値の平均値とする。 

３．面積の計算 

（１）面積の計算は数学公式によるほか、３斜誘致法、又はプラニメーターによって算出する。

 プラニメーター等を使用するときは、３回以上測ったもののうち、正確と思われるもの３回の平

均値とする。

（２）面積計算で各法長が一定でないときは、両辺長を平均したものにその断面間の距離を乗ずる平均

面積法により算出する。

（３）上記（１）、（２）によることを原則とするが、CAD ソフトによる算出結果について、適宜結果

の確認をしたうえで適用できるものとする。

４．体積の計算 

（１）体積の計算は数学公式によるほか、両断面積の平均数量に距離を乗じる平均断面法により算出す

る。 

（２）上記（１）によることを原則とするが、CIM試行においては、CADソフト等による算出結果に 

ついて、適宜結果の確認をしたうえで適用できるものとする。 

５．構造物の計算に用いる角度は「分」までとし、円周率、法長、乗率、三角関数及び弧度は四捨五入

して小数第３位とする。 

６．算式計算の乗除は、記載の順序によって行ない、分数は約分せず分子分母にその値を求めた後に除

法を行なうものとし、四捨五入により位止めするものとする。 

1-1-2

12



1-1-3 

１．３ 構造物の数量から控除しないもの

構造物中の鉄筋・水抜き穴等で、その容積又は面積が僅少なものは、構造物の数量から控除し

なくてよいものとする。 

次に掲げる種類の容積または面積は、原則として構造物の数量から控除しなくてよいこととする。

１．コンクリート中の鉄筋・鋼矢板・土留材等 

２．コンクリート中の基礎杭頭 

３．コンクリート中の支承座面の箱抜 

４．床版コンクリート中の主桁上フランジ 

５．鋼材中のボルト孔及び隅欠き 

６．コンクリート構造物の面取り及び水切 

７．コンクリート構造物の伸縮継目の間隔及び止水板 

８．コンクリート構造物内の内径 30㎝以下の管類、水抜孔等 

９．基礎材（均しコン含む）中の径 30㎝以下の杭及び胴木 

10．法沿い竪排水工、地下排水工等の容積及びこれに類似のもの 

11．コンクリート構造物中のモルタル注入孔及び埋込金具等の容積 

12．舗装工、床版工中の１箇所 1.0㎡未満の建造物 

13．盛土中で現地盤線以上の断面積が 1.0㎡未満の建造物 

14．ガードレール、ガードパイプ等防護柵の支柱の箱抜き 

15．歩道舗装（及び路盤）に一部重複（食い込む）する境界ブロック等基礎コンクリート（及び砕石）

については、舗装厚（及び路盤厚）全層に食い込むものを除き舗装（及び路盤）面積から控除しな

いものとする。 

（参考図）例 

16．その他面積又は体積が前項に示す値以下で全体数量に及ぼす影響が僅少なもの 

ただし、現場打杭及び杭頭部の結合方式方法Ａの場合のフーチングコンクリートについては、控除

する。 

17．上記１～16に準ずるものと判断されるもの 

１．４ 構造物の数量に加算しないもの

施工時において、発注者が不適当と認めて解体・除去を命じた構造物、材料の損失等について

は、構造物数量には加算しないものとする。 

施工時に数量を算出する必要がある場合、次に揚げる内容については、構造物の数量に加算しないも

のとする。

１．品質・形状等が不適当と発注者が認め、解体・除去を命じた構造物 

２．型枠の余裕面積 

３．コンクリート・鉄筋等材料の損失量 

４．鉄筋の組立・据付に使用したタイクリップ等 

５．仮締切、支保、足場工等における仮設基礎コンクリート等 

６．上記１～５に準ずるものと判断されるもの 

舗装 

路盤 

控除しない部分 

1-1-3
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１．５ 数量計算の単位及び数位

数量計算に用いる単位及び数位は、出来形管理値を参考に別途定めるものとする。 

数量計算に用いる単位及び数位は表－１～３とし、数位以下の数値は、有効数位１位（有効数位２位

を四捨五入)を数値とするものとする。

なお、表にないものは表－１に準ずるものとする。

表－１ 数量計算の単位及び数位一覧表 

計 算 書 名 種  別 単 位 数  位 摘   要 

土工量 距 離 
高 
幅 

断 面 積 
平 均 断 面 積 
土 量 

ｍ 
ｍ 
ｍ 
㎡ 
㎡ 

小数位以下１位止 
  〃  １ 〃 
  〃  １ 〃 
  〃  １ 〃 
  〃  ２ 〃 
  〃  １ 〃 

２位四捨五入 
２  〃 
２  〃 
２  〃 
３  〃 
２  〃 

法面積 距 離 
法 長 
平 均 法 長 
面 積 

ｍ 
ｍ 
ｍ 
㎡ 

小数位以下１位止 
  〃  １ 〃 
  〃  ２ 〃 
  〃  １ 〃 

２位四捨五入 
２  〃 
３  〃 
２  〃 

コンクリートブロック 
（石）積（張） 

面積 

距 離 
法 長 
平 均 法 長 
面 積 

ｍ 
ｍ 
ｍ 
㎡ 

小数位以下１位止 
  〃  １ 〃 
  〃  ２ 〃 
  〃  １ 〃 

２位四捨五入 
２  〃 
３  〃 
２  〃 

コンクリート・ 
アスファルト 

体積 

幅 
高 
長 

体 積 

ｍ 
ｍ 
ｍ 

小数位以下２位止 
  〃  ２ 〃 
  〃  ２ 〃 
  〃  １ 〃 

３位四捨五入 
３  〃 
３  〃 
２  〃 

型枠面積 幅 
高 
長 

面 積 

ｍ 
ｍ 
ｍ 
㎡ 

小数位以下２位止 
  〃  ２ 〃 
  〃  ２ 〃 
  〃  １ 〃 

３位四捨五入 
３  〃 
３  〃 
２  〃 

鉄筋質量 φ 径 
単 位 質 量 

質 量 

㎜ 
㎏/ｍ 

㎏ 

整 数 
小数位以下３位止 
  有効数字３桁 

整数位止 

１本当り質量は小数２位止 
四捨五入 
１位四捨五入 

足場・支保 幅 
高 

距 離 
面 積 
体 積 

ｍ 
ｍ 
ｍ 

掛㎡ 
空 

小数位以下１位止 
  〃  １ 〃 
  〃  １ 〃 

整数位止 
〃 

２位四捨五入 
２  〃 
２  〃 
１位四捨五入 
１  〃 

粗朶沈床等面積 幅 
長 

面 積 

ｍ 
ｍ 
㎡ 

小数位以下１位止 
  〃  １ 〃 
  〃  １ 〃 

２位四捨五入 
２  〃 
２  〃 

舗装面積 幅 
距 離 
面 積 

ｍ 
ｍ 
㎡ 

小数位以下２位止 
  〃  １ 〃 
  〃  １ 〃 

３位四捨五入 
２  〃 
２  〃 

区画線 長 
延 長 

ｍ 
ｍ 

小数位以下２位止 
小数位以下１位止 

３位四捨五入 
２位四捨五入 

トンネル断面積 幅 
高 
長 

断 面 積 

ｍ 
ｍ 
ｍ 
㎡ 

小数位以下２位止 
  〃  ２ 〃 
  〃  ２ 〃 
  〃  １ 〃 

３位四捨五入 
３  〃 
３  〃 
２  〃 

鋼材質量 幅 
高 
長 

質 量 

ｍ 
ｍ 
ｍ 

㎏ 

小数位以下３位止 
  〃  ３ 〃 
  〃  ３ 〃 

整数位止 

４位四捨五入 
４  〃 
４  〃 
但し鉄筋は㎝止め(四捨五入)
とする 
１位四捨五入 

ボルト質量 単 位 質 量 
本 数 
質 量 

g/本 
本 
㎏ 

整数位止 
整  数 
整数位止 

１位四捨五入 

１位四捨五入 

塗装面積 幅 
高 
長 

面 積 

ｍ 
ｍ 
ｍ 
㎡ 

小数位以下３位止 
  〃  ３ 〃 
  〃  ３ 〃 
  〃  １ 〃 

４位四捨五入 
４  〃 
４  〃 
２  〃 

1-1-4
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表－２ 鋼板の質量 

計算順序 計算方法 結果のけた数 

基本質量 

㎏／㎜／㎡ 

単位質量 

㎏／㎡ 

面  積 

㎡ 

１枚の質量 

㎏ 

7.85（厚さ／㎜、 

面積／㎡の質量） 

基本質量（㎏／㎜／㎡） 

×板の厚さ（㎜）

幅（ｍ）×長さ（ｍ） 

単位質量（㎏） 

×面積（㎡）

有効数字４けたの数値に丸める。

有効数字４けたの数値に丸める。 

有効数字３けたの数値に丸める。 

ただし､100～999㎏は小数第１位

1,000㎏をこえるものは㎏の整数値に

丸める。

表－３ 平鋼の質量 

計算順序 計算方法 結果のけた数 

基本質量 
㎏/ /ｍ 

単位質量 
㎏／ｍ 

断面積 

１枚の質量 
㎏ 

0.785 
（断面積１ 長さ1ｍ 
の質量） 

基本質量（㎏/ /ｍ） 
×断面積 

幅（㎜）×厚さ（㎜） 
×１／１００ 

単位質量（㎏／ｍ） 
×長さ（ｍ） 

有効数字３けたの数値に丸める。 

有効数字４けたの数値に丸める。 

有効数字３けたの数値に丸める。ただ
し､100～999㎏は小数第１位1,000㎏
をこえるものは㎏の整数値に丸める。

１．６ 設計表示単位及び数位

１．設計表示単位及び数位

設計表示単位数量は、別表－１に定める数位未満は切り捨てるものとする。

（１）設計表示単位は、検収区分ごとに別表－１に定める単位により算出する。

（２）設計数量が設計表示数位に満たない場合及び、工事規模、工事内容等により、設計表示数位が不

適当と判断される場合は(小規模工事等)有効数位第１位の数量を設計表示数位とする。

（３）別表－１以外の項目について、設計表示単位及び数位を定める必要が生じたときは工事規模、工

事内容等を勘案して適正に定めるものとする。

（４）設計表示単位及び数位の適用は各細別毎を原則とし、工種・種別は１式を原則とする。

1-1-5

15



1-1-6 

【別表－１】 

種   別 細   別 
設計表示

単位 
数位 備  考 

土工 掘削工 掘削  100 ただし1,000 未満及び岩の場合は10 

土工  掘削（砂防）  100 ただし1,000 未満及び岩の場合は10 

土工  河床等掘削  100 ただし1,000 未満の場合は10 

土工  掘削（光ケーブル配管）  100 ただし1,000 未満の場合は10 

土工  整地  100 ただし1,000 未満の場合は10 

土工  押土（ルーズ）  100 ただし1,000 未満の場合は10 

土工  積込（ルーズ）  100 ただし1,000 未満の場合は10 

土工  積込（ルーズ）砂防  100 ただし1,000 未満の場合は10 

土工  土砂等運搬  10 

土工  土砂等運搬（砂防）  10 

土工 掘削工（ＩＣＴ） 掘削（ＩＣＴ）  100 ただし1,000 未満及び岩の場合は10 

土工 （路体・路床）盛土工 路体（築堤）盛土  100 ただし1,000 未満の場合は10 

土工  路床盛土  100 ただし1,000 未満の場合は10 

土工  整地  100 ただし1,000 未満の場合は10 

土工  押土（ルーズ）  100 ただし1,000 未満の場合は10 

土工  押土（ルーズ）砂防  100 ただし1,000 未満の場合は10 

土工  積込（ルーズ）  100 ただし1,000 未満の場合は10 

土工  積込（ルーズ）砂防  100 ただし1,000 未満の場合は10 

土工  土砂等運搬  10 

土工  土砂等運搬（砂防）  10  

土工  土材料  100 ただし1,000 未満の場合は10 

土工 （路体・路床）盛土工（ＩＣＴ） 路体（築堤）盛土（ＩＣＴ）   100 ただし1,000 未満の場合は10 

土工 路床盛土（ＩＣＴ）  100 ただし1,000 未満の場合は10 

土工 法面整形工 法面整形 ㎡ 10 

土工 法面整形工（ＩＣＴ） 法面整形（ＩＣＴ） ㎡ 10 

土工 盛土補強工 安定シート・ネット ㎡ 1 

土工  ジオテキスタイル補強土壁 ㎡ 1 

土工 残土処理工 整地  100 ただし1,000 未満の場合は10 

土工  土砂等運搬  10 

土工  残土等処分  10 

土工 作業土工 床掘り  100 ただし1,000 未満及び岩の場合は10 

土工  埋戻し  100 ただし1,000 未満の場合は10 ,岩類は

10 

土工 堤防天端工 天端敷砂利 ㎡ 10 

共通的工種 矢板工 鋼矢板 枚 1 

共通的工種  可とう鋼矢板 枚 1 

共通的工種  軽量鋼矢板 枚 1 

共通的工種  広幅鋼矢板 枚 1 

共通的工種  タイロッド 組 1 

共通的工種  腹起し ｔ 0.1

共通的工種  控え版 ｍ 1 

共通的工種  中詰砂  10 ただし100 未満の場合は1 

共通的工種 法枠工 法枠(現場打,プレキャスト,吹付) ㎡ 1 

共通的工種 吹付工 吹付(モルタル,コンクリート) ㎡ 1 

共通的工種 法面施肥工 法面施肥 ㎡ 1 

共通的工種 植生工 種子散布 ㎡ 10 
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設計表示

単位 
数位 備  考 

共通的工種  芝(各種) ㎡ 10 

共通的工種 客土吹付 ㎡ 10 

共通的工種 植生基材吹付 ㎡ 10 

共通的工種 植生マット ㎡ 10 

共通的工種 植生シート ㎡ 10 

共通的工種 植生筋 ㎡ 10 

共通的工種 植生穴 ㎡ 10 

共通的工種 養生（散水養生） ㎡ 10 

共通的工種 かご工 じゃかご・ふとんかご・かご枠 ｍ 1 

共通的工種 止杭 本 1 

共通的工種 かごマット（スロープ型） ㎡ 1 

共通的工種 かごマット（多段積型） ㎡ 1 

共通的工種 補強土壁工 補強土壁基礎 ｍ 1 

共通的工種 帯鋼補強土壁･アンカー補強土壁 ㎡ 1 

共通的工種 ジオテキスタイル補強土壁 ㎡ 1 

共通的工種 軽量盛土工 軽量盛土  1 

共通的工種 コンクリート床版 ㎡ 1 

共通的工種 基礎コンクリート ｍ 1 

共通的工種 壁体工  ㎡ 1 

共通的工種 裏込砕石  1 

共通的工種 吸出し防止工 吸出し防止材 ㎡ 10 ただし100㎡未満の場合は1㎡

共通的工種 泥水処理工 泥水処理  10 

共通的工種 仮水路工 フｨルター材敷設  1 

共通的工種 場所打擁壁工 処分費  1 

共通的工種 仮橋･仮桟橋工 積込（コンクリート殻）  1 

共通的工種 骨材再生工 骨材再生  1 

共通的工種 土留･仮締切工 ボーリングマシン移設（アンカー） 回 1 

共通的工種 土留･仮締切工 アンカー工材料費 式 1 

共通的工種 土留･仮締切工 削孔（アンカー） ｍ 1 

共通的工種 土留･仮締切工 グラウト注入（アンカー）  1 

共通的工種 ｱﾝｶｰ工(ﾌﾟﾚｷｬｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ板) ＰＣコンクリート板据付 枚 1 

共通的工種 ｱﾝｶｰ工(ﾌﾟﾚｷｬｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ板) ジョイント処理 箇所 1 

基礎工 既製杭工 既製コンクリート杭 本 1 ただし1本当りの場合は1ｍ

基礎工 鋼管杭 本 1 ただし1本当りの場合は0.5ｍ

基礎工 Ｈ鋼杭 本 1 ただし1本当りの場合は0.5ｍ

基礎工 掘削土処理  10 

基礎工 場所打杭工 場所打杭 本 1 ただし1本当りの場合は0.1ｍ

基礎工 掘削土処理  10 

基礎工 合成杭工 合成杭 本 1 ただし1本当りの場合は0.1ｍ

基礎工 掘削土処理  10 

基礎工 ニューマチックケーソン基礎工 ニューマチックケーソン設備 式 1 

基礎工 刃口金物据付 基 1 

基礎工 沈下掘削  10 

基礎工 沈下促進 ｔ 0.1

基礎工 底スラブコンクリート  1 

基礎工 中埋コンクリート  1 

基礎工 ブローパイプバルブ調整 基 1 
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設計表示

単位 
数位 備  考 

基礎工 中詰充填  100 ただし1,000 未満の場合は10 

基礎工  砂セントル  10 ただし100 未満の場合は1 

基礎工  天端コンクリート用型枠・支保 ㎡ 10 

基礎工 止水壁取壊し  1 

基礎工 深礎工・シャフト工 巻立コンクリート ㎡ 1 

基礎工 掘削土留 本 1 

基礎工 グラウト注入  1 

基礎工 鋼管井筒基礎工 鋼管矢板 本 1 

基礎工 井筒内掘削  10 

基礎工 継手処理 本 1 

基礎工 鋼管内掘削  10 

基礎工 中詰コンクリート  1 

基礎工 敷砂  10 ただし100 未満の場合は1 

基礎工 底版コンクリート  1 

基礎工 杭切断 本 1 

基礎工 鋼管矢板支保 ｔ 0.1

基礎工 間詰コンクリート  1 

基礎工 間詰コンクリート撤去  1 

基礎工 頂版結合（プレートブラケｯト） ｔ 0.1

基礎工 頂版結合（鉄筋スタッド） 段 1 

基礎工 詰杭 ｍ 1 

石・ブロック積(張) 石・ブロック積(張)工 石積(張)・コンクリートブロック

基礎 

ｍ 1 

石・ブロック積(張)  各種石・ブロック積(張) ㎡ 1 

石・ブロック積(張)  間知ブロック張 ㎡ 1 

石・ブロック積(張)  目地板 ㎡ 1 

石・ブロック積(張)  ブロック植栽 本 1 

石・ブロック積(張)  天端コンクリート  1 

石・ブロック積(張)  基礎砕石（基礎材） ㎡ 10 ただし100㎡未満の場合は1㎡

石・ブロック積(張)  小口止コンクリート  1 

石・ブロック積(張)  養生費  1 

舗装工 舗装準備工 不陸整正 ㎡ 10 ただし1,000㎡未満の場合は1㎡

舗装工 調整コンクリート ㎡ 10 ただし1,000㎡未満の場合は1㎡

舗装工 舗装準備工（ＩＣＴ） 不陸整正（ＩＣＴ） ㎡ 10 ただし1,000㎡未満の場合は1㎡

舗装工 橋面防水工 橋面防水 ㎡ 10 ただし1,000㎡未満の場合は1㎡

舗装工 舗装工 下層路盤（車道・路肩部） ㎡ 10 ただし1,000㎡未満の場合は1㎡

舗装工 下層路盤（歩道部） ㎡ 10 ただし1,000㎡未満の場合は1㎡

舗装工 上層路盤（車道・路肩部） ㎡ 10 ただし1,000㎡未満の場合は1㎡

舗装工 上層路盤（歩道部） ㎡ 10 ただし1,000㎡未満の場合は1㎡

舗装工 路盤 ㎡ 10 ただし1,000㎡未満の場合は1㎡

舗装工 フィルター層 ㎡ 10 ただし1,000㎡未満の場合は1㎡

舗装工 基層（車道・路肩部） ㎡ 10 ただし1,000㎡未満の場合は1㎡

舗装工 基層（歩道部） ㎡ 10 ただし1,000㎡未満の場合は1㎡

舗装工 中間層（車道・路肩部） ㎡ 10 ただし1,000㎡未満の場合は1㎡

舗装工 中間層（歩道部） ㎡ 10 ただし1,000㎡未満の場合は1㎡

舗装工 表層（車道・路肩部） ㎡ 10 ただし1,000㎡未満の場合は1㎡

舗装工 表層（歩道部） ㎡ 10 ただし1,000㎡未満の場合は1㎡
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舗装工 排水性舗装・表層（車道・路肩部） ㎡ 10 ただし1,000㎡未満の場合は1㎡

舗装工 セメントミルク浸透 ㎡ 10 ただし1,000㎡未満の場合は1㎡

舗装工 アスファルト中間層 ㎡ 10 ただし1,000㎡未満の場合は1㎡

舗装工 コンクリート舗装 ㎡ 10 ただし1,000㎡未満の場合は1㎡

舗装工 連続鉄筋コンクリート舗装 ㎡ 10 ただし1,000㎡未満の場合は1㎡

舗装工 縦目地 ｍ 1 

舗装工 横目地 ｍ 1 

舗装工 薄層カラー舗装 ㎡ 10 ただし1,000㎡未満の場合は1㎡

舗装工 舗装工（ＩＣＴ） 下層路盤（車道・路肩部）（ＩＣＴ） ㎡ 10 ただし1,000㎡未満の場合は1㎡

舗装工 上層路盤（車道・路肩部）（ＩＣＴ） ㎡ 10 ただし1,000㎡未満の場合は1㎡

舗装工 インターロッキングブロック舗装 ㎡ 10 ただし1,000㎡未満の場合は1㎡

舗装工 特殊ブロック舗装 ㎡ 10 ただし1,000㎡未満の場合は1㎡

舗装工 踏掛版工 踏掛版  1 

舗装工 区画線工 区画線 ｍ 10 ただし100ｍ未満の場合は1ｍ

舗装工 区画線消去 ｍ 1 

地盤改良工 路床安定処理工 安定処理 ㎡ 10 ただし1,000㎡未満の場合は1㎡

地盤改良工 自走式土質改良工 土質改良  100 ただし1,000 未満の場合は10 

地盤改良工 表層安定処理 サンドマット  10 

地盤改良工 安定シート・ネット ㎡ 10 

地盤改良工 表層混合処理 ㎡ 10 

地盤改良工 置換  100 ただし1,000 未満の場合は10 

地盤改良工 置換工 置換  100 ただし1,000 未満の場合は10 

地盤改良工 サンドマット工 サンドマット  10 

地盤改良工 安定シート・ネット ㎡ 10 

地盤改良工 パイルネット工 既製コンクリート杭 本 1 

地盤改良工 木杭 本 1 

地盤改良工 連結鉄筋 ｔ 0.1 ただし1ｔ未満の場合は0.01ｔ

地盤改良工 安定シート ㎡ 10 

地盤改良工 バーチカルドレーン工 サンドドレーン 本 1 

地盤改良工 ペーパードレーン 本 1 

地盤改良工 締固め改良工 サンドコンパクションパイル 本 1 

地盤改良工 固結工 粉体噴射撹拌 本 1 

地盤改良工 粉体噴射撹拌（先掘・移設・軸間

変更） 

式 1 

地盤改良工 高圧噴射撹拌 本 1 

地盤改良工 スラリー撹拌 本 1 

地盤改良工 中層混合処理  1 

地盤改良工 薬液注入 本 1 

構造物撤去工 構造物取壊し工 コンクリート構造物取壊し  1 

構造物撤去工  舗装版切断 ｍ 10 ただし100ｍ未満の場合は1ｍ

構造物撤去工  舗装版破砕 ㎡ 10 ただし100㎡未満の場合は1㎡

構造物撤去工  石積取壊し ㎡ 10 ただし100㎡未満の場合は1㎡

構造物撤去工  コンクリートはつり ㎡ 1 ただし10㎡未満の場合は0.1㎡

構造物撤去工  吹付法面取壊し ㎡ 10 ただし100㎡未満の場合は1㎡

構造物撤去工  鋼材切断 箇所 1 

構造物撤去工  鋼材切断 ｍ 1 

構造物撤去工  鋼矢板引抜 枚 1 
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構造物撤去工  Ｈ鋼杭引抜 本 1 

構造物撤去工  広幅鋼矢板引抜き 枚 1 

構造物撤去工  コンクリートブロック撤去 ㎡ 10 ただし100㎡未満の場合は1㎡

構造物撤去工  覆工板設置・撤去 ㎡ 10 ただし100㎡未満の場合は1㎡

構造物撤去工  根固めブロック撤去 個 1 

構造物撤去工  殻運搬  1 

構造物撤去工  殻処分  1 

構造物撤去工  現場発生品運搬 回 1 

構造物撤去工 道路施設撤去工 側溝・街渠撤去 ｍ 1 

構造物撤去工  集水桝・マンホール撤去 基 1 

構造物撤去工  蓋版撤去 枚 1 

構造物撤去工  防護・防止柵撤去 ｍ 1 

構造物撤去工  視線誘導標撤去 本 1 

構造物撤去工  境界杭撤去 本 1 

構造物撤去工  道路鋲撤去 個 1 

構造物撤去工  車線分離標撤去 本 1 

構造物撤去工  境界鋲撤去 枚 1 

構造物撤去工  距離標撤去 本 1 

構造物撤去工  横断歩道橋側板(裾隠・目隠)撤去 ㎡ 1 

構造物撤去工  車止めポスト撤去 本 1 

構造物撤去工  遮光フェンス撤去 ｍ 1 

構造物撤去工  標識撤去 基 1 

構造物撤去工  境界ブロック撤去 ｍ 1 

構造物撤去工  ケーブル配管撤去 ｍ 1 

構造物撤去工  照明柱撤去 基 1 

構造物撤去工 かご撤去工 じゃかご撤去 ｍ 1 

構造物撤去工  ふとんかご撤去 ｍ 1 

構造物撤去工 落石雪害防止撤去工 落石防護柵撤去 ｍ 1 

構造物撤去工  落石防止網(繊維網)撤去 ㎡ 1 

構造物撤去工  コンクリート平板ブロック撤去 ㎡ 1 

構造物撤去工  ノンスリップ撤去 ｍ 1 

構造物撤去工 冬季安全施設撤去工 吹溜式防雪柵撤去 ｍ 1 

構造物撤去工  吹払式防雪柵撤去 ｍ 1 

構造物撤去工  スノーポール撤去 本 1 

構造物撤去工 旧橋撤去工 鋼製高欄撤去 ｍ 1 

構造物撤去工  舗装版・床版破砕及び撤去  1 

構造物撤去工  桁材撤去 ｔ 1 

構造物撤去工 構造物取壊し工 コンクリート表面処理 ㎡ 1 

仮設工 仮設工 覆工板・敷鉄板 ㎡ 1 

仮設工 仮設工 覆工板受桁 t 1 

仮設工 鋼矢板 枚 1 

仮設工 Ｈ鋼杭 本 1 

仮設工 アンカー 本 1 

仮設工 タイロッド・腹起し ｔ 0.1 数量契約の場合は0.1ｔ

仮設工 切梁・腹起し ｔ 0.1 数量契約の場合は0.1ｔ

仮設工 横矢板 ㎡ 1 

仮設工 水替工 ポンプ排水 日 1 
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仮設工 水替工 水替とい ｍ 1 

仮設工 地下水低下工 ウエルポイント 日 1 

仮設工 デイープウェル 日 1 

仮設工 連続地中壁工 連続壁(柱列式) ㎡ 1 

仮設工 連続地中壁工 プラント設置撤去 式 1 

仮設工 汚濁防止工 汚濁防止フェンス ｍ 1 

仮設工 汚濁防止工 濁水処理設備 箇所 1 

仮設工 防護施設工 発破防護柵 ㎡ 10 

仮設工 基礎ブロック（立入防止柵） 個 1 

仮設工 金網（フェンス）・支柱（立入防 ｍ 1 

止柵） 

仮設工 防護施設工 仮囲い ｍ 1 

仮設工 土のう工 大型土のう 袋 1 

仮設工 足場工 手慴先行型枠組足場 掛㎡ 10 

仮設工 土留･仮締切工 盛替梁 箇所 1 

仮設工 土留･仮締切工 アンカー工材加工・組立・挿入・

緊張・定着・頭部処理 

本 1 

仮設工 土留･仮締切工 軽量鋼矢板（電線共同溝） 式 1 

仮設工 土留･仮締切工 溝掘り  1 

仮設工 土留･仮締切工 泥土処理  1 

仮設工 砂防仮締切工 土砂締切  1 

仮設工 砂防仮締切工 土砂土のう締切  1 

仮設工 砂防仮締切工 コンクリート締切  1 

仮設工 仮橋･仮桟橋工 橋脚 ｔ 1 

仮設工 仮橋･仮桟橋工 仮設高欄 ｍ 1 

仮設工 仮橋･仮桟橋工 仮橋上部 ｔ 0.1 数量契約の場合は0.1ｔ

仮設工 仮橋･仮桟橋工 仮橋コンクリート基礎 箇所 1 

仮設工 仮橋･仮桟橋工 防舷材 基 1 

仮設工 掘削工 転石破砕  1 

仮設工 作業土工 掘削補助機械搬入搬出 回 1 

仮設工 作業土工 人力運搬  1 

仮設工 作業ﾔｰﾄﾞ整備工 ヤード造成 ㎡ 1 

仮設工 工事用道路工 工事用道路補修 式 1 

仮設工 工事用道路工 仮設舗装 ㎡ 1 

仮設工 工事用道路工 仮設アスカーブ ｍ 1 

仮設工 工事用道路工 土のう積 ㎡ 1 

仮設工 法面吹付工 仮設用モルタル吹付 ㎡ 1 

仮設工 仮水路工 暗渠排水管 ｍ 1 

仮設工 防塵対策工 散水 式 1 

仮設工 防塵対策工 タイヤ洗浄装置 式 1 

仮設工 防塵対策工 路面清掃 式 1 

仮設工 電力設備工 配電設備 ｍ 1 

仮設工 電力設備工 受電設備 箇所 1 

仮設工 ﾄﾝﾈﾙ仮設備工 トンネル用水設備 箇所 1 

仮設工 ﾄﾝﾈﾙ仮設備工 トンネル仮設備保守 月 0.1

仮設工 ﾄﾝﾈﾙ仮設備工 トンネル充電設備 日 1 

仮設工 ﾄﾝﾈﾙ仮設備工 吹付プラント組立解体 基 1 
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仮設工 ﾄﾝﾈﾙ仮設備工 スライドセントル組立解体 基 1 

仮設工 ﾄﾝﾈﾙ仮設備工 防水作業台車組立解体 基 1 

仮設工 ｺﾝｸﾘｰﾄ製造設備工 コンクリートプラント設備 基 1 

仮設工 ｺﾝｸﾘｰﾄ製造設備工 ケーブルクレーン設備 基 1 

仮設工 除雪工 現場内除雪（機械） 時間 1 

仮設工 除雪工 現場内除雪（人力） 人日 1 

仮設工 除雪工 仮囲い屋根部  1 

仮設工 雪寒施設工 雪寒仮囲い ㎡ 1 

仮設工 雪寒施設工 ウｪザーシｪルター 基 1 

コンクリート構造物  基礎材 ㎡ 10 ただし100㎡未満の場合は1㎡

コンクリート構造物  均しコンクリート ㎡ 10 ただし100㎡未満の場合は1㎡

コンクリート構造物  コンクリート  1 

コンクリート構造物  二次コンクリート  1 

コンクリート構造物  鉄筋 ｔ 0.01

コンクリート構造物  目地材 ㎡ 1 

コンクリート構造物  止水板 ｍ 1 

コンクリート構造物  型枠 ㎡ 10 ただし100㎡未満の場合は1㎡

コンクリート構造物  足場 掛㎡ 10 

コンクリート構造物  支保 空  10 

コンクリート構造物  植石張り ㎡ 1 

コンクリート構造物  水抜パイプ ｍ 1 

コンクリート構造物  スリップバー 箇所 1 

コンクリート構造物  スリップバー 組 1 

コンクリート構造物  防水モルタル  1 

コンクリート構造物  アンカーボルト 本 1 

コンクリート構造物  有孔管 ｍ 1 

コンクリート構造物  可撓継手 箇所 1 

コンクリート構造物 橋台躯体工(構造物単位) 逆T式橋台  1 

コンクリート構造物 橋脚躯体工(構造物単位) T型橋脚  1 

コンクリート構造物 橋脚躯体工(構造物単位) 壁式橋脚  1 

コンクリート構造物 場所打擁壁工(構造物単位) 逆T型擁壁  1 

コンクリート構造物 場所打擁壁工(構造物単位) L型擁壁  1 

コンクリート構造物 場所打擁壁工(構造物単位) 重力式擁壁  1 

コンクリート構造物 場所打擁壁工(構造物単位) 小型擁壁  1 

コンクリート構造物 羽口工 連節ﾌﾞﾛｯｸ張(ｺﾝｸﾘｰﾄ)  1 

コンクリート構造物 暗渠工 プレキャストボックス ｍ 1 

構造物 帯状構造物(小規模)工  ｍ 1 各種ブロック(既製品共)Ｈ＝2.0ｍ未満

の擁壁類

構造物 帯状構造物(大規模)工  ｍ 0.1 Ｈ＝2.0ｍ以上の擁壁類

構造物 排水構造物工 ｍ 1 ただし径1ｍ以上の管渠類の場合は0.1ｍ

構造物 排水構造物工 現場打水路 ｍ 1 

構造物 排水構造物工 縦排水・小段排水 ｍ 1 

構造物 場所打函渠工(構造物単位) 函渠  1 

構造物 函渠工(大型ボックスカルバー

ト工) 

プレキャストボックス ｍ 0.1

構造物 函渠工(大型ボックスカルバー

ト工) 

止水シート ｍ 1 
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1-1-13 

種   別 細   別 
設計表示

単位 
数位 備  考 

構造物 排水性舗装用路肩排水工 透水性樹脂コンクリート  1 

構造物 橋脚架設工 橋脚架設 ｔ 0.1

工場製作工 製作工 製作加工 ｔ 0.1 ただし1ｔ未満の場合は0.01ｔ

工場製作工 ボルト・ナット 組 1 

工場製作工 スタッドジベル 本 1 

工場製作工 バックアップ  0.1

工場製作工 充填シール  0.1

工場製作工 アンカーボルト 組 1 

工場製作工 鋳造費 金属支承 個 1 

工場製作工 大型ゴム支承 個 1 

工場製作工 排水桝 個 1 

工場製作工 橋名板 枚 1 

工場製作工 橋歴板 枚 1 

工場製作工 工場塗装工 前処理 ㎡ 10 ただし100㎡未満の場合は1㎡

工場製作工 塗装(下・中・上塗) ㎡ 10 ただし100㎡未満の場合は1㎡

工場製作工 メッキ ｔ 0.1

工場製品輸送工 輸送工 輸送 ｔ 0.1 ただし1ｔ未満の場合は0.01ｔ

工場製品輸送工 輸送工 現場取卸（ＰＣ桁） 本 1 

工場製品輸送工  工場取卸（鋼桁・鋼管杭） ｔ 0.1

工場製品輸送工  小運搬 ｔ 0.1 ただし1ｔ未満の場合は0.01ｔ

付属施設 縁石工 歩車道境界ブロック ｍ 1 

付属施設 地先境界ブロック ｍ 1 

付属施設 植樹ブロック ｍ 1 

付属施設 緑化ﾌﾞﾛｯｸ工 養生費 ㎡ 1 

付属施設 アスカーブ ｍ 10 

付属施設 集水桝・街渠桝・マンホール工 集水桝 箇所 1 (プレキャスト含む) 

付属施設 街渠枡 箇所 1 (プレキャスト含む) 

付属施設 マンホール 箇所 1 

付属施設 蓋 枚 1 

付属施設 路側防護柵工 ガードレール ｍ 1 

付属施設 ガードパイプ ｍ 1 

付属施設 ガードケーブル ｍ 1 

付属施設 ボックスビーム ｍ 1 

付属施設 基礎ブロック（立入防止柵） 個 1 

付属施設 金網（フェンス）・支柱（立入防

止柵） 

ｍ 1 

付属施設 転落(横断)防止柵 ｍ 1 

付属施設 車止めポスト 本 1 

付属施設 階段工 現場打階段 ㎡ 1 

付属施設 プレキャスト階段 ㎡ 1 

付属施設 境界工 境界杭 本 1 

付属施設 境界鋲 枚 1 

付属施設 境界(法留)壁 ｍ 1 

付属施設 落石防護柵工 ロープ・金網 ｍ 1 

付属施設 支柱 本 1 

付属施設 ステーロープ 本 1 

付属施設 防雪柵工 防雪柵 ｍ 1 
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種   別 細   別 
設計表示

単位 
数位 備  考 

付属施設 雪崩予防柵工 雪崩予防柵基礎 基 1 

付属施設 雪崩予防柵 基 1 

付属施設 雪崩予防柵アンカー 本 1 

付属施設 落石防止網工 ロックネット ㎡ 10 ただし100㎡未満の場合は1㎡

付属施設 繊維網 ㎡ 10 ただし100㎡未満の場合は1㎡

付属施設 遮音壁基礎工 支柱アンカーボルト 本 1 

付属施設 遮音壁本体工 遮音壁 ｍ 1 

付属施設 外装板 ㎡ 1 

付属施設 ケーブル配管工 ケーブル配管 ｍ 1 

付属施設 ハンドホール 箇所 1 

付属施設 道路付属物工 視線誘導標 本 1 

付属施設 車線分離標 本 1 

付属施設 距離標 本 1 

付属施設 道路鋲 個 1 

付属施設 アンカーボルト 本 1 

付属施設 照明工 照明柱基礎 基 1 

付属施設 照明柱 基 1 

付属施設 銘板工 銘板 枚 1 

付属施設 表示板 枚 1 

付属施設 小型標識工 標識柱 基 1 

付属施設 標識板 枚 1 

付属施設 大型標識工 標識基礎 基 1 

付属施設 片持標識柱 基 1 

付属施設 門型標識柱 基 1 

付属施設 標識板 枚 1 

付属施設 着雪防止板 枚 1 

付属施設 道路植栽工 植樹帯盛土  100 ただし1,000 未満の場合は10 

付属施設 植樹 本 1 

付属施設 地被類植付 ㎡ 1 

付属施設 樹名板 枚 1 

付属施設 アンカー工 アンカー 本 1 

付属施設 アンカー(プレキャストコンクリ

ート板) 

本 1 

付属施設 アンカー足場 空  10 

付属施設 鉄筋挿入 本 1 

付属施設 点検施設工 梯子 本 1 

付属施設 ステップ 本 1 

付属施設 蓋 枚 1 

付属施設 グラウトホール工 グラウトホール 組 1 

付属施設 観測施設工 量水標 箇所 1 

付属施設 水位計 箇所 1 

付属施設 流量計 箇所 1 

付属施設 燃料貯油槽工 充填砂  10 

付属施設 情報案内施設工 スクリーン 個 1 

付属施設 情報案内施設工 案内板 箇所 1 

防護柵工 防止柵工 遮光フェンス ｍ 1 

河川構造物 土台基礎工 土台 ｍ 1 
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1-1-15 

種   別 細   別 
設計表示

単位 
数位 備  考 

河川構造物 笠コンクリート工 笠コンクリート ｍ 1 

河川構造物 笠コンクリートブロック ｍ 1 

河川構造物 護岸付属物工 横帯コンクリート ｍ 0.1

河川構造物 小口止 ｍ 0.1

河川構造物 小口止矢板 枚 1 

河川構造物 縦帯コンクリート ｍ 1 

河川構造物 巻止コンクリート ｍ 1 

河川構造物 平張コンクリート ㎡ 1 

河川構造物 多自然型護岸工 木杭 本 1 

河川構造物 巨石張(積) ㎡ 1 

河川構造物 巨石据付 ㎡ 1 

河川構造物 巨石採取 個 1 

河川構造物 巨石運搬 式 1 

河川構造物 雑割石張 ㎡ 1 

河川構造物 かごマット ㎡ 1 

河川構造物 ブロックマット ㎡ 1 

河川構造物 杭柵 ｍ 1 

河川構造物 連柴柵 ｍ 1 

河川構造物 粗朶法覆 ㎡ 1 

河川構造物 玉石柳枝 ㎡ 1 

河川構造物 栗石粗朶 ㎡ 1 

河川構造物 覆土工 覆土  100 ただし1,000 未満の場合は10 

河川構造物 間詰工 間詰コンクリート  1 

河川構造物 間詰石  1 

河川構造物 沈床工 沈床 ㎡ 1 

粗朶単床 

河川構造物 粗朶柵 ｍ 1 

河川構造物 捨石工 捨石  1 

河川構造物 表面均し ㎡ 10 

河川構造物 元付工 元付 箇所 1 

河川構造物 牛・枠工 牛 組 1 

河川構造物 枠 組 1 

河川構造物 杭出し水制工 杭出し水制 基 1 

河川構造物 基礎工 現場打基礎 ｍ 1 

河川構造物 プレキャスト基礎 ｍ 1 

河川構造物 基礎工 コンクリート生産・運搬・クレー

ン打設 

 1 

河川構造物 根固めブロック工 根固めブロック製作 個 1 

河川構造物 根固めブロック据付 個 1 

河川構造物 消波根固めブロック仮置 個 1 

河川構造物 消波根固めブロック運搬 個 1 

河川構造物 袋詰め玉石 袋 1 

河川構造物 ブロック床版工 場所打ブロック ㎡ 1 

河川構造物 函渠工 ＰＣ函渠 ｍ 0.1

河川構造物 可撓継手 箇所 1 

河川構造物 取替式止水板 箇所 1 

河川構造物 函渠接続 箇所 1 
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種   別 細   別 
設計表示

単位 
数位 備  考 

河川構造物 側壁工 裏込石  1 

河川構造物 ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ工(ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ積) 遮水シート ㎡ 1 

河川構造物 羽口工 連節ブロック水中吊落し ㎡ 1 

河川構造物 植生工 被覆シート張 ㎡ 1 

砂防 鋼製堰堤本体工 鋼製枠（格子･スリｯト） ｔ 0.1

砂防 コンクリート・鋼製堰堤本体・

副堤工 

堤冠コンクリート  1 

砂防 水抜暗渠 ｍ 0.1

砂防 鋼製枠 ｔ 0.1

砂防 枠内中詰  1 

砂防 足場 ｍ 1 

砂防 隔壁コンクリート基礎  1 

砂防 均しコンクリート ㎡ 10 ただし100㎡未満の場合は1㎡

砂防 残存型枠 ㎡ 10 ただし100㎡未満の場合は1㎡

砂防 鋼製砂防工 本締め 本 1 

砂防 アンカー 本 1 

砂防 現場塗装 ㎡ 1 

砂防 コンクリート側壁工 均しコンクリート ㎡ 10 ただし100㎡未満の場合は1㎡

砂防 水抜暗渠 ｍ 0.1

砂防 集排水ボーリング工 ボーリング ｍ 0.1

砂防 ボーリング洗浄 ｍ 0.1

砂防 保孔管 ｍ 1 

砂防 ボーリング仮設機材 回 1 

砂防 集水井工 集水井掘削 ｍ 1 

砂防 井戸中詰  1 

砂防 プレキャスト井筒 ｍ 1 

砂防 固定基礎コンクリート ｍ 1 

砂防 底張コンクリート  1 

砂防 井戸蓋 枚 1 

砂防 山腹水路工 山腹暗渠 ｍ 1 

砂防 現場打水路 ｍ 1 

砂防 仮締切工 中詰・締切盛土撤去  10 

砂防 砂防ソイルセメント工 砂防ソイルセメント  1 

海岸 海岸コンクリート(根固・消波)

ブロック工 

海岸コンクリート(根固・消波)ブ

ロック製作 

個 1 

海岸 海岸コンクリート(根固・消波)ブ

ロック据付 

個 1 

海岸 護岸工 裏込(砕)石  1 

海岸 石材  1 

海岸 コンクリート被覆工 コンクリート ㎡ 10 ただし1,000㎡未満の場合は1㎡

海岸 捨石工 中詰石  1 

海岸 捨石  1 

海岸 捨石均し ㎡ 10 

海岸 表面均し ㎡ 10 

海岸 被覆石工 被覆石据付  1 

海岸 被覆石均し ㎡ 10 

海岸 被覆ブロック工 被覆ブロック据付 個 1 
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1-1-17 

種   別 細   別 
設計表示

単位 
数位 備  考 

海岸 矢板工 鋼矢板防食 ㎡ 1 

海岸 詰杭工 既製コンクリート杭 本 1 

海岸 コンクリートパネル 枚 1 

海岸 中詰石  1 

海岸 表面均し ㎡ 10 

海岸 石枠工 コンクリート枠製作 個 1 

海岸 コンクリート枠据付 個 1 

海岸 中詰石  1 

海岸 捨石均し ㎡ 10 

海岸 ケーソン・セルラー工 ケーソン等運搬・据付 個 1 

海岸 中詰砂・石  1 

海岸 表面均し ㎡ 10 

浚渫工 浚渫船運転工(ポンプ浚渫船) 浚渫船運転  100 ただし1,000 未満の場合は10 

浚渫工 排砂管(設備) 本 1 

浚渫工 浚渫船機械管理費（官船） 日 1 

浚渫工 排砂管保守 日 1 

浚渫工 作業船及び機械運転工(ポンプ

浚渫船) 

中継ポンプ運転 台 1 

浚渫工 揚錨船運転 日 1 

浚渫工 交通船運転 日 1 

浚渫工 警戒船運転 日 1 

浚渫工 浚渫船運転工(グラブ浚渫船) 浚渫船運転  100 ただし1,000 未満の場合は10 

浚渫工 浚渫船等機械管理費 日 1 

浚渫工 作業船及び機械運転工(グラブ

浚渫船) 

揚錨船運転 日 1 

浚渫工 交通船運転 日 1 

浚渫工 土運搬船運転 日 1 

浚渫工 曳船運転 日 1 

浚渫工 警戒船運転 日 1 

浚渫工 バックホウ浚渫船 バックホウ浚渫船運転  100 ただし1,000 未満の場合は10 

浚渫工  船運転 日 1

浚渫工 土運船運転 日 1 

浚渫土揚土 

浚渫工 配土工 配土 日 1 

浚渫工 浚渫土処理工 浚渫土処理  10 

鋼橋上部工 地組工 地組 ｔ 0.1 ただし1ｔ未満の場合は0.01ｔ

鋼橋上部工 床版工 床版架設 ㎡ 1 

鋼橋上部工 架設工 各種設備 式 1 

鋼橋上部工 桁架設 ｔ 0.1 ただし1ｔ未満の場合は0.01ｔ

鋼橋上部工 現場継手工 本締めボルト 本 1 

鋼橋上部工 鋼床板現場溶接 ｍ 1 

鋼橋上部工 鋼床板Ｕリブ現場溶接 個 1 

鋼橋上部工 支承工 金属支承設置 個 1 

鋼橋上部工 大型ゴム支承設置 個 1 

鋼橋上部工 伸縮装置工 鋼・ゴム製伸縮装置 ｍ 0.1

鋼橋上部工 鋼製伸縮装置 ｔ 0.1

鋼橋上部工 埋設ジョイント ｍ 1 
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1-1-18 

種   別 細   別 
設計表示

単位 
数位 備  考 

鋼橋上部工 落橋防止装置工 落橋防止装置 箇所 1 

鋼橋上部工 排水装置工 排水桝 箇所 1 

鋼橋上部工 排水管 ｍ 1 

鋼橋上部工 地覆工 場所打地覆 ｍ 1 

鋼橋上部工 プレキャスト地覆 ｍ 1 

鋼橋上部工 橋梁用防護柵工 橋梁用防護柵 ｍ 1 

鋼橋上部工 橋梁用高欄工 橋梁用高欄 ｍ 1 

鋼橋上部工 検査路工 検査路 ｔ 0.1

鋼橋上部工 銘板工 橋名板 枚 1 

鋼橋上部工 橋歴板 枚 1 

鋼橋上部工 架設工 シェッド架設 ｔ 0.1

鋼橋上部工 屋根ｺﾝｸﾘｰﾄ工 溶接金網 ㎡ 1 

歩道橋本体工 橋脚フーチング工 アンカーフレーム架設 基 1 

歩道橋本体工  アンカーフレーム注入モルタル 基 1 

歩道橋本体工 歩道橋架設工 歩道橋架設 ｔ 0.1

歩道橋本体工  側道橋架設 ｔ 0.1

歩道橋本体工  橋面舗装 ㎡ 10 ただし1,000㎡未満の場合は1㎡

歩道橋本体工  手摺 ｍ 1 

歩道橋本体工  高欄 ｍ 1 

歩道橋本体工  足場 箇所 1 

歩道橋本体工  防護 ㎡ 10 

鋼橋足場等設置工 橋梁足場工 架設足場 ㎡ 10 

鋼橋足場等設置工  床版足場 ㎡ 10 

鋼橋足場等設置工  塗装足場 ㎡ 10 

鋼橋足場等設置工  側面塗装足場 ㎡ 10 

鋼橋足場等設置工  支承設置用足場 ｍ 1 

鋼橋足場等設置工 橋梁防護工 板張防護 ㎡ 10 

鋼橋足場等設置工  シート張防護 ㎡ 10 

鋼橋足場等設置工  ワイヤーブリッジ防護 ㎡ 10 

鋼橋足場等設置工 昇降用設備工 登り桟橋 箇所 1 

鋼橋足場等設置工  工事用エレベーター 基 1 

コンクリート橋上部工 桁製作工・床版・横組工 プレテンション桁製作 本 1 

コンクリート橋上部工  ポストテンション桁製作 本 1 

コンクリート橋上部工  プレキャストセグメント製作 本 1 

コンクリート橋上部工  プレキャストセグメント主桁組立 本 1 

コンクリート橋上部工  プレビーム桁製作 本 1 

コンクリート橋上部工  機械器具損料 式 1 

コンクリート橋上部工  ＰＣケーブル ｍ 1 

コンクリート橋上部工  ＰＣケーブル ｔ 0.1 ただし1ｔ未満の場合は0.01ｔ

コンクリート橋上部工  ＰＣケーブル・緊張 ケーブル 1 

コンクリート橋上部工  緊張 ケーブル 1 

コンクリート橋上部工  ＰＣ鋼棒 ｍ 1 

コンクリート橋上部工  ＰＣ緊張 箇所 1 

コンクリート橋上部工  ＰＣ固定 箇所 1 

コンクリート橋上部工  ＰＣ継手 箇所 1 

コンクリート橋上部工  横締めケーブル ｍ 1 

コンクリート橋上部工  鉛直締めケーブル ｍ 1 
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種   別 細   別 
設計表示

単位 
数位 備  考 

コンクリート橋上部工  横締め緊張 箇所 1 

コンクリート橋上部工  鉛直締め緊張 箇所 1 

コンクリート橋上部工  取付桁結合解放 回 1 

コンクリート橋上部工 架設工(押出し架設) 仮支柱 基 1 

コンクリート橋上部工  プレフレクション 回 1 

コンクリート橋上部工  リリース 回 1 

コンクリート橋上部工  主桁解体 主桁本 1 

コンクリート橋上部工  桁組立 主桁本 1 

コンクリート橋上部工  横桁取付 箇所 1 

コンクリート橋上部工  部分プレストレス 径間 1 

コンクリート橋上部工  移動型枠 ㎡ 1 

コンクリート橋上部工  円筒型枠 ｍ 1  

コンクリート橋上部工  主桁製作設備 式 1 

コンクリート橋上部工 架設工 桁小運搬 本 1 

コンクリート橋上部工  桁架設 本 1 

コンクリート橋上部工  柱頭部仮支承 ㎡ 1 

コンクリート橋上部工  桁架設(片持架設) 基 1 

コンクリート橋上部工  ベント・鉄塔基礎 式 1 

コンクリート橋上部工  押出装置 基 1 

コンクリート橋上部工  滑り装置 基 1 

コンクリート橋上部工  手延べ桁 基 1 

コンクリート橋上部工  桁架設(押出架設) 回 1 

コンクリート橋上部工 落橋防止装置工 落橋防止装置 組 1 

コンクリート橋上部工 架設支保工 支保工基礎 ㎡ 1 

コンクリート橋上部工  支保 空  10 

コンクリート橋上部工 支承工 ゴム支承 個 1 

コンクリート橋上部工  金属支承設置 個 1 

コンクリート橋上部工  変位制限装置 組 1 

コンクリート橋上部工  ジョイントプロテクター 組 1 

コンクリート橋上部工 橋梁付属物工 鋼・ゴム製伸縮装置 ｍ 0.1

コンクリート橋上部工  鋼製伸縮装置 ｔ 0.1

コンクリート橋上部工  埋設ジョイント ｍ 1 

コンクリート橋上部工  排水桝 箇所 1 

コンクリート橋上部工  排水管 ｍ 1 

コンクリート橋上部工  場所打地覆 ｍ 1 

コンクリート橋上部工  プレキャスト地覆 ｍ 1 

コンクリート橋上部工  橋梁用防護柵 ｍ 1 

コンクリート橋上部工  橋梁用高欄 ｍ 1 

コンクリート橋上部工  検査路 ｔ 0.1

コンクリート橋上部工  銘板 枚 1 

コンクリート橋上部工 橋梁防護工 ＰＣ防護 ㎡ 1 

コンクリート橋上部工 輸送工 現場取卸（鋼桁） ｔ 0.1

コンクリート橋上部工 ｼｪｯﾄﾞ購入工 シェッド部材材料費 本 1 

コンクリート橋上部工 躯体工 排水マット ｍ 1 

トンネル(ＮＡＴＭ) トンネル掘削工・支保工 掘削・支保 ｍ 0.1

トンネル(ＮＡＴＭ) 支保工 吹付 ｍ 0.1

トンネル(ＮＡＴＭ)  鋼製支保 ｍ 0.1
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種   別 細   別 
設計表示

単位 
数位 備  考 

トンネル(ＮＡＴＭ)  金網 ｍ 0.1

トンネル(ＮＡＴＭ) 覆工・防水工 覆工コンクリート・防水 ｍ 0.1

トンネル(ＮＡＴＭ)  覆工コンクリート(妻部) 箇所 1 

トンネル(ＮＡＴＭ)  側壁コンクリート ｍ 0.1

トンネル(ＮＡＴＭ)  床版コンクリート ｍ 0.1

トンネル(ＮＡＴＭ) インバート工 インバート掘削 ｍ 0.1

トンネル(ＮＡＴＭ)  インバート ｍ 0.1

トンネル(ＮＡＴＭ) 坑内付帯工 箱抜 箇所 1 

トンネル(ＮＡＴＭ)  裏面排水 ｍ 1 

トンネル(ＮＡＴＭ)  湧水処理 箇所 1 

トンネル(ＮＡＴＭ)  中央排水 ｍ 1 

トンネル(ＮＡＴＭ)  横断排水 箇所 1 

トンネル(ＮＡＴＭ)  集水桝 箇所 1 

トンネル(ＮＡＴＭ) 坑門工 斜面ボルト 本 1 

トンネル(ＮＡＴＭ)  坑口処理 箇所 1 

トンネル(ＮＡＴＭ)  型枠(セントル) ㎡ 10 

トンネル(ＮＡＴＭ) 掘削補助工A フォアパイリング 本 1 

トンネル(ＮＡＴＭ)  先受け矢板 枚 1 

トンネル(ＮＡＴＭ)  岩盤固結  10 ただし100 未満の場合は1 

トンネル(ＮＡＴＭ)  増し吹付 ㎡ 1 

トンネル(ＮＡＴＭ)  増しロックボルト 本 1 

トンネル(ＮＡＴＭ)  鏡吹付 ㎡ 1 

トンネル(ＮＡＴＭ)  鏡ロックボルト 本 1 

トンネル(ＮＡＴＭ)  仮インバート ㎡ 1 

トンネル(ＮＡＴＭ)  ミニパイプルーフ 本 1 

トンネル(ＮＡＴＭ) 掘削補助工Ｂ 水抜きボーリング 本 1 

トンネル(ＮＡＴＭ)  垂直縫地 本 1 

トンネル(ＮＡＴＭ)  パイプルーフ 本 1 

トンネル(ＮＡＴＭ)  押え盛土  100 ただし1,000 未満の場合は10 

トンネル(ＮＡＴＭ)  薬液注入  10 

トンネル(ＮＡＴＭ)  デイープウェル 日 1 

トンネル(ＮＡＴＭ)  ウエルポイント 日 1 

トンネル(ＮＡＴＭ)  トンネル仮巻きコンクリート ｍ 1 

トンネル(ＮＡＴＭ)  各種設備 式 1 

トンネル(矢板) 掘削工 掘削 ｍ 0.1

トンネル(矢板) 支保工 鋼製支保 基 1 

トンネル(矢板) 覆工・防水工 覆工コンクリート・防水 ｍ 0.1

トンネル(矢板)  止水板 ｍ 1 

トンネル(矢板)  床版コンクリート ｍ 1 

トンネル(矢板)  裏込注入  1 

トンネル(矢板) インバート工 インバート掘削 ｍ 0.1

トンネル(矢板)  インバート ｍ 0.1

トンネル(矢板) 坑内付帯坑 箱抜 箇所 1 

トンネル(矢板)  裏面排水 ｍ 1 

トンネル(矢板)  湧水処理 箇所 1 

トンネル(矢板)  中央排水 ｍ 1 

トンネル(矢板)  横断排水 箇所 1 
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種   別 細   別 
設計表示

単位 
数位 備  考 

トンネル(矢板)  集水桝 箇所 1 

共同溝 掘削工 掘削  100 ただし1,000 未満の場合は10 

共同溝 埋戻し工 埋戻し  100 ただし1,000 未満の場合は10 

共同溝 現場打構築工 防水 ㎡ 10 ただし100㎡未満の場合は1㎡

共同溝 防水保護 ㎡ 10 ただし100㎡未満の場合は1㎡

共同溝 防水壁 箇所 1 

共同溝 目地材 ㎡ 1 

共同溝 止水板 ｍ 1 

共同溝 プレキャスト構築工 プレキャスト躯体 個 1 

共同溝 ＰＣ鋼材 ｍ 1 

共同溝 縦・横締め緊張 箇所 1 

共同溝 可とう継手 箇所 1 

共同溝 コーキング ｍ 1 

共同溝 シール ｍ 1 

共同溝 付帯設備工 グレーチング 組 1 

共同溝 蓋 組 1 

共同溝 排水管 ｍ 1 

共同溝 ルーフドレーン 個 1 

共同溝 換気防護柵 箇所 1 

共同溝 梯子 本 1 

共同溝 ステップ 本 1 

共同溝 タラップ 本 1 

共同溝 手摺 ｍ 1 

共同溝 銘板 枚 1 

共同溝 現場打躯体工(構造物単位) 共同溝  1 

共同溝 管路工(管路部) 埋設表示シート ｍ 1 

電線共同溝 掘削工 開削掘削  100 ただし1,000 未満の場合は10 

電線共同溝 埋戻し工 埋戻し  100 ただし1,000 未満の場合は10 

電線共同溝 電線共同溝工 管路 ｍ 1 

電線共同溝 プレキャストボックス 個 1 

電線共同溝 蓋 組 1 

電線共同溝 付帯設備工 ハンドホール 箇所 1 

電線共同溝 管路工(管路部) 埋設表示シート ｍ 1 

電線共同溝 管路工(管路部) スリーブ 個 1 

電線共同溝 管路工(管路部) 伸縮継手 個 1 

植栽維持工 樹木・芝生管理工 樹木せん定 本 1 

植栽維持工 寄植せん定 ㎡ 10 

植栽維持工 補植 本 1 

植栽維持工 移植 本 1 

植栽維持工 支柱 本 1 

植栽維持工 抜根除草 ㎡ 10 

植栽維持工 樹木施肥 本 1 

植栽維持工 寄植・芝施肥 ㎡ 10 

植栽維持工 灌水 ㎡ 10 

植栽維持工 防除 本 1 

植栽維持工 寄植・芝薬剤散布 ㎡ 10 

植栽維持工 芝刈 ㎡ 1,000 ただし100,000㎡未満の場合は100㎡
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種   別 細   別 
設計表示

単位 
数位 備  考 

河川維持 河川巡視工 緊急巡視 回 1 

河川維持 堤防除草工 除草 ㎡ 1,000 ただし100,000㎡未満の場合は100㎡

河川維持 芝養生工 施肥 ㎡ 1,000 ただし100,000㎡未満の場合は100㎡

河川維持 抜根 ㎡ 1,000 ただし100,000㎡未満の場合は100㎡

河川維持 伐木除根工 伐木除根 ㎡ 1,000 ただし100,000㎡未満の場合は100㎡

河川維持 塵芥処理工 散在塵芥収集 ㎡ 1,000 ただし100,000㎡未満の場合は100㎡

河川維持 堆積塵芥収集  10 ただし100 未満の場合は1 

河川維持 水面清掃工 水面清掃 日 1 

河川維持 応急処理作業 応急作業 日 1 

河川維持 ｸﾗｯｸ補修工 はつり ㎡ 1 

河川維持 ｸﾗｯｸ補修工 鉄筋防錆処理 ｍ 1 

河川維持 ｸﾗｯｸ補修工 ひび割れ注入 ｍ 1 

河川維持 ｸﾗｯｸ補修工 ひび割れ充填  1 

河川維持 ｸﾗｯｸ補修工 断面修復 ㎡ 1 

河川維持 ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞｸﾞﾗｳﾄ工 注入  1 

河川維持 ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞｸﾞﾗｳﾄ工 注入設備据付解体 回 1 

河川維持 欠損部補修工 欠損部取壊し  1 

河川維持 欠損部補修工 欠損部補修  1 

河川維持 不陸整正工 不陸整正・締固め ㎡ 1 

河川維持 付属物復旧工 調整ポスト 個 1 

河川維持 付属物設置工 標識 基 1 

河川維持 塵芥処理工 処分費 ｔ 1 

河川維持 樹木･芝生管理工 捕植 本 1 

道路修繕 路面切削工 路面切削 ㎡ 10 ただし1,000㎡未満の場合は1㎡

道路修繕 舗装打換え工 舗装版切断 ｍ 10 ただし100ｍ未満の場合は1ｍ

道路修繕 舗装版破砕 ㎡ 10 ただし1,000㎡未満の場合は1㎡

道路修繕 切削オーバーレイ工 切削オーバーレイ ㎡ 10 ただし1,000㎡未満の場合は1㎡

道路修繕 舗装打換え工・オーバーレイ工 中間層 ㎡ 10 ただし1,000㎡未満の場合は1㎡

道路修繕 路上路盤再生工 路上路盤再生 ㎡ 10 ただし1,000㎡未満の場合は1㎡

道路修繕 床版補強工(鋼板接着・増桁架設

工法) 

鋼板接着 ㎡ 1 

道路修繕 クラック処理 ｍ 1 

道路修繕 足場 ㎡ 10 

道路修繕 防護 ㎡ 10 

道路修繕 増桁架設 ｔ 0.1 ただし1ｔ未満の場合は0.01ｔ

道路修繕 床版増厚補強工 表面荒らし ㎡ 1 

道路修繕 床版取替工 鋼製高欄取替 ｍ 1 

道路修繕 床版運搬処理  1 

道路修繕 鋼桁補強工 現場溶接鋼桁補強 ｍ 1 

道路修繕 伸縮継手工 鋼製伸縮継手補修 ｍ 0.1

道路修繕 埋設ジョイント補修 ｍ 0.1

道路修繕 鋼橋・ＰＣ支承工 支承取替 基 1 

道路修繕 検査路工 検査路 ｔ 0.1

道路修繕 沓座拡幅工 チッピング ㎡ 1 ただし10㎡未満の場合は0.1㎡

道路修繕 削孔 孔 1 

道路修繕 アンカーボルト挿入 本 1 

道路修繕 鋼製沓座設置 箇所 1 
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種   別 細   別 
設計表示

単位 
数位 備  考 

道路修繕 排水施設工 排水桝 箇所 1 

道路修繕 排水管 ｍ 1 

道路修繕 横断歩道橋工 高欄・手摺 ｔ 0.1

道路修繕 側板 ｔ 0.1

道路修繕 ノンスリップ ｍ 1 

道路修繕 ＲＣ橋脚鋼板巻立て工 鋼板取付 ㎡ 1 

道路修繕 現場溶接 ｍ 1 

道路修繕 定着用アンカー 箇所 1 

道路修繕 円形基部補強版 段 1 

道路修繕 根巻きコンクリート  1 

道路修繕 橋脚コンクリート巻立て コンクリート削孔 箇所 1 

道路修繕 コンクリート巻立て  1 

道路修繕 下地処理 ㎡ 1 

道路修繕 現場塗装工 素地調整 ㎡ 10 ただし100㎡未満の場合は1㎡

道路修繕 塗装(下・中・上塗) ㎡ 10 ただし100㎡未満の場合は1㎡

道路修繕 張紙防止塗装 ㎡ 10 ただし100㎡未満の場合は1㎡

道路修繕 コンクリート面・岩盤清掃 ㎡ 1 

道路修繕 トンネル工 内装板 ㎡ 1 

道路修繕 裏込注入  1 

道路修繕 面導水 ㎡ 1 

道路修繕 線導水 ｍ 1 

道路修繕 鋼板巻立て ㎡ 1 

道路修繕 グルービング ㎡ 1 

道路修繕 グルービング（路面排水用） ｍ 1 

道路修繕 鋼・ゴム製伸縮装置補修 ｍ 1 

道路修繕 橋梁補修工 橋梁地覆補修 ｍ 1 

道路修繕 充てん工法 橋 1 

道路修繕 低圧注入工法 橋 1 

道路修繕 左官工法 橋 1 

道路修繕 下地処理 橋 1 

道路修繕 プライマー塗布 橋 1 

道路修繕 下塗り(パテ塗布) 橋 1 

道路修繕 中塗り材塗布 橋 1 

道路修繕 上塗り材塗布 橋 1 

道路維持 巡視・巡回工 通常巡回 回 1 

道路維持 緊急巡回 回 1 

道路維持 コンクリート舗装補修工 アスファルト注入 ｔ 0.1 ただし1ｔ未満の場合は0.01ｔ

道路維持 舗装版目地補修 ｍ 1 

道路維持 クラック処理 ｍ 1 

道路維持 アスファルト舗装維持工 わだち掘れ補修 ㎡ 1 

道路維持 パッチング ｔ 0.1

道路維持 付属物復旧工 ガードレール復旧 ｍ 1 

道路維持 ガードケーブル復旧 ｍ 1 

道路維持 ガードパイプ復旧 ｍ 1 

道路維持 転落(横断)防止柵復旧 ｍ 1 

道路維持 路側標識復旧 基 1 

道路維持 標識板復旧 枚 1 
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種   別 細   別 
設計表示

単位 
数位 備  考 

道路維持 視線誘導標復旧 本 1 

道路維持 距離標復旧 本 1 

道路維持 張紙防止シート復旧 ㎡ 1 

道路維持 路面清掃工 路面清掃(機械) ㎞ 0.1

道路維持 路面清掃(路肩部・人力) ㎞ 0.1

道路維持 路面清掃(歩道・人力) ㎡ 1 

道路維持 路面清掃(歩道橋・地下道・人力) ㎡ 1 

道路維持 路面清掃(中央分離帯・人力) ㎡ 1 

道路維持 路肩整正 路肩整正(機械) ㎞ 0.1

道路維持 路肩整正(人力) ㎡ 100

道路維持 排水施設清掃工 側溝清掃(人力) ｍ 10 

道路維持 側溝清掃(機械) ㎞ 0.01

道路維持 管渠清掃 ｍ 10 

道路維持 桝清掃 箇所 1 

道路維持 橋梁清掃工 伸縮継手清掃 ｍ 1 

道路維持 排水管清掃 ｍ 10 

道路維持 ガードパイプ清掃 道路付属物清掃工 ｍ 1 

道路維持 トンネル照明器具清掃(機械) ㎞ 0.1

道路維持 トンネル照明器具清掃(人力) 灯 1 

道路維持 視線誘導標清掃 本 1 

道路維持 トンネル壁面清掃 ㎡ 1 

道路維持 道路除草工 除草 ㎡ 1,000 ただし100,000㎡未満の場合は100㎡

道路維持 応急処理工 応急作業 日 1 

道路維持 冬季安全施設工 スノーポール設置・撤去 本 1 

道路維持 防雪柵 ｍ 1 

道路維持 落雪(せり出し)防護柵 ｍ 1 

道路維持 防雪柵現地張出・収納 ｍ 1 

雪寒 一般・運搬・歩道除雪 各種. 時間 1 

雪寒 凍結防止工 各種 時間 1 

雪寒 凍結防止剤 ｔ 1 

雪寒 凍結防止剤  1 

雪寒 除雪補助 時間 1 

雪寒 積雪投棄 時間 1 

雪寒 ハンドガイド式除雪機 時間 1 

雪寒 小型除雪車 時間 1 

雪寒 安全処理工 雪瑕庇処理 時間 1 

雪寒 つらら処理 時間 1 

雪寒 人工雪崩 式 1 

雪寒 雪道巡回工 巡回 回 1 

雪寒 待機補償費 要員・連絡員 時間 1 

雪寒 待機補償費 式 1 

雪寒 保険費 除雪保険 式 1 

雪寒 除雪機械修理工 除雪機械修理 式 1 

電気通信 ケーブル ｍ 10 ただし1,000ｍ未満の場合は1ｍ

電気通信 電線 ｍ 10 ただし1,000ｍ未満の場合は1ｍ

電気通信 電線管 ｍ 10 ただし1,000ｍ未満の場合は1ｍ

機械  鋼材類 ｔ 0.01 ただし1ｔ未満の場合は0.001ｔ
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１．７ 図面表示単位

図面に表示する寸法単位は、㎜とする。これ以外については単位を記入するものとする。 

鋼材ＪＩＳは、国際単位系（ＳＩ）とする。 

１．８ 単位体積質量

単位体積質量は、試験等を実施し定める他、各種示方書・指針に使用されている数値を用いる

ものとする。 

数量計算に用いる１ 当り単位体積質量は、表－４が一般的であるが、積算に用いる単価と合致する

よう充分留意されたい。

表－４ 単 位 体 積 質 量 

名  称 規 格 単 位 単位質量 備   考 

土 砂  ㎏ １,８００ 

軟 岩  〃 ２,２００ 

硬 岩  〃 ２,５００ 

コ ン ク リ ー ト 
無 筋 〃 ２,３５０ 

鉄 筋 〃 ２,５００ 

ｱｽﾌｧﾙﾄ 

合  材 

車 道 用 

密 粒 〃 ２,３５０ 

粗 粒 〃 ２,３５０ 

細 粒 〃 ２,３００ 

モルタル 〃 ２,１００ 

安定処理 〃 ２,３５０ 

歩 道 用 

密 粒 〃 ２,２００  

粗 粒 〃 ２,２００ 

細 粒 〃 ２,１５０ 

砂  〃 １,７４０ 

切 込 砂 利  〃 ２,０２０ 

ｸ ﾗ ｯ ｼ ｬ ｰ ﾗ ﾝ  〃 ２,０４０ 

粒 調 砕 石  〃 ２,１００ 

水 硬 性 ス ラ グ  〃 ２,０８０ 

粒 調 ス ラ グ  〃 ２,０６０ 

ｸ ﾗ ｯ ｼ ｬ ｰ ﾗ ﾝ ｽ ﾗ ｸ ﾞ  〃 ２,０６０ 

セ メ ン ト  〃 ３,０００ 

ソイルセメント  〃 ２,１００ 

鋼 材  〃 ７,８５０ 

水  〃 １,０００ 

木 材  〃 ８００

石 材  〃 ２,６００ 
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１．９ 数量の算出

各工種の数量は、各章の記載内容により算出するものとする。 

各工種の数量は、各章の記載内容により算出するものとする。

また、数量は、施工箇所、構造物ごとに数量を取りまとめるものとする。

なお、各章における「数量算出項目及び区分一覧表」に記載されている「○」、「×」が意味する内容

は次のとおりである。

 「○」        数量算出項目の数量を算出するにあたって、○の区分については考慮する 

必要があることを示す。 

 「×」        数量算出項目の数量を算出するにあたって、×の区分については考慮する 

必要がないことを示す。 
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１．１１ 3 次元モデルの基本的な表現方法

数量の算出は「1.2 数量計算方法」によるほか下記の方法によるものとする。

１．土構造物

（１）算出方法

3 次元 CAD ソフト等を用いた a)～d)の方式

    数量算出に用いる 3 次元点群座標データまた同様に数量算出に用いるサーフェスデータのメッ

シュの大きさは、50cm 間隔以下の密度とする。ただし、3 次元点群座標データにおいて植生等

により測定した点が正しく地表を捉えられず、標準の点密度の取得が困難な場合には、この限り

でない。

a)点高法

2 つの面データに重ね合わせたメッシュ（等間隔）交点で標高を算出し、標高差にメッシュ間隔

の面積を乗じたものを総和する。メッシュ間隔は 50cm 以内とし、標高差の算出には、以下の方

法とする。

4 点平均法：メッシュ交点の四隅の標高差を平均する方法

1 点法：メッシュ交点にて標高差を平均する方法 

b) TIN分割等を用いて求積する方法 

  2つの面データを作成した TINからなる面データを作成したうえで、ある一定の標高値にて DL面（標

高基準面）を設定し、各 TINの水平面積と、TINを構成する各点から DL面までの高低差の平均（平均

高低差）を乗じた体積を総和する。 

なお、TINとは Triangular Irregular Networkの略。TINは、標高データを補間する最も一般的なデ

ジタルデータ構造である。TINは、多くの点を 3次元上の直線で繋いで三角形の頂点の組合せで面（サ

ーフェス）を形成する。 
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c)プリズモイダル法 

2 つの面データを作成した上で TINからなる面データを作成し、面データのポイントの位置を

互いの面データに投影する。次に各面データから、本来の自身が持つポイントと相手のポイン

トを合わせたポイント位置により新たな三角網を形成し、この三角網の結節点の位置での標高

差に基づき複合した面データの標高を計算する。面データの各 TIN を構成する点をそれぞれの

面データに投影すると、各面データに同じ水平位置で標高の異なる点が作成されるので、その

作成された点で再度面データを構築し、三角形水平面積と高低差を乗じた体積を総和する。

d)その他算出結果について結果を確認できるもの
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（２）3 次元モデルの基本的な表現方法

  土構造物の数量算出に用いる 3 次元モデル（サーフェスモデル等）は、地表面や表層面をモデル化

した「3 次元地盤モデル」と、「掘削」における施工基面又は法面や「盛土」における路床面又は法

面等をモデル化した「土工モデル」である。これらのモデルを重ね合わせて、各面の標高差分を用

いる点高法等により、土構造物の数量を算出する。

1）土質区分「3 次元地盤モデル」

  「3 次元地盤モデル」を用いて表現する。「3 次元地盤モデル」は、サーフェスモデル又は、連続画

モデルで境界面を表現する。連続画モデルとは平均断面法と同様にボーリングデータ等に基づく地質

断面図を用いて土質区分の断面を表現し、一次比例で断面間を補完して、接続したものである。

土工（掘削、盛土）や残土処分の数量は、3次元地盤モデルに現地盤線や施工基面（計

画路床・河床面）等を表現した土工モデルや構造物モデル等を重ね合わせ、その体積の

差分等により算出する。 

サーフェスモデル 
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2）施工形態（土工モデル）

(A) 掘削

a) 道路

   オープンカットや片切掘削等における切取幅（数量算出区分に応じた幅）の境界面は、サー  

フェスモデル等を用いて表現する。切取幅の境界面サーフェスは、平均断面法と同様に切り出し

た断面で切取幅の境界線を表現し、一次比例で断面間を補完して接続し、境界面を表現する。

b) 河川

   堤防横断構造物の A 領域、Ｂ領域を区別する機械区分の境界面は、サーフェスモデル等を

  用いて表現する。

(Ｂ) 盛土

a) 道路

路体盛土の施工幅員（数量算出区分に応じた幅）は、サーフェスモデル等を用いて表現する。

施工幅員の境界面のサーフェスモデルは、平均断面法と同様に切り出した断面で切取幅の境界線

を表現し、一次比例で断面間を補完して接続し、境界面を表現する。

なお、路床盛土の平均幅員（（上幅＋下幅）×1/2）は、測点毎に 3 次元モデルより断面を切り

出して路床盛土の平均幅員を算出し、その結果を施工形態の属性情報とする。

b) 河川

築堤盛土の施工幅員（数量算出区分に応じた幅）は、サーフェスモデル等を用いて表現する。

施工幅員の境界面のサーフェスモデルは、上記の道路盛土と同様に、切り出した断面で切取幅の

境界線を表現し、一次比例で断面間を補完して接続し、境界面を表現する。
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1．コンクリート構造物

【3次元モデルの基本的な表現方法】 

Ａ：「体積」を算出する項目 

・ 3次元モデルを用いて位置と体積を算出し、属性情報を用いて規格や仕様等を区

分する。コンクリート等に適用する。 

Ｂ：「長さ」、「面積」や「個数」を算出する項目 

・ 簡易な形状（点、線、面）を用いて位置、延長や面積を算出し、属性情報を用い

て規格や仕様等を区分する。鉄筋等に適用する。 

Ｃ：「必要性の有無」を確認する項目 

・ 必要性の有無を確認し、必要な場合は計上する。ただし、材料の数量算出は不要

で 3次元モデルの作成も必要ない。必要としない場合は 3次元モデルに注記情報を付

与して確認できるようにする。均しコンクリートや水抜パイプ等に適用する。 

  なお、上記は、数量算出における 3次元モデルの基本的な表現方法を示すもので

あり、必要に応じて「Ｂ」や「Ｃ」に分類されている項目に「Ａ」や他の表現方法

を用いることを妨げるものではない。 

※一般的な土木構造物の「足場」や「型枠」は、数量算出するため「B」を適用する。現場打ち擁壁、函渠工、橋台橋 

脚、共同溝工等の「足場」や「型枠」は、「コンクリート」に数量が含まれるため「C」を適用する。なお、「化粧型枠」

は、数量を算出する必要があることから、本図では「B」を例示している。
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区分 3 次元 属性情報

��

モデル 規格 形式 必要性 �位 数量 �考

の有無

橋台・橋脚本体コンクリー � � � � �3
注)1

ト 注)2

基 礎 敷均し厚 20cm 以下 � × × � �

砕石 敷均し厚 20cm 超え � � × � �2

均しコンクリート � × × � �

化粧型枠 � × × � �
2

必要量計上

鉄筋 � � × � t

足場 � × × （×） � 注)3

水抜パイプ � × × � � 逆Ｔ式橋台の�必要

に��計上

（1）数量算出����区分一��

注）1．鉄筋については「第 1 編（共通編）4.3.1 鉄筋工」によるものとする。  

2．基礎砕石（敷均し厚 20cm を超える場合）については、「第 1 編（共通編）9.1基礎・ 裏込砕

石工、基礎・裏込栗石工」によるものとする。 

3．冬期の施工で雪寒仮囲いが必要な場合については、「第 1 編（共通編）11.6.2雪寒仮囲い工」

によるものとする。  

4．逆Ｔ式橋台において水抜パイプが必要な場合は、別途考慮するものとする。 

「橋台・橋脚本体コンクリート」は、3 次元モデルより体積を算出し、属性情報を用いて規格・形式

を区分することより「A」を適用する。 

「基礎砕石」の「敷均し厚 20cm 以下」は、必要性の有無を確認し、必要な場合は計上するが、材料

数量の算出は不要のため「C」を適用する。 

「基礎砕石」の「敷均し厚 20cm 越え」は、3 次元モデルより面積を算出し、属性情報を用いて規格

を区分することより「B」を適用する。  

「化粧型枠」を使用する場合は、3次元モデルより面積を算出するため「B」を適用する。なお、一般

の型枠を使用する場合は、「C」を適用する。 

「均しコンクリート」、「足場」と「水抜パイプ」は、必要性の有無を確認し、必要な場合は計上する

が、材料数量の算出は不要のため「C」を適用する。 

「鉄筋」は、簡易な形状（点、線、面）を用いて位置と延長より質量を算出し、属性情報を用いて規

格を区分することより「B」を適用する。
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2．銅構造物

【3次元モデルの基本的な表現方法】 

Ⅰ：「質量」を算出する項目 

・3次元モデルを用いて位置とネット質量を算出し、属性情報を用いて規格や仕様等

を区分する。台形部材、全長にわたってテーパーのついた部材等に適用する。 

・グロス質量を必要とする場合は、属性情報を用いて質量を算出する。ガセットプレ

ートや板厚変化のテーパー等に適用する。 

Ⅱ：「長さ」、「面積」や「個数」を算出する項目  

・簡易な形状（点、線、面）を用いて位置、延長や面積を算出し、属性情報を用いて

規格や仕様等を区分する。溶接延長、ハンドホール、マンホール、ボルト・ナット

やボ ルト孔等に適用する。  

Ⅲ：3次元モデルに関連付けした属性情報より数量算出条件を抽出する項目 

・主桁間隔や高さ等を算出する項目に適用する。 

・塗装工等の全表面積等を算出する項目に適用する。 

なお、上記は、数量算出における 3次元モデルの基本的な表現方法を示すもので

あり、必要に応じて「Ⅱ」や「Ⅲ」に分類されている項目に「Ⅰ」や他の表現方法

を用いることを妨げるものではない。 
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区分 構造�� 属性情報

構造 規格 �� �量 ��

形式 材種 材質 ����

橋 体 ( � � に 区 Ⅰ � � �

分)

付属物 �� Ⅱ × � �(�)

�� Ⅱ × � �

��� Ⅱ × � �

���� Ⅱ × � �

��� Ⅱ × � �

���� Ⅱ × � �

� � � � � Ⅱ × � �

�

３次元

モデル

�材

質量

「橋体」は、３次元モデルを用いて質量を算出し、属性情報を用いて構造形式と規格を区分すること

より「Ⅰ」を適用する。  

「付属物」は、３次元モデルを用いて質量を算出し、属性情報用いて規格を区分するが、二次製品を使

用する部材が含まれる場合があるため「Ⅱ」を適用する。なお、質量の算出種別として、ネット質量

かグロス質量かを属性情報に明記する。 
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２ 章 土 工 

2.1 土工 

2.2 安定処理工 

2.3 法面整形工 

1-2-1
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２章 土 工

２．１ 土工

２．１．１ 土工

１．適用 

河川、道路工事における土工に適用する。 

２．一般 

（１）土量変化率 

１）土量の変化

 地山の土量                   掘削すべき土量 

 ほぐした土量  運搬すべき土量 

 締固め後の土量  できあがりの盛土量 

三つの状態の体積比を次式のように表し、Ｌ及びＣを土量の変化率という。 

 Ｌ＝ほぐした土量( )／地山の土量( ) 

 Ｃ＝締固め後の土量( )／地山の土量( ) 

土量の配分計画を立てる場合には、この土量変化率を用いて、切土、盛土の土量計算を行う。 

２）土量変化率

 統一分類法により分類した土の各土質に応じた変化率は、下表を標準とする。

分類名称 
変化率Ｌ 変化率Ｃ

主要区分 記 号 

レキ質土 
レ キ 

(GW)(GP)(GPs) 

(G-M)(G-C) 
1.20 0.95 

レキ質土 (GM)(GC)(GO) 1.20 0.90 

砂 及 び 

砂 質 土 

砂 
(SW)(SP)(SPu) 

(S-M)(S-C)(S-V) 
1.20 0.95 

砂 質 土 

(普通土) 
(SM)(SC)(SV) 1.20 0.90 

粘 性 土 

粘 性 土 (ML)(CL)(OL) 1.30 0.90 

高含水比 

粘 性 土 
(MH)(CH) 1.25 0.90 

岩塊・玉石  1.20 1.00 

軟岩（Ⅰ）  1.30 1.15 

軟岩（Ⅱ）  1.50 1.20 

中硬岩  1.60 1.25 

硬岩（Ⅰ）  1.65 1.40 

ただし、橋台、橋脚等の埋戻において通常の締固めを必要としない場合、土の変化率は次表
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を標準とする。

分 類
通常の締固めを必要と

しない場合の土量の変化率
備 考

レ キ 質 土

1.0砂及び砂質土

粘 性 土

軟 岩 ( Ⅰ ) 1.2

軟 岩 ( Ⅱ ) 1.3

中 硬 岩 1.4

硬 岩 1.5

（２）土工の名称及び定義

土工の名称及び定義は次のとおりとする。

備考 １．掘削工とは土砂の掘削から運搬（自工区及び仮置場（一時））までの一連作業で、掘削、積込、運搬作

業をいう。

なお、運搬には、仮置場での整地を必要に応じて計上する。

※仮置場（一時）とは、自工区内で掘削された土砂を工事期間中に仮置する場所である。

２．細別における流用土・発生土・採取土・購入土のそれぞれの定義は次のとおりとする。

（1） 流用土とは、自工区内で掘削された土砂等による盛土作業で、敷均し・締固め作業をいう。

なお、仮置場（一時）からの流用する場合、仮置場での積込、仮置場（一時）からの運搬を含む。

（2） 発生土とは、他工事で発生し運搬されてくる土砂等による盛土作業で、運搬、敷均し、締固め作業

をいう。

（3） 採取土とは、土取場での掘削・積込から盛土までの一連作業で、掘削、積込、運搬、敷均し、締固

め作業をいう。

（4） 購入土とは、搬入費を含む購入土による盛土作業で、敷均し、締固め作業をいう。

３．残土処理とは、構造物構築のために行う作業土工（床掘り・埋戻し）で生じた残土、または掘削工で

生じた残土の処理作業で、運搬、残土受入地（または仮置場（最終））での整地、残土処分費をいう。

整　　地＊

整　　地＊

整　　地＊
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掘削

床掘

（３）土量の変化率による土量計算について 

変化率を考慮して、土量計算を行うこととしているが、その方法は次による。 

○ 掘削、積込、運搬、残土投棄料は、「地山土量」とする。 

○ 盛土、埋戻、敷均し締固めは、「締固め後の土量」で積算する。 

一般的に、横断図より土量を算出するため、その土量は上記に応じた土量になっている。

残土処分量、不足量、埋戻し、盛土のための運搬量を算出するには、変化率Ｃを考慮し算

出する。（ただし、崩土取除はＬを使い地山土量に換算する場合もある。） 

以上のことを一例示す。 

〔例〕 

横断面図よりの数量が、土砂掘削 100  、埋戻 50  で、レキ質土とすると、算出する数

量は、 

土 砂 掘 削                 100  （地山土量）

埋 戻 （ Ａ ）                  50  （締固め後の土量）

運        搬     100-50/0.9＝45  （地山土量）

敷均し締固め        45×0.9＝40  （締固め後の土量）

３．数量算出項目 

掘削、掘削（ＩＣＴ）、土砂等運搬、整地、路体(築堤)盛土、路体（築堤）盛土（ＩＣ

Ｔ）、路床盛土、路床盛土（ＩＣＴ）、押土(ルーズ)、積込(ルーズ)、人力積込、転石破

砕、残土等処分の土量を区分ごとに算出する。 

（１）掘削・床掘り（下図参照） 

床掘と掘削の境界線は、構造物の施工位置における地盤水平線以上を掘削とし、以下を床掘

とする。 

また、境界線は、構造物の施工位置において地盤が水平線地盤、地盤が平坦でない場合には

地盤線（通常崩壊面または欠壊面）と構造物面の床掘勾配線との交点を通る線を水平線とし、

それ以上を掘削とし、以下を床掘とする。 

         (１)路側石積工            (２)石積護岸工 

    (３)コンクリート擁壁護岸工           (４)山止工 

掘削

床掘

Ｈ.Ｗ.Ｌ

Ｌ.Ｗ.Ｌ

掘削

掘削

床掘床掘

Ｈ.Ｗ.Ｌ

Ｌ.Ｗ.Ｌ

崩 

土
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堤防法線

施工断面

掘削土量(Ｄ) 

掘削土量(高水敷)

盛土土量(高水敷)

掘削土量(低水路) 

掘削土量(Ｃ) 

E

F

（２）盛土（下図参照） 

「盛土」とは、現地盤線又は計画埋戻し線より上に土砂を盛り立てる箇所である。 

（河川） 

①築堤盛土と掘削 

注）１．太線は計画線、細線は現況線を示す。 

２．Ａ～Ｄは路体(築堤)盛土、Ｅ、Ｆは高水敷土工、Ｇは低水路土工を示す。 

②築堤盛土と掘削（護岸） 

注）１．太線は計画線、細線は現況線を示す。 

築 堤

掘削(高水敷)

盛土(高水敷) 掘削(低水路)

盛土土量(Ｂ) 

盛土土量(Ａ) 

堤防法尻

H.W.L 

A C 

B 

D 

G

左 岸 

低水路法線
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４．区分 

区分は、土質、構造物、施工形態、水陸とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

区 分 

項 目 
土 質 構造物 

施 工

形 態
水 陸 単 位 数 量 備 考 

土 工 

掘 削 ○ ○ ○ ○  

盛 土 ○ ○ ○ ×  

残土等処分 ○ ○ ○ ×  

注）１．伐開除根および表土はぎにより生じた廃棄物については、別途数量を算出する。 

２．切土（発破）防護柵が必要な場合は、「第１編（共通編）11.8 切土（発破）防護柵

工」により算出する。 
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（２）土質区分 

土質による区分は、下表のとおりとする。区分はＣ分類を標準とするが、土砂については、

細分化が難しい場合はＢ分類として良い。 

土および岩の区分表 

区 分 
説   明 摘 要 

Ａ Ｂ Ｃ 

礫質土 礫混り土 

礫の混入があって掘削時の

能率が低下するもの 

礫の多い砂、 

礫の多い砂質土、

礫の多い粘性土 

礫（Ｇ） 

礫質土（ＧＦ） 

砂質土

及び砂 

砂 
バケットなどに山盛り形状

になりにくいもの 

海岸砂丘の砂 

マサ土 

砂（Ｓ） 

砂質土 

(普通土) 

掘削が容易で、バケット等に

山盛り形状にし易く空げき

の少ないもの 

砂質土、マサ土 

粒度分布の良い砂

条件の良いローム

砂（Ｓ） 

砂質土（ＳＦ） 

シルト（Ｍ） 

粘性土 

粘性土 

バケット等に付着し易く空

げきの多い状態になり易い

もの、トラフィカビリティが

問題となり易いもの 

ローム 

粘性土 

シルト（Ｍ） 

粘性土（Ｃ） 

高含水比 

粘 性 土 

バケット等に付着し易く、特

にトラフィカビリティが悪

いもの 

条件の悪いローム

条件の悪い粘性土

火山灰質粘性土 

シルト（Ｍ） 

粘性土（Ｃ） 

火山灰質 

粘性土（Ｖ） 

有機質土（Ｏ） 

岩塊 

玉石 

岩塊 

玉石 

岩塊、玉石が混入して掘削しにくく、バケット

等に空げきのでき易いもの。 

岩塊、玉石は粒径 7.5 ㎝以上とし、まるみのある

のを玉石とする。 

玉石まじり土、 

岩塊破砕された岩、

ごろごろした河床 

第三紀の岩石で固結の程度が弱いもの。 

風化がはなはだしく、きわめてもろいもの。 

指先で離し得る程度のもので、亀裂の間隔は 

１～５㎝ぐらいのものおよび第三紀の岩石で固

結の程度が良好なもの。 

風化が相当進み、多少変色を伴い軽い打撃で容

易に割れるもの、離れ易いもので、き裂間隔は

５～10 ㎝程度のもの。 

地山弾性波速度 

700～2,800ｍ／sec

凝灰質で堅く固結しているもの。 

風化が目にそって相当進んでいるもの。 

き裂間隔が 10～30 ㎝程度で軽い打撃により離し

得る程度異質の硬い互層をなすもので層面を楽

に離し得るもの。 

石灰岩、多孔質安山岩のように特にち密でなく

ても相当の硬さを有するもの。風化の程度があ

まり進んでいないもの。硬い岩石で間隔 30～50

㎝程度のき裂を有するもの。 

地山弾性波速度 

2,000～4,000ｍ／sec 

花崗岩、結晶片岩等で全く変化していないもの｡

き裂間隔が１ｍ内外で相当密着しているもの。

硬い良好な石材を取り得るようなもの。 地山弾性波速度 

3,000ｍ／sec 以上けい岩、角岩などの石英質に富む岩質で最も硬い

もの。風化していない新鮮な状態のもの。き裂が

少なくよく密着しているもの。 

（３）構造物区分 

構造物ごとに区分して算出する。また、河川では、築堤、高水敷、低水路に区分して算出す

る。（「３．数量算出項目（２）盛土」参照） 
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５．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本項目」によるほか下記の方法によるものとする。 

平均断面法または 1．11 3 次元モデルの基本的な表現方法によることを標準とする。 

平均断面法 

土 量＝平均断面積×延長 

法面積＝平 均 法 長×延長 

（１）掘削 

１）断面積（道路） 

下記の項目に区分して算出する。 

掘削 オープンカット（土砂の場合、押土の有無） 

片切掘削 

水中掘削 

現場制約あり 

上記以外（小規模） 

掘削（ＩＣＴ） オープンカット 

片切掘削 

ａ）オープンカット 

 「オープンカット」は、下左図に示すような切取面が水平もしくは緩傾斜をなすように

施工できる場合で、切取幅５ｍ以上、かつ延長２０ｍ以上を標準とする。 

ｂ）片切掘削 

 「片切掘削」は、下中図および下右図に示すような切取幅５ｍ未満の領域Ｂを施工する

場合とする。 

ｃ）水中掘削 

 「水中掘削」は、土留・仮締切工の施工条件において掘削深さが５ｍを超える場合、又

は掘削深さが５ｍ以内でも土留・仮締切工の切梁等のためバックホウが使用できない場合

で水中の掘削積込作業。 

1-2-8

54



(オープンカット)

施工基面

（備考）上記の他、以下のパターンにおいては、オープンカットを適用するものとする。

5ｍ以上       5ｍ以上

(片切)
○B

・土砂

・岩

・土砂

・岩

W＜5ｍ

5ｍ

(片切)

オープン
カット

○B

・土砂

・岩

・土砂

・岩

5ｍ以上   5ｍ未満

5
ｍ

未
満

掘削機械(ＢＨ)の作業スペースが十分確保されていること。

ｅ）「現場制約あり」は、機械施工が不可能な場合に適用する。

ｆ）上記以外（小規模）は、1 箇所当り施工量が 100 以下の掘削・積込み作業、又は施工

量が 100 以上で現場が狭隘の場合の掘削・積込み作業の場合に適用する。

ｄ）下中図に示すような箇所にあっても、地形及び工事量等の現場条件を十分考慮の上、前

述のオープンカット工法が可能と判断される場合はオープンカットを適用する。
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２）断面積（河川） 

「３．数量算出項目（２）盛土」を参照の上算出する。 

また、堤防横断構造物の場合、下図のとおりＡ領域、Ｂ領域に区分して算出する。 

注）１．余裕幅は、止水壁から０.５ｍを標準とする。 

 （止水壁の無い場合の余裕幅は０.５ｍを標準とする） 

２．法勾配(ｎ) ① 砂地盤   １：１.５ 

  ② その他地盤 １：１.０ 

上記は、一般的な場合であり、これにより難い場合は、法面安定計算等により 

設定する。 

３．雪寒仮囲いを使用する場合は、必要幅を計上すること。 

機械区分線 

（川表・川裏の地盤を結ぶ） 

必要幅 
止水壁          2.00ｍ 

○B

5
.
0
0
ｍ

 

運搬路にする場合 

○Ａ

３）距離のとり方（道路） 

 道路中心線上の距離とすることを標準とする。 

［参考］ 

 半径の小さな曲線部（道路中心線でＲ＝５０ｍ未満）等で、道路中心線上の距離をとるこ

とが適当でないときは、計算断面の図心位置での距離としてよい。 

計上距離 

盛土の図心

盛土の図心

盛土の図心
掘削の図心

掘削の図心

掘削の図心

盛土側 

掘削側 

道路中心 

図心 
1/2 

1/2 

   図心 

①

②

③

① 

③ 
② 

1～ 2

2～ 3

2～ 3

1～ 2
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４）距離のとり方（河川） 

ａ）高水敷部分 

 掘削横断図の基準線を設定し、距離を決める。 

ｂ）低水敷部分 

 低水路法線の距離を標準とする。ただし、曲線部でそれが不適当と判断される部分につ

いては、平均距離とする。 

 なお、水路等全断面掘削の場合は、下図のように中心線の距離を標準とする。 

Ｌ 

（２）盛土 

１）断面積（道路） 

 下記の項目に区分して算出する。（下図参照） 

盛土 路体（築堤）盛土 
路床盛土 
小規模 
現場制約あり 
土羽土（必要により） 
路体（築堤）盛土（ＩＣＴ） 
路床盛土（ＩＣＴ） 

※土羽土Ｖ( )＝Ａ(㎡)×０.３(ｍ) 

基準線

掘削

基準線

№
０

 

全長Ｌ＝○○ｍ 

4      3        2       1

流向

№
ｎ

 

Ｃ 
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ａ）土羽土と路体等の材料が異なる場合 

① 路体盛土 

② 路床盛土 

③ 歩道盛土 

④ 土羽土 

⑤ 畦畔盛土 

ｂ）土羽土と路体等の材料が同一の場合 

① 路体盛土 

② 路床盛土 

③ 路肩盛土 

④ 土羽土 

⑤ 畦畔盛土 

注）１．路床は、必要に応じて、上部路床と下部路床に区分して算出する。 

２．畦畔盛土は、必要に応じ計上する。 

３．土羽土は、下記により必要に応じて区分して算出する。 

① 法面工が種子帯工及び筋芝の場合は、土羽土と路体等盛土が同一材料であっても

区分する。 

② ①以外の法面工の場合は、土羽土と路体等盛土が同一材料でない場合に区分する。

また、路体(築堤)盛土、路床盛土は施工幅員により下記のとおり区分して算出する。 

① ２.５ｍ未満 

② ２.５ｍ以上４.０ｍ未満 

③ ４.０ｍ以上 

路盤

路床面

掘削

1.0ｍ 

⑤

④

②

①

③

路床面

②

掘削

1.0ｍ

路盤

①

③

④

⑤
0.3m

1.0ｍ 路床

土羽土

路体 

0.3ｍ 4.0ｍ

2.5ｍ

③

①

②

1-2-12
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２）盛土部の路体・路床

ａ）歩道がない場合（構造物） 

ｂ）歩道がある場合（土羽部） 

ｃ）歩道がある場合（構造物） 

Ｗ1≧2.5ｍの場合、Ａ部は路体扱いとする。 

Ｗ1＜2.5ｍの場合、Ａ部は路床扱いとする。 

ｄ）切土、盛土の混合した路床部分 

※上記のように路床とする区分を標準とする。 

舗装体

路床 

路体 

路肩     車道 

1
0
0
㎝

 

歩道   施設帯 路肩     車道

舗装体 

路床 

路体 

舗装体 

Ｗ1

A 

1
0
0
㎝

 

45゜ 

路肩     車道 

舗装体

路床 

路床 

下層路盤幅

舗装体

路床 

路体 

1
0
0
㎝

 

45゜

保護路肩       歩道  施設帯 路肩     車道 

Ｗ1

A 

舗装体 

30 ㎝ 
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３）断面積（河川） 

「３．数量算出項目（２）盛土」を参照の上算出する。 

ただし、土羽土を計上する場合の堤体盛土量は、下記により算出する。 

盛土 路体(築堤)盛土 

土羽工（必要により） 

路体（築堤）盛土（ＩＣＴ） 

路体(築堤)盛土 Ｖ0＝全体盛土Ｖ－Ｖ1

 土 羽 土    Ｖ1＝Ａ(㎡)×０.３(ｍ) 

面 積    Ａ ＝平均法長（ ）×延長（Ｌ） 

また、路体(築堤)盛土は、施工幅員により下記のとおり区分して算出する。（１）断面積（道

路）参照） 

① ２.５ｍ未満 

② ２.５ｍ以上４.０ｍ未満 

③ ４.０ｍ以上 

注）１．小段の土羽土は、小段に芝付けを施工する場合に計上する。 

２．土羽土は、下記により必要に応じて区分して算出する。 

① 法面工が、種子帯工および筋芝の場合は、土羽土と堤体盛土が同一

材料であっても区分する。 

② ①以外の法面工の場合は、土羽土と堤体盛土が同一材料でない場合

に区分する。 

４）距離の取り方（道路） 

道路中心線上の距離とすることを標準とする。 

［参考］ 

半径の小さな曲線部（道路中心線でＲ＝５０ｍ未満）等で、道路中心線上の距離をとるこ

とが適当でないときは、「（１）掘削 ３）距離のとり方（道路）［参考］」による。 

５）距離のとり方（河川） 

築堤（築堤部分の切土を含む）については、堤防法線（川表天端肩）の距離を標準とする。 

ただし、曲線部でそれが不適当と判断される部分については平均距離とする。 

土羽土 

      30 ㎝ 

土羽土 

30 ㎝ 

H.W.L 

芝付 

芝付

芝付堤  体
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堤体とみなす区域(B) 

H.W.L 

高水敷 

低水護岸部分(A)   高水敷部分(C)  10ｍ   高水護岸 

上部：敷均し 
敷均･転圧  （0.3ｍ程度）  敷均･転圧 
          下部：押土 

W.L 

10ｍ 

(B)
(A) (C)

W2

W

○a

○c

○d

○e
4.0ｍ 

○b

1-2-17 

６）護岸背面の埋戻し（盛土）について 

イ．護岸背面の少量の盛土については、埋戻しに含めてもよい。但し、護岸と堤体の位置、

盛土幅、盛土量等を考慮し、盛土と埋戻しを区分けして計上してもよい。 

① 全て埋戻しとする場合 

1） ａは整地敷均し（ルーズ）Ｃ＝1.0 とする。 

但し、高水護岸は基礎天端より 0.5ｍまでは、基準書（埋戻工）による。 

2） ｂ～ｅは基準書（埋戻工）による。（基準幅Ｗ） 

② 盛土・埋戻しに区分して計上する場合 

1） ａ～ｃは埋戻しとし、埋戻し種別は上記による。（基準幅Ｗ２） 

2） ｄ～ｅは盛土とし、ｄは基準書（埋戻工）の埋戻幅によることとし、ｅは路体（築

堤）盛土とする。 

ロ．埋戻しの適用範囲 

基準書（埋戻工）の適用領域は、施工区間全体の横断図を勘案して決定するものとする。 

７）高水敷部における締固め及び数量算出について 

低水護岸の背後、堤脚部及びその他の高水敷部分の締固めや数量算出については、原則的

に下記のとおりとする。 

高水敷部(C)の上部の締固めを伴わない敷均し単独作業については、整地敷均し(ルーズ)

Ｃ＝1.0 とする。 

また、下部については設計断面により算出した対象土量の１／２を押土（ルーズ）として

計上するものとする。 

1-2-15
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（３）残土等処分 

残土等処分の土量は地山土量とし、埋戻しの土量変化率（Ｃ）を考慮する。 

（例）残土量＝床掘り量－埋戻し量×土量変化率（１／Ｃ） 

（４）控除土量 

１）横断構造物等（管渠、函渠、樋門等）において、現地盤線以上の断面積が１㎡以上となる

場合は、盛土量からこれを控除する。 

２）構造物に裏込め材を使用する場合には、盛土量からこれを控除し、別途裏込め材（セレク

ト材）の数量を算出する。 

控除する部分

注）セレクト材 

堤防断面箇所については、 

堤体材料と同一材料とする。
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２．１．２ 作業土工

２．１．２．１ 床掘工

１．適用 

河川、道路工事における床掘工に適用する。 

２．数量算出項目 

床掘りは、２．１．１土工参照の上、算出するものとする。 

３．区分 

区分は、土質区分、施工方法、土留方式の種類、障害の有無とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

区 分 

項 目 

土質

区分 

施工

方法 

土留

方式

の 

種類 

障害

の 

有無

単位 数量 備 考 

床 掘 り ○ ○ ○ ○  

（２）土質区分 

土質区分による区分は、以下のとおりとする。 

土質       土砂 

岩塊・玉石 
（３）施工方法区分 

施工方法による区分は、以下のとおりとする。 

施工方法     標準 

平均施工幅 1m 以上 2m 未満 

掘削深さ 5m 超 20m 以下 

掘削深さ 20m 超 

上記以外（小規模） 

現場制約あり 

注）１．施工方法「上記以外（小規模）」とは、１箇所当りの施工土量が 100  程度まで、

又は平均施工幅 1m 未満の床掘りで、「１箇所当り」とは、目的物１箇所当りであり、目

的物が連続している場合は、連続している区間を１箇所とする。 

２．施工方法「現場制約あり」とは、機械施工が困難な場合。 

（４）土留方式の種類 

土留方式の種類による区分は、以下のとおりとする。 

土留方式の種類     無し 

自立式 

グランドアンカー式 

切梁腹起式 

（５）障害の有無 

障害の有無による区分は、以下のとおりとする。 

障害の有無 無し 

有り 
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鋼矢板

H 鋼親杭 

横矢板

余裕幅

余裕幅

４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか、下記の方法によるものとす

る。 

１）床掘り勾配及び余裕幅 

 オープン掘削の床掘り勾配は、下表のとおりとする。 

土質区分 小段の幅 

中硬岩・硬岩 
５ｍ未満 直 ─── 

全掘削高５ｍ以上 １：０.３ 下からＨ＝５ｍ毎に１ｍ 

軟岩Ⅰ・軟岩Ⅱ 

１ｍ未満 直 ─── 

１ｍ以上５ｍ未満 １：０.３ ─── 

全掘削高５ｍ以上 １：０.３ 下からＨ＝５ｍ毎に１ｍ 

レキ質土・砂質土 

粘性土・岩塊玉石 

１ｍ未満 直 ─── 

１ｍ以上５ｍ未満 １：０.５ ─── 

全掘削高５ｍ以上 １：０.６ 下からＨ＝５ｍ毎に１ｍ 

砂 
５ｍ未満 １：１.５ ─── 

全掘削高５ｍ以上 １：１.５ 下からＨ＝５ｍ毎に２ｍ 

発破などにより崩壊

しやすい状態になっ

ている地山 

２ｍ未満 １：１.０ 下からＨ＝２ｍ毎に２ｍ 

注）上記により難い場合は、別途考慮できる。 

余裕幅は、下表のとおりとする。 

種別 足場工の有無 余裕幅  

オープン掘削 

足場工なし ５０㎝  

足場工あり 

（フーチング高さ２ｍ未満

でフーチング上に足場を

設置する場合） 

１７０㎝ 

（５０㎝）

土留掘削 

足場工なし 

（プレキャスト構造物で自

立型土留めの場合） 

１００㎝ 

（７０㎝）

足場工あり 

（フーチング高さ２ｍ未満

でフーチング上に足場を

設置する場合） 

２２０㎝ 

(１００㎝)

注）１．余裕幅は本体コンクリート端からとする。 

２．矢板施工の余裕幅は矢板のセンターからの距離。 

３．足場工の必要な場合とは、Ｈ＝２ｍ以上の構造物。 

４．雪寒仮囲いを使用する場合は、必要幅を計上すること。 

５．小構造物等で、これによることが不適当な場合は別途余裕幅を考慮する。 

６．共同溝等の特殊な場合は、別途取り扱う。 

床掘り勾配 掘削面の高さ 

1-2-18
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２）断面積 

ａ）オープン掘削の場合 

施工基面からの床掘り深さにより、下図を参照して施工基面から５ｍ以下の部分をＡ領域、

施工基面から５ｍを超える部分をＢ領域に区分して算出する。 

ｂ）土留掘削の場合 

施工基面からの床掘り深さにより、下図を参照して施工基面から５ｍ以下の部分をＡ領

域、施工基面から５ｍを超える部分をＢ領域に区分して算出する。 

① 自立式土留工の場合 

注）１．土留工の規模等により、Ａ領域で同一機種による床掘りが不適当な場合は、 

別途その部分の断面積を区分できるものとする。 

２．Ｂ領域においては、基礎杭等の作業障害がある場合とない場合に区分して 

算出する。 

B または L

○A

５
.
0
ｍH
1

H
0

H
2

施工基面

○B

B

L

土留め材 

（鋼矢板）

○B

施工基面

施工基面

H
＞

５
ｍ

 H
=
５

ｍ
 

H
=
５

ｍ
 

W 

(余裕幅)

○A

W

H
≦

５
ｍ

 

○B  

○A

○A
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② 切梁式土留工の場合 

施工基面からの床掘り深さにより、下図を参照して施工基面から最上段切梁の下部１

ｍ以下の部分をＡ領域、施工基面から５ｍ以下の部分をＢ領域、施工基面から５ｍを超

え 20ｍ以下の部分をＣ領域、施工基面から 20ｍを超える部分をＤ領域に区分して算出

する。 

注）１．最上部切梁の下部１ｍを超える部分（Ｂ～Ｄ領域）は、作業障害ありを適用する。 

２．土留工の規模等により、Ａ、Ｂ領域で同一機種による床掘りが不適当な場合は、

別途その部分の断面積を区分できるものとする。 

３）距離のとり方 

構造物あるいは、鋼矢板（センター）の距離とする。 

ただし、Ｈ鋼親杭の場合は、Ｈ鋼前面までとする。 

鋼矢板の場合            Ｈ鋼杭の場合 

L

Ｂ 

鋼矢板 

Ｂ’

L
’

H 鋼杭

土留(木)矢板

施工基面

床付面

切梁 

Ｈ＝1.0ｍ     5ｍ以下 

Ｗｍ               Ｗｍ

（余裕幅） 

5ｍを超え 20ｍ以下 

20ｍ超

○A

○B

○Ｄ

○Ｃ

鋼矢板又はＨ形鋼 

1-2-20

66



1-2-23 

４）基面整正 

基面整正の計上部分は下図のとおりとする。 

基面整正の計上部分 

５）連続する小構造物の床掘は下記を標準とする。 

① 床掘り（小規模土工の場合） 

（注）１．Ｂは 0.80ｍと砕石基礎幅の大きい方の値をとる。 

２．基面整正の算定幅は基礎幅（砕石基礎幅）とする。 

Ｂ

施工基面

基面整正
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② 床掘り（現道上の場合） 

 現道上等で地表面が舗装版に覆われているような箇所の床掘は次図を標準とする。 

（注）１．Ｂは、ｂ＋0.6ｍを標準とする。 

 ただし、連続する構造物で機械掘削となる場合、Ｂの最小幅は 0.8ｍとする。 

Ｂ＋0.3ｍ（舗装版取壊し幅） 

舗装版 

Ｈ
≦

1
.
5
ｍ

 
0.3     b     0.3

B 

1-2-24 

２．床掘深さＨが 1.5ｍを超える場合は、１）床掘り勾配および余裕幅による。 
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２．１．２．２ 埋戻工

１．適用 

構造物の築造及び撤去後の床掘り部における埋戻しに適用する。 

２．数量算出項目 

埋戻し、タンパ締固めの土量を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、施工方法、土質区分、締固めの有無とする。 

 （１）数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
施工方法 土質区分 

締固めの

有無 
単位 数量 備考 

埋戻し ○ ○ ○  

タンパ締固め  

   注)１．土量は、締固め後の土量である。 

（２）施工方法区分 

施工方法による区分は、以下のとおりとする。 

施工方法   最小埋戻幅 ４ｍ以上 

    最大埋戻幅 ４ｍ以上 

    最大埋戻幅 1ｍ以上４ｍ未満 

    最大埋戻幅 1ｍ未満 

    上記以外（小規模） 

    現場制約あり 

施工方法「現場制約あり」とは、機械施工が困難な場合。 

（３）土質区分 

土質区分による区分は、以下のとおりとする。 

土質     土砂 

    岩塊・玉石 

（４）締固めの有無区分 

締固めの有無による区分は、以下のとおりとする。 

締固めの有無   有り 

    無し 
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４．数量算出方法 

数量算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか、下記の方法によるものとする。 

１）施工方法 

施工方法 

最小埋戻幅 ４ｍ以上 

最大埋戻幅 ４ｍ以上 

最大埋戻幅 1ｍ以上４ｍ未満 

最大埋戻幅 1ｍ未満 

上記以外（小規模） 

現場制約あり 

注）１．施工方法「上記以外（小規模）」とは、１箇所当りの施工土量が 100  程度まで、又

は平均施工幅 1ｍ未満の床掘りに伴う埋戻しで、「1 箇所当り」とは、目的物１箇所当

りであり、目的物が連続している場合は、連続している区間を１箇所とする。 

２．施工方法「現場制約あり」とは、機械施工が困難な場合。 

３．埋戻幅 

最大埋戻幅：下図における埋戻幅（Ｗ１） 

最小埋戻幅：下図における埋戻幅（Ｗ２） 

なお、擁壁等で前背面の最大埋戻幅が異なる場合は、広い方の領域を基準とし、狭

い方も同一条件区分を適用するものとする。 

４．最小埋戻幅が４ｍ以上の場合は、最大埋戻幅に関係なく、最小埋戻幅４ｍ以上を適用

する。 

Ｗ1Ｗ1

Ｗ1                Ｗ1                              Ｗ1                                  Ｗ1

Ｗ2                 Ｗ2                                   Ｗ2                                 Ｗ2

Ｗ1         Ｗ1                                      Ｗ1                           Ｗ1

Ｗ2         Ｗ2                                        Ｗ2                          Ｗ2
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２．２ 安定処理工

１．適用 

地盤改良工における安定処理に適用するものとし、スタビライザ混合は現位置での路上 

混合作業で、混合深さ１ｍまで、かつ１層までの混合に、バックホウ混合は現場条件によ

りスタビライザにより施工できない路床改良工事及び構造物基礎の地盤改良工事で１層の

混合厚さが路床１ｍ以下・構造物基礎２ｍ以下における現位置での混合作業に適用する。 

２．数量算出項目 

安定処理面積を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、使用機種、施工箇所、混合深さ、規格とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

区 分 

項 目 
使用機種 施工箇所 混合深さ 規 格 単 位 数 量 備 考 

安定処理面積 ○ ○ ○ ○ ㎡   

（２）施工箇所区分 

バックホウ混合の場合、路床、構造物基礎の施工箇所ごとに区分して算出する。 

（３）混合深さ区分 

施工面積を混合深さごとに区分して算出する。 

①スタビライザ            ０．６ｍ以下 

                    ０．６ｍを超え１ｍ以下 

②バックホウ  路床         １ｍ以下 

         構造物基礎      １ｍ以下 

                    １ｍを超え２ｍ以下 

（４）規格区分 

施工面積を固化材の使用量(100 ㎡当り)、混合回数(スタビライザ混合）ごとに区分して 

算出する。 

４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。 

（１）固化材の使用量（100 ㎡当り）はロス等を含むものとする。 
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２．３ 法面整形工

１．適用 

盛土法面整形工及び切土法面整形工に適用する。 

２．数量算出項目 

法面整形の面積を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、法面締固めの有無、現場制約の有無、土質とする。 

（１） 数量算出項目及び区分一覧表 

    区 分 

項 目 

法面締固

めの有無 

現場制約

の有無 
土 質 単 位 数 量 備 考 

法面整形 
切土部 － ○ ○ ㎡   

盛土部 ○ ○ ○ ㎡   

法面整形 

（ＩＣＴ）

切土部 － － ○ ㎡   

盛土部 ○ － ○ ㎡   

（２）土質区分 

土質による区分は、下表のとおりとする。 

土質 

項目 

砂・ 

砂質土 
粘性土 レキ質土 軟岩Ⅰ 軟岩Ⅱ

中硬岩・

硬岩 

法面整形 

切土部 

現場制約

無し 
○ ○ × 

現場制約

有り 
○○

盛土部 

現場制約

無し 
○ × 

現場制約

有り 
○ × × 

法面整形 

（ＩＣＴ）

切土部 － ○ ○ × 

盛土部 － ○ × 
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（３）施工形態区分 

法面整形工 工法選定フロー図 

(注)１．下記の条件のいずれかに該当する場合は現場制約有りとする。 

・機械施工が困難な場合 

・一度法面整形を完成した後，局部的に浸食・崩壊を生じた場合 

・法面保護工を施工する前に必要に応じて行う整形作業（二次整形）をする場合 

２．植生筋工，筋芝工については別途計上すること。 

工法の選定

土羽築立と法面保護工

（筋芝，植生筋） 

を同時施工するか 

築立(土羽)部が 

本体と同一材料 

(土)であるか 

機械による 

築立(土羽)整形 

機械による 

削取り整形 

植生筋工

筋 芝 工

人力に

よる 

現場制約が 

あるか 

Yes 

Yes 

有り 無し 

 整形箇所

現場制約が 

あるか 

人力による 

築立(土羽)整形 

機械による

切土整形 

 切土部 盛土部 

No 

No 

有り 無し 
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３章 発泡スチロールを用いた 

 超軽量盛土工 

3.1 発泡スチロールを用いた超軽量盛土工
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３章 発泡スチロールを用いた超軽量盛土工

３．１ 発泡スチロールを用いた超軽量盛土工

１．適用 

超軽量材としての発泡スチロールを盛土、擁壁および橋台等の抗土圧構造物の裏込め等

に使用する発泡スチロール工を人力で施工する場合に適用する。

２．数量算出項目 

発泡スチロール設置、発泡スチロール（材料費）、緊結金具（材料費）、コンクリート床

版、支柱結合アンカー（材料費）、支柱設置、支柱（材料費）、壁面材設置、壁面材（材料

費）、裏込砕石（軽量盛土）の数量を区分ごとに算出する。

３．区分 

区分は、規格、雑工種、生コンクリート規格、養生工、圧送管延長距離、床板厚さ、溶

接金網企画、鉄筋量、盛土高、附帯工の割合、砕石の種類とする。

（１） 数量算出項目及び区分一覧表 

  ３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

注）１．軽量盛土（発砲スチロール）の排水材（不織布：厚さ 10mm 以下）、基礎砕石（敷均し厚

20cm 以下）、敷砂（敷均し厚 10cm 以下）を標準としており、これにより難い場合について

は別途考慮する。 

２．雑工種における材料は、種別・規格にかかわらず適用できる。 

３．発泡スチロールブロックの固定のためにＬ型ピンの設置が必要な場合は別途考慮する。 

区 分

項 目

3 次元

モデル

����

規格
雑

工

種

生��

����

規格

養

生

工

圧送

管延

長距

離

床板

厚さ

溶接

金網

規格

鉄

筋

量

盛

土

高

附帯

工の

割合

砕石

の

種類

��
数

量

�

考

発泡スチロー

ル設置 A � � × × × × × × × × × m3

発泡スチロー

ル（材料費） A � × × × × × × × × × × m3

緊結金具

（材料費）
B � × × × × × × × × × × �

������床版 A � × � � � � � � × × × m3

支柱結合アン

カー（材料費） A � × × × × × × × × × × m3

支柱設置 B � × × × × × × × × × × 本

支柱（材料費） B � × × × × × × × × × × 本

壁面材設置 B � × × × × × × × × × × m2

壁面材

（材料費）
B � × × × × × × × × × × m2

裏込砕石

（軽量盛土） B � × × × × × × × � � � m3

1-3-2

76



1-3-3 

４．コンクリート床版にグランドアンカー等を結合する場合は別途考慮する。 

５．ベースプレート式Ｈ型鋼支柱(Ｈ型鋼規格はＨ300mm×300mm 以下、長さ９ｍ以下)を標準と

しており、これにより難い場合については別途考慮する。 

６．壁面材1 枚当りの規格は、長さ2.5ｍ 以下、幅0.6ｍ 以下、重量170kg 以下を標準として

おり、これにより難い場合については別途考慮する。 

（２）発砲スチロール設置の雑工種による区分は、以下のとおりとする。 

雑工種            排水材+基礎砕石+敷砂 

排水材+基礎砕石 

排水材+敷砂 

基礎砕石+敷砂 

排水材 

基礎砕石 

敷砂 

無し 

（３）コンクリート床版の養生工による区分は、以下のとおりとする。 

養生工           一般養生 

特殊養生（練炭・ジェットヒータ） 

（４）コンクリート床版の生コンクリート規格による区分は、以下のとおりとする。 

圧送管延長距離       延長無し 

50m 未満 

50m 以上 100m 未満 

100m 以上 150m 以下 

注）圧送管延長距離区分は、作業範囲（30m）を超えて圧送管を延長する場合に、超えた

部分の延長距離を該当する区分から選択する。 

（５）コンクリート床版の床版厚さによる区分は、以下のとおりとする。 

床版厚さ          10cm 

15cm 

（６）裏込砕石（軽量盛土）の盛土高による区分は、以下のとおりとする。 

盛土高           6m 以下 

6m 超え（付帯工有り） 
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（７）裏込砕石（軽量盛土）の付帯工の割合による区分は、以下のとおりとする。 

 付帯工の割合      0.1 以下 

0.1 を超え 0.2 以下 

0.2 を超え 0.3 以下 

0.3 を超え 0.4 以下 

0.4 を超え 0.5 以下 

0.5 を超え 0.6 以下 

0.6 を超え 0.7 以下 

0.7 を超え 0.8 以下 

0.8 を超え 0.9 以下 

0.9 を超え 1.0 以下 

関連数量算出項目 

項目 単位 数量 備考 

コンクリート 

（基礎コンクリート部） 

「第１編（共通編）４．１コンクリート工」

参照 

型枠 

（基礎コンクリート部） 
㎡  

「第１編（共通編）４．２型枠工」 

参照 

鉄筋工 

（基礎コンクリート部） 
t  

「第１編（共通編）４．３．１鉄筋工」 

参照 

基礎材 

（基礎コンクリート部） 
㎡  

「第１編（共通編）９．１基礎・裏込砕石

工、基礎・裏込栗石工」参照 

４．数量算出方法

数量算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか、下記の方法によるものとする。

（１）発砲スチロール（材料費）は、ロス率を以下とし体積（ ）を算出する。

（２）緊結金具（材料費）の発泡スチロール 当りの使用量は、ロス率を含み以下とし個数を算出する。

（３）支柱結合アンカー（材料費）は、規格ごとにコンクリート床板体積当りの必要本数（本/ ）

を算出する。 

（４）支柱（材料費）は、規格ごとに本数を算出する。 

（５）壁面材（材料費）は、壁面固定金具を含み、規格ごとに壁面面積当りの必要数量（枚/㎡及び

個/㎡）を算出する。 

（６）裏込砕石（軽量盛土）は、設計数量を算出する。 

項  目 ロス率 

発砲スチロール ＋0.04 

項  目 数 量 

緊結金具 2.3 
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（７）付帯工の割合は下式にて算出する。 

付帯工の割合 ＝ 
裏込砕石工の盛土高６ｍを超える部分の設計量（ ）

裏込砕石工全体の設計量（ ）

設計量（ ）：ロスを含まない数量

５．参考図

５－１．壁面材有り 

５－２．壁面材有り 

橋台裏込 盛土

支
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４ 章 コンクリート工 

4.1 コンクリート工 

4.2 型枠工 

4.3 鉄筋工 

4.3.1 鉄筋工 

4.3.2 ガス圧接 

4.4 張りコンクリート工 
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４章 コンクリート工

４．１ コンクリート工

１．適用 

一般的な構造物のコンクリート打設に適用する。 

ただし、ダムコンクリート、トンネル覆工コンクリート、砂防コンクリート、コンクリー

ト舗装、消波根固めブロック工、コンクリート桁及び軽量コンクリート等の特殊コンクリー

ト打設、4．4 張りコンクリート工、第１編(共通編)６章６.４場所打擁壁工（１）（２）、７

章函渠工（１）（２）、第３編(道路編)７章橋台・橋脚工（１）（２）、１０章共同溝工（１）

（２）に、張りコンクリートは適用しない。 

２．数量算出項目 

コンクリート、均しコンクリートの数量を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、構造物種別、施工条件、コンクリート規格、設計日打設量、養生工の種類、圧送

管延長距離区分、現場内小運搬の有無、打設高さ、水平距離とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

3次元モデルを用いる場合、「コンクリート」は、3次元モデルより体積を算出し、属性情報

を用いて構造物種別等を区分することより「Ａ」を適用する。 

「均しコンクリート」は、簡易な形状（点、線、面）を用いて位置と面積を算出し、属性情報

を用いて構造物種別等を区分することより「Ｂ」を適用する。 

（２）構造物種別区分 

構造物種別ごとに各部ごとの数量を算出し集計する。 

区 分

項 目

３次元
モデル

属性情報

構造
物種
別

打設
工�

コン
クリ
ート
規格

設計
日打
設量

養生
工の
種類

圧送
管
延長
距離
区分

現場内
小運搬
の
有無

打設
��
高さ�
水平
打設
距離

�
位

数
量

��

コンクリート Ａ � � � � � � � � �3

均 し
コンクリート Ｂ � � �2

��と
して施
工�さ
(cm)及
び体積
を算出
する。

1-4-2

82



1-4-3 

４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記によるものとする。 

（１）型枠を設置できない場合は、ペーラインを計上するものとする。 

ペーラインコンクリート厚は以下のとおりとする。 

 岩着→ 10 ㎝  土着→ ５㎝ 

（例） 

（２）体積の計算において、３次元ＣＡＤ等を用いる場合は、３次元ＣＡＤソフト等の自動計算

機能により３次元モデルを分割し、各分割の体積算出及び各分割の合計等を自動計算により

算出することができるものとする。 

（参考）３次元モデルの分割、各分割の合計等の方式の例 

ａ）水平方向等の分割による算出 

①３次元モデルを変化点ごとに、ＸＹ平面の水平方向の多角錐体に分割後、多角錐体の各体

積を合計し算出する。 

②単純な幾何図形に分割した各体積を基に各体積の和、差等の集合演算により算出する。 

ぺーライン 

岩推定線
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ｂ）三角形分割による算出 

①３次元モデル表面を三角形分割し、各面とモデル最下水平面との間の柱体積の合計をモデ

ルの体積とする。この時、面の法線ベクトルのＺ成分の符号を柱体積の符号とし、＋は加

算、－は控除する。 

②３次元モデル表面を三角形分割し、それぞれの三角形に対して、三角形の３点と１点（例

えばモデル原点）を結んで作られる三角錐の体積を合計する。 
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区分
項目

3次元
モデル

属性情報
型枠の
種類

構造物
の種類

�位 数量 備考

型 枠 Ｂ � � �2
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４．２ 型枠工 

１．適用 

一般土木工事の構造物施工にかかる型枠工に適用する。 

ただし、鋼橋床版、コンクリート桁、砂防、ダム、トンネル、４.４張りコンクリート工、

第１編（共通編）６章 6.4.1 場所打擁壁工（１）、７章 7.1.1 函渠工（１）、第３編（道路

編）７章 7.1.1 橋台・橋脚工（１）、１０章 10.１共同溝工（１）等には適用しない。 

２．数量算出項目 

型枠の面積を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、型枠の種類、構造物の種類とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

注）1．撤去しない埋設型枠の発泡スチロールについては、平均厚を備考欄に明記する。 

2．鉄筋・無筋構造物（合板円形型枠使用）は、半径5m 以下の円形部分に適用する。 

3次元モデルを用いる場合、「型枠」は、簡易な形状（点、線、面）を用いて位置と面

積を算出し、属性情報を用いて型枠の種類や構造物種別を区分することより「Ｂ」を適

用する。 

（２）型枠の種類区分 

型枠の種類による区分は、以下のとおりとする。 

型枠の種類 一般型枠 

化粧型枠 

撤去しない埋設型枠 

（３）構造物の種類区分 

構造物の種類による区分は、以下のとおりとする。 

構造物の種類      鉄筋・無筋構造物 

小型構造物 

鉄筋・無筋構造物（合板円形型枠使用） 

トンネル非常駐車帯，箱抜き 

均しコンクリート 

床版部 

             支承部・連結部 
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（４）撤去しない埋設型枠の型枠設置面積の算出は、下記のとおりとする。 

床 版 部          支承部・連結部 

Ａ＝Ｂ×Ｌ Ａ：型枠面積（ｍ ） 

Ｂ：設 置 幅（ｍ） 

Ｌ：設置延長（ｍ） 

支承部・連結部の発泡スチロールの使用量は、次式による。 

使用量（ｍ ）＝設置面積（ｍ ） （１＋Ｋ）

Ｋ：ロス率（＋０．０４） 

（５）妻型枠については、小型構造物は計上しない。無筋構造物は、施工手順を検討の上、必要

数量を計上する。 

橋桁 

Ｂ

ｂ2

ｂ1

ｂ3

Ｂ＝b1＋b2＋b3
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（６）型枠の設置高さ区分 

 型枠材の設置において、設置高さの平均が３０ｍを超える場合は、その設置高さを備考欄

に明記すること。 

４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通工）１章基本事項」による。 

平均設置高さ＝１／２×(Ｈ3＋Ｈ4) 

Ｈ3

Ｈ4

設置高さ＝Ｈ 

Ｈ Ｈ

設置高さ＝Ｈ

Ｈ2

Ｈ1

設置高さ＝Ｈ1＋Ｈ2

設置高さ＝Ｈ1＋Ｈ2

Ｈ1

Ｈ2
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４．３ 鉄筋工

４．３．１ 鉄筋工

１．適用 

河川、海岸、道路、水路、コンクリート橋梁、鋼橋床版の鉄筋構造物の加工・組立、及び、

差筋、場所打杭の鉄筋かごの加工・組立に適用する。 

なお、鉄筋径は，Ｄ10(φ9)以上Ｄ51(φ51)以下とする。 

２．数量算出項目 

鉄筋の質量を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、規格・仕様、材料規格、鉄筋径、施工条件、構造物種別、施工規模、太径鉄筋の

割合とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

１）加工・組立・差筋 

（注）（２）規格・仕様区分において「場所打杭用かご筋」に区分される場合は、（４） 

施工条件区分、（５）構造物種別は算出する必要はない。 

３次元モデルを用いる場合、「鉄筋」は、簡易な形状（点、線、面）を用いて位置と

延長より質量を算出し、属性情報を用いて規格・仕様等を区分することより「B」を

適用する。 

（２）規格・仕様区分 

規格・仕様 適用基準 

一般構造物 構造物の鉄筋の加工・組立 

場所打杭用かご筋 場所打杭用鉄筋かごの加工・組立 

区分 3 次元 属性情報

モデル 規格 材料 鉄筋径 施工 構造物 施工 太径鉄筋 �位 数量 ��

項目 仕様 規格 条件 種別 規模 の割合

鉄筋 � � � � � � � � t
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（４）施工条件区分 

※上記以外についても、材料規格、鉄筋径毎による。

トンネル内の鉄筋組立作業がある場合は、その数量を区分して算出する。 

なお、トンネル内に区分した場合は、（５）構造物種別は算出する必要はない。 

（５）構造物種別 

規格・仕様 適 用 基 準 

切梁のある構造物 
切梁のある構造物、立杭、及び深礎工の加工・組立作業 

（Ｈ1）＜（Ｈ2）×２ 

地下構造物 地表面下で覆工板等に覆われて施工する構造物の加工・組立作業

橋梁用床版 鋼橋用床版（ＰＣ床版は除く）の加工・組立作業 

ＲＣ場所打ホロースラブ橋 ＲＣ場所打ホロースラブ橋の加工・組立作業 

差筋及び杭頭処理 差筋及び杭頭処理作業 

（６）施工規模区分

 １工事に２つ以上の規格・仕様を適用する場合は、１工事あたりの全体数量を算出する。

（７）太径鉄筋の割合区分

 １単位当たり構造物に使用する太径鉄筋（Ｄ３８以上Ｄ５１以下）の質量を算出し、１単

位当たり構造物における割合を以下の方法により算出する。 

 なお、（５）構造物種別で橋梁用床版またはＲＣ場所打ホロースラブ橋を選択した場合は、

算出する必要はない。 

太径鉄筋の割合＝ 
１単位当たり構造物の設計太径鉄筋質量 

１単位当たり構造物の設計質量 

（１単位当たり構造物の参考例） 

①１工事で複数の橋脚を施工する場合 

橋脚１基毎の太径鉄筋の質量を算出し、集計する。 

②１工事で複数の場所打杭用かご筋を施工する場合 

杭１本毎の太径鉄筋の質量を算出し、集計する。 

（８）その他 

 鉄筋の継手方法が機械継手の場合、場所打杭用かご筋以外でフレアー溶接を行う場合は別

途数量を算出するものとする。 

（３）材料規格区分および鉄筋径区分 

材料規格 鉄筋径 材料規格 鉄筋径 材料規格 鉄筋径 

ＳＤ２９５Ａ 

Ｄ１０  

ＳＤ３４５ 

Ｄ１０ 

ＳＲ２３５ 

φ９ 

Ｄ１３ Ｄ１３ φ１３ 

Ｄ１６ 

ＳＳ４００ 

φ１６  

φ３２ 

φ３８ 

Ｄ１６

Ｄ１９

Ｄ２２

Ｄ２５

φ１６

φ１９

φ２２

φ２５

Ｄ２９

Ｄ３２

Ｄ３５ 

Ｄ３８ 

Ｄ４１ 

Ｄ５１ 
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４．参考図 

          覆工板を外す、またはない。……Ｔ1（切梁のある構造物） 

           覆工板を外さず作業する。……Ｔ2（地下構造物） 

覆工板 

Ｈ1＜２Ｈ2……Ｔ1（切梁のある構造物） 

Ｈ1≧２Ｈ2……補正なし 

Ｈ
1

Ｈ
2
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４．３．２ ガス圧接

１．適用 

鉄筋構造物の組立作業における手動式（半自動式）、自動式のガス圧接工に適用する。 

２．数量算出項目 

鉄筋のガス圧接箇所を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、規格、施工規模とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルを用いる場合、「ガス圧接」は、簡易な形状（点、線、面）を用いて位置と個

数を算出し、属性情報を用いて規格や施工規模を区分することより「Ｂ」を適用する。 

（２）規格区分

規  格 

Ｄ１６＋Ｄ１６ 

Ｄ１９＋Ｄ１９ 

Ｄ２２＋Ｄ２２ 

Ｄ２５＋Ｄ２５ 

Ｄ２９＋Ｄ２９ 

Ｄ３２＋Ｄ３２ 

Ｄ３５＋Ｄ３５ 

Ｄ３８＋Ｄ３８ 

Ｄ４１＋Ｄ４１ 

Ｄ５１＋Ｄ５１ 

（注）径違いの圧接の場合は、上位の規格による。 

（３）施工規模区分 

 １工事における全規模の全体数量が１００箇所以上であれば「無」、１００箇所未満であれ

ば「有」として区分する。

区分 ３次元 属性情報

項目 モデル 規格 施工規模 �位 数量 ��

ガス圧接 Ｂ � � 箇所
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４．４ 張りコンクリート工 

1．適用 

張りコンクリート工（コンクリートの厚さが平均 5cm 以上 10cm 以下）に適用する。 

2．数量算出項目 

張りコンクリートの数量を区分ごとに算出する。 

3．区分 

区分は、対象構造物、施工区分、コンクリート規格、目地材の有無とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表

  ３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

（２）対象構造物区分  

下記の通り、対象構造物ごとに区分して算出する。  

①縦排水溝  

②小段排水溝  

③防草コンクリート 

４．数量算出方法  

数量の算出は，「第 1 編（共通編）1 章基本事項｣によるほか下記の方法によるものとする。   

※対象構造物の幅、長さが一定でない場合は、平均値を用いて算出することとする。 

区分 ����

項 目
� � 数 量 � 考施工

区分
コンクリート

規格
目地材
の有無

コンクリー ト � � � � � �2

� � � � �2

対象
構造物

３次元
モデル
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(１) 縦排水溝 

S = （L +L ）×√（B  +h  ） + （L +L ） ×B   （㎡） 

S  ：張りコンクリート面積（㎡） 

B  ：対象構造物の幅（ｍ）  

B  ：対象構造物の幅（ｍ） 

H  ：対象構造物の高さ（ｍ） 

L  ：対象構造物の長さ（ｍ）  

L  ：対象構造物の長さ（ｍ） 

（２）小段排水溝 

S = （L ×√（B  +h  ）） + （L ×B ） + （L ×B ） + （L ×√（B  +h   ））  （㎡）

S  ：張りコンクリート面積（㎡） 

B  ：対象構造物の幅（ｍ）  

B  ：対象構造物の幅（ｍ） 

B  ：対象構造物の幅（ｍ） 

B  ：対象構造物の幅（ｍ）  

h  ：対象構造物の高さ（ｍ） 

h  ：対象構造物の高さ（ｍ） 

L  ：対象構造物の長さ（ｍ）  

L  ：対象構造物の長さ（ｍ） 
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（３）防草コンクリート（法肩部） 

S = （L ×B ） + （L ×√（B  +h   ））   （㎡） 

S  ：張りコンクリート面積（㎡） 

B  ：対象構造物の幅（ｍ）  

B  ：対象構造物の幅（ｍ） 

h  ：対象構造物の高さ（ｍ） 

L  ：対象構造物の長さ（ｍ）  

L  ：対象構造物の長さ（ｍ） 

（４）防草コンクリート（法尻部） 

S = （L ×√（B  +h  ）） + （L ×B ）   （㎡） 

S  ：張りコンクリート面積（㎡） 

B  ：対象構造物の幅（ｍ）  

B  ：対象構造物の幅（ｍ） 

h  ：対象構造物の高さ（ｍ） 

L  ：対象構造物の長さ（ｍ）  

L  ：対象構造物の長さ（ｍ） 
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（５）防草コンクリート（排水部） 

S = L ×B    （㎡） 

S  ：張りコンクリート面積（㎡） 

B  ：対象構造物の幅（ｍ）  

L  ：対象構造物の長さ（ｍ）  
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５ 章 法  覆  工 

5.1 法枠工 

5.1.1 プレキャスト法枠工 

5.1.2 現場打法枠工 

5.1.3 吹付枠工 

5.1.4 プレキャストコンクリート板設置工 

5.2 吹付工 

5.3 植生工 

5.4 コンクリートブロック積（張）工 

5.5 石積（張）工 

5.5.1 多自然型護岸工（巨石積（張）工） 

5.5.2 石積（張）工 

5.6 平石張工 
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５章 法覆工
５．１ 法枠工
５．１．１ プレキャスト法枠工
１．適用 

プレキャストブロックによる法枠工に適用する。 

２．数量算出項目 

プレキャストブロック、中詰等の数量を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、中詰種類、規格とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

注）１．プレキャストブロックについては、アンカー及び吸出防止材の有無に区分し算出する。 

２．プレキャストブロック及び中詰めブロックについては、１㎡当りプレキャストブロック

使用量(個)も算出する。 

３．中詰ブロックについては、段数（１～２段 or２段を超える）ごとに区分し算出する。 

４．足場工が必要な場合は別途算出する。 

５．法面清掃工が必要な場合は別途算出する。 

区 分 ����

項 目

３次元

モデル
中 詰

規 格 �� 数 量 � 考
種 類

������������ � � � �２

� � � � � � �３ 必要な場合算出

中 詰 � � � � � � × � �２

中 � � � × � �３

中詰������� � × � �３

中 詰 � � � × � �２

� � � の � � × � �

詰 ��（��） � × � �３

� � � × � �３

中詰面�を�め�面�とする

法枠面�を�め�面�とする
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４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。 

（１）プレキャスト法枠 

プレキャスト法枠の数量は、中詰面積を含めた面積を算出する。 

プレキャスト法枠の材料は、種類に応じて使用量（個）を算出する。 

（２）中詰ブロック 

中詰ブロックの数量は、中詰ブロックの使用量（法枠面積 100 ㎡当り）及び法枠面積を

含めた全体面積を算出する。 

1-5-3

99



1-5-4 

５．１．２ 現場打法枠工

１．適用 

現場打法枠工に適用する。 

２．数量算出項目 

現場打法枠、コンクリート、型枠、鉄筋、中詰等の数量を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、中詰種類、規格、施工方法とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

注）１．足場工が必要な場合は別途算出する。 

２．法面清掃工が必要な場合は別途算出する。 

区 分 ����
３次元

項 目

中 詰 施 工
モデル 規 格 �� 数 量 � 考

種 類 方 法

現場 打 法枠 � � × × �２ 施工面�

コンクリート � � � � �３

型 枠 � � × × �２ �型構造�

鉄 筋 � � � × �

� � � � � � × �３ 必要な場合算出

�出 � �� � � � × �２ 必要な場合算出

� ン � ー � � � × 本 必要な場合算出

中詰���ク � × � × �２

中 中詰������� � × � × �３

中 詰 � � � × � × �２

� � � × � × �３

� �� の� � × � × �

詰 ��（��） � × � × �３

� � � × � × �３
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（２）施工方法区分 

施工方法による区分は、下表のとおりとする。 

施工方法 施 工 条 件 

人 力 打 設 

施工法面の天端にコンクリート運搬車が

接近でき、直打・シュート打が可能な箇所で、

平均法長 11ｍ以下、 

法勾配１：１.５～１：２.０の法面 

ｺﾝｸﾘｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ打設 上記以外の法面 

注）１．コンクリートポンプ車打設において、圧送管延長がコンクリートポンプ車から作業

範囲３０ｍを越える場合は圧送管組立撤去の延長を区分する。 

４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。 

（１）現場打法枠 

現場打法枠の数量は、現場打法枠工の施工面積を算出する。 

（２）中詰ブロック 

中詰ブロックの数量は、中詰ブロックの使用量（法枠面積１００㎡当り）及び法枠面積

を含めた全体面積を算出する。 

（設計量算出例） 

 （４本配筋の例） 

・設計枠長（フレーム設計量） 

Ｌ＝ｂ×４＋ｃ×９ 

・枠用鉄筋量（質量） 

Ｇ＝（ａ×３＋ｂ×４）×ｎ×ｇ 

 ｇ：鉄筋単位質量 

 ｎ：枠断面内の鉄筋本数（例ｎ＝４） 

・モルタル・コンクリート量（体積） 

Ｖ＝設計枠長×ｗ×ｈ 

 ｗ：枠幅 

 ｈ：枠高 
ｗ 

ｈ 

ｂ 

ａ 

ｃ ｃ ｃ ｃ 

枠断面 
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５．１．３ 吹付枠工
１．適用 

金網メッシュ、プラスチック段ボ－ル等の自由に変形可能な型枠鉄筋のプレハブ部材を用い鉄

筋を含む吹付枠工に適用する。 

２．数量算出項目 

吹付枠、ラス張、水切モルタル・コンクリ－ト、表面コテ仕上げ、法面清掃、枠内吹付・中詰

等の数量を区分毎に算出する。 

３．区分 

区分は、規格、垂直高とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

注）グランドアンカーは、「第１編（共通編）１１章仮設工 11.10アンカー工」、ﾛｯｸﾎﾞﾙﾄは、「第１編（共

通編）１１章仮設工 11.11鉄筋挿入工」により必要に応じて別途算出すること。 

区 分
３次元

����

規格
法 面 の

�� 数 量 � 考項 目
モデル

垂 直 高

� � � � 目��必要な��は、

別途算出する。

必要に応じて�上する

� × × �2

�面���

� × × �3 必要に応じて�上する

� × × �2 �

必要に応じて�上する

� × × �2

�面���

� � � �2 必要に応じて�上する

枠内吹付 � � � �2 �

枠内中詰

� � � �2 �

� � � �� �

吹 付 枠

ラ ス 張

水切モルタル・コンクリ－ト

表 面 コ テ 仕 上 げ

法 面 清 掃

モ ル タ ル

コンクリート

� � 基 材

枠 内 中 詰
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（２）吹付枠の規格による区分 

吹付枠の規格による区分は、下表のとおりとする。 

区   分 

吹付法枠 ｺﾝｸﾘｰﾄ 

・ 

モルタル 

梁断面 

150×150 枠材固定に使用する 

主アンカー（アンカーバー）及び、

補助アンカー（アンカーピン） 

の長さ（ｍ） 

・１ｍ以内 

・１ｍを超える 

※アンカー長も算出する。 

200×200 

300×300 

400×400 

500×500 

600×600 

（３）法面の垂直高による区分 

法面の垂直高による区分は、下表のとおりとする。 

項 目 法面の垂直高による区分 

吹付枠 
垂直高さ４５ｍ以下の部分の法枠長 

垂直高さが４５ｍを超える部分の法枠長 

４．数量算出方法 

数量算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。 

（１）吹付枠 

吹付枠の数量は、コンクリート吹付及びモルタル吹付のそれぞれの施工延長を算出する。

（２）ラス張 

ラス張の数量は、全面積を対象とし、必要に応じ算出する。 

（３）水切モルタルコンクリート 

水切モルタルコンクリートの数量は、必要に応じ体積を算出する。 

（４）表面コテ仕上げ 

表面コテ仕上げの数量は、必要に応じ面積を算出する。 
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（５）法面清掃 

法面清掃の数量は、全面積を対象とし、必要に応じ算出する。 

（６）枠内吹付 

枠内吹付の数量は、「５.２ 吹付工」、「５.３植生工」により必要量を算出する。 

（７）枠内中詰 

枠内中詰の数量は、５.１.１ プレキャスト法枠工により必要量を算出する。 

（設計量算出例） 

法枠長を計上する際の梁の延長は、下記を基本とする。 

計算方法 

縦枠：Ｈ×｛（Ｌ－Ｗ）÷Ｂ＋１｝ 

横枠：ｂ×｛（Ｌ－Ｗ）÷Ｂ｝×｛（Ｈ－Ｗ）÷Ａ＋１｝ 

b      b      b     b      b     b 

Ｌ 

Ｂ     Ｂ     Ｂ    Ｂ     Ｂ    Ｂ 

Ｈ
 

Ａ
 
 
 
 
 
Ａ

 
 
 
 
 
Ａ

 
 
 
 
 
Ａ

 

ａ
 
 
 
 
 
ａ

 
 
 
 
 
a
 
 
 
 
 
 
a
 

Ｗ

Ｗ
 

Ｗ
 
梁断面
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５．１．４ プレキャストコンクリート板設置工
１．適用 

グラウンドアンカーとプレキャストコンクリート板を緊結することにより、斜面等の安定化を

図る工法に適用する。 

２．数量算出項目 

プレキャストコンクリート板、プレキャストコンクリート板（材料費）、ジョイント処理、ジョ

イント金物（材料費）の数量を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、規格、フレームタイプ、１列当り平均据付枚数、モルタル規格、モルタル使用量（ｍ3/

箇所）とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

 ３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

（２）プレキャストコンクリート板のフレームタイプによる区分は、以下のとおりとする。 

プレキャストコンクリート板 
  クロスタイプ 

  セミスクエアタイプ・スクエアタイプ 

（３）プレキャストコンクリート板の１列当り平均据付枚数による区分は、以下のとおりとする。 

1列当り平均据付枚数 
  20枚未満 

  20枚以上 30枚未満 

30枚以上

（４）ジョイント処理のモルタル規格による区分は、以下のとおりとする。 

モルタル規格 
  １：３モルタル（普通） 

  １：３モルタル（高炉Ｂ） 

  モルタル不要 

区 分

項 目

3次元

モデル

����

規格
フレーム

タイプ

1列当り

平均

据付枚数

モルタル

規格

モルタル

使用量

(m3/箇所）

�

�

数

量

�

考

プレキャスト

コンクリート板
Ｂ � � � × × 枚

プレキャスト

コンクリート板

（材料費）

Ｂ � × × × × 枚

ジョイント処理 Ｂ � × × � �
箇

所

ジョイント金物

（材料費）
Ｂ � × × × × �
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（５）ジョイント処理のモルタル使用量（ /箇所）による区分は、以下のとおりとする。 

モルタル使用量（ /箇所） 
  0.016  以下

  0.016  超え 0.032  以下

  0.032  超え 0.050  以下

関連数量算出項目 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。

４．数量算出方法 

数量算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか、下記の方法によるものとする。 

（１） プレキャストコンクリート板（材料費）は、規格ごとに枚数を算出する。 

（２）ジョイント金物（材料費）は、ジョイント金物の他、連結ボルト等、必要な金具類を含み、規格ごとに

ジョイント１組当りの必要数量及び組数を算出する。 

（３）斜面とプレキャストコンクリート板との間に発生する空隙に対して、裏込工を施工する場合は、別途考

慮する。 

（４）スクエアタイプにおけるジョイント処理及び目地工は、別途考慮する。 

（５）プレキャストコンクリート板の１列当り平均据付枚数は、下式により算出する。 

１列当り平均据付枚数＝総据付枚数÷施工列数 

（６）１列当り平均据付枚数は、１工事単位とする。

項 目
3 次元

モデル

����

単位 数量 �考

��（アン�ー） � �
「第１編（共通編）１１�１�

アン�ー工」参�

アン�ー�材�工�組�������

�

�����処理（アン�ー）

� 本
「第１編（共通編）１１�１�

アン�ー工」参�

���ト��（アン�ー） � �3 「第１編（共通編）１１�１�

アン�ー工」参�

ボーリン���ン��（アン�ー） � �
「第１編（共通編）１１�１�

アン�ー工」参�

���処理工 � �3 必要な場合別途��

アン�ー（材料費） � 本
「第１編（共通編）１１�１�

アン�ー工」参�

裏込工 � �3 必要な場合別途��

ジョイント処理工（スクエアタイプ） � 箇所 必要な場合別途��

目地工（スクエアタイプ） � � 必要な場合別途��

�場工 � 空�3 必要な場合別途��
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５．２ 吹付工 
１．適用 

モルタル吹付工、コンクリート吹付工に適用する。 

２．数量算出項目 

モルタル吹付、コンクリート吹付の面積を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、吹付厚さ、垂直高とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

注）１．モルタル吹付、コンクリート吹付の補強鉄筋（㎏／㎡）が必要な場合は別途算出する。また、

金網（㎡）は、菱形金網と溶接金網で区分して算出する。 

２．通常の吹付と枠内吹付に区分して算出する。 

（２）吹付厚さ区分 

吹付厚さ（㎝）ごとに区分して算出する。 

（３）垂直高区分 

法面の垂直高による区分は、下記のとおりとする。 

 ① ４５ｍ以下 

 ② ４５ｍを超える 

注） 垂直高は、施工基面（機械設置基面）からの高さとする。 

３次元 ����区 分

モデル 吹付厚さ 垂直高 �� 数 量 � 考項 目

モ ル タ ル 吹 付 � � � ｍ2 金網��

コンクリート吹付 � � � ｍ2 金網��
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５．３ 植生工
１．適用 

植生基材吹付工、客土吹付工、種子散布工、植生マット工、植生シート工、植生筋工、筋芝工、

張芝工、市松芝工(格子状に張る場合)、人工張芝工(ネット又はワラ付張芝)、野芝種子吹付工、

繊維ネット工、法面施肥工に適用する。 

２．数量算出項目 

植生基材吹付、客土吹付、種子散布、植生マット、植生シート、植生筋、筋芝、張芝、市松芝、

人工張芝、野芝種子吹付、繊維ネット、法面施肥の面積を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、吹付厚さ、種子配合、法長、垂直高とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

注）１．植生基材吹付については、通常の吹付と枠内吹付に区分して算出する。また、施工基面（機械

設置基面）から上面への施工か、下面への施工であるかを区分して算出する。 

２．植生シートについては、標準品と環境品（分解［腐食］型及び循環型［間伐材等使用］）に区分

して算出する。 

３．植生筋、筋芝、張芝、市松芝は、材料の総面積ではなく、対象となる法面等の施工面積を算出

する。 

４．市松芝は平面部への高麗芝、野芝の芝付と、法面部への高麗芝、野芝の芝付、耳芝のみの施工

の場合、公園工事の場合に区分して算出するものとする。散水養生、施肥が必要な場合は別途算

出する。 

区 分

項 目

３次元

モデル

����

吹付厚さ 種子配合 法長 垂直高 �� 数 量 � 考

植 生 基 材 吹 付 � � � × � �2 注)1

客 土 吹 付 � � � × � �2

種 子 散 布 � × � × � �2 注)5

植 生 マ ッ ト � × � × × �2

植 生 シ ー ト � × � × × �2 注)2

植 生 筋 � × × × × �2 注)3

筋 芝 � × × × × �2 注)3

張 芝 � × × × × �2 注)3、注)5

市 松 芝 � × × × × �2 注)3、注)4

人 工 張 芝 � × × × × �2

野 芝 種 子 吹 付 � × × × × �2 注)6

繊 維 ネ ッ ト � × × × × �2 注)7

法 面 施 肥 � × × � × �2 注)8
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５．種子散布及び張芝については、平面部・法面部に区分せず合計を算出する。 

６．被覆シート張、養生（散水養生）が必要な場合は別途算出する。 

７．繊維ネットは、肥料袋の有無でも区分して算出する。 

８．法面施肥は、肥料の使用量(ｇ／㎡)も算出する。また、法勾配を備考欄に明記する。 

（２）施工箇所区分 

植生筋工、筋芝、張芝、市松芝については、略図に名称を明示し施工箇所ごとに区分して算出する。 

（河川略図例） 

（道路略図例） 

（３）種子配合区分 

種子配合毎に区分して算出する。 

（４）法長区分 

法長による区分は、下表のとおりとする。 

項 目 平均法長による区分 

法 面 施 肥 ①２０ｍ以下 ②２０ｍを超え５０ｍ以下 ③５０ｍを超える 

（５）垂直高区分 

法面の垂直高による区分は、下表のとおりとする。 

項 目 法面垂直高による区分 

植生基材吹付 ①４５ｍ以下 ②４５ｍを超え８０ｍ以下 ③８０ｍを超える 

客 土 吹 付 工 ①２５ｍ以下 ②２５ｍを超える 

種 子 散 布 工 ①３０ｍ以下 ②３０ｍを超える 

注） 垂直高は、施工基面（機械設置基面）からの高さとする。 
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５．４ コンクリートブロック積(張)工

１．適用

２．数量算出項目

３．区分

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

①コンクリートブロック積 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 
注）１．コンクリートブロック積工は、勾配１割未満、ブロック質量 150kg/個以上 450kg/個

以下の場合である。 
２．設置面積は、調整コンクリートを含んだ面積とし、小口止、天端コンクリートは別途計上

する。 
３．施工箇所が点在する場合は、その施工箇所ごとに区分して算出する。 

②大型ブロック積 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 
注）１．大型ブロック積工は、勾配１割未満、ブロック質量 4,600kg/個以下、控え長 500mm 以上の場

合である。 
２．設置面積は、調整コンクリートを含んだ面積とし、小口止、天端コンクリートは別途計上

する。 
３．施工箇所が点在する場合は、その施工箇所ごとに区分して算出する。 

区分は、規格、構造とする。 

コンクリートブロック積、大型ブロック積、間知ブロック張、平ブロック張、連節ブロック

張、緑化ブロック積、胴込・裏込コンクリート、胴込・裏込材（砕石）、遮水シート張、吸出防

止材（全面）設置、植樹、現場打基礎コンクリート、天端コンクリート、プレキャスト基礎ブロ

ック、小口止、横帯コンクリート、巻止コンクリートの数量を区分ごとに算出する。 

コンクリートブロック積工、コンクリートブロック張工及び緑化ブロック積工に適用する。 

区 分

項 目

３次元

モデル

����

��規格

��

10 m2��

�用量

�� 数量 �考

�����������積 � � � �2

区 分

項 目

３次元

モデル

����

�����規格

水��

��プの

��

�� 数量 �考

大型�����積 � � � �2
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③間知ブロック張 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

注） １．間知ブロック張工は法勾配が１割以上、ブロック質量 770kg／個以下の場合である。 
２．設置面積は、調整コンクリートを含んだ面積とし、小口止、横帯、天端コンクリー

トは別途計上する。 
３．間知ブロック張と遮水シート張（ブロック背面）は、同施工面積とする。 

④平ブロック張 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 
注） １．平ブロックの張工（勾配１割以上、ブロック質量 770kg/個以下）の場合である。 

２．平ブロック張と遮水シート張（ブロック背面）は、同施工面積とする。 
３．設計面積は、調整コンクリートを含んだ面積とし、小口止、天端コンクリートは別

途計上する。 
４．施工箇所が点在する場合は、その施工箇所ごとに区分し、河川護岸においてはさら

に低水・高水護岸に区分して算出する。 

⑤連節ブロック張 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 
注） １．連節ブロックの張工（勾配１割以上、ブロック質量 770kg/個以下）の場合である。 

２．連節ブロック張と遮水シート張（ブロック背面）は、同施工面積とする。 
３．設計面積は、調整コンクリートを含んだ面積とし、小口止、天端コンクリートは別

途計上する。 
４．施工箇所が点在する場合は、その施工箇所ごとに区分し、河川護岸においてはさら

に低水・高水護岸に区分して算出する。 

区 分

� �

３次元

モデル

����

間知 ��

��� �
�

���
��

���
10 m2

���

�量

���
����
��� �

��

�����
������ 10
m2���

�量

�� �量 �考

間知�����

張
� � � � � � � �2

遮水
シート
��

区 分

� �

����

����

�の

質量

平��

���

��

��

�

��

��

�10

�2�

��

�量

�出

�止

�の

��

連�

��

の

��

連�

��

10�2

��

��

量

�� �量 �考

平ブロック張 � � � � � � � � � �2

遮水
シー
ト

��

３次元
モデル

区 分

� �

３次元

モデル

����

�����の

質量

連節

��

(��)��

�出し

�止�

の��

�� �量 �考

連節ブロック張 � � � � � �2

遮水

シート

��
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⑥緑化ブロック積 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 
注） １．緑化ブロックの積工（勾配１割未満、ブロック質量 980 ㎏／個以下）の場合である。 

２．設置面積は、調整コンクリートを含んだ面積とし、小口止、天端コンクリートは別途計
上する。 

３．施工箇所が点在する場合は、その施工箇所ごとに区分して算出する。 

⑦胴込・裏込コンクリート、胴込・裏込材（砕石）、遮水シート張、吸出し防止材(全面)設置、植樹 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 
注）施工箇所が点在する場合は、その施工箇所ごとに区分して算出する。 

⑧現場打基礎コンクリート、プレキャスト基礎ブロック 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

注）現場打ち基礎コンクリートは、体積(ｍ３)も算出するとともに、底幅及び高さも示す。 

区 分

� �

３次元

モデル

����

緑化

�����

の質量

裏込材

��

裏込材

10ｍ2

��

��量

胴込�

裏込

������

��

胴込�

裏込

������

10ｍ2

��

��量

�� �量 �考

緑化ブロック積 � � � � � � ｍ2

区 分

� �

３次元

モデル

����

�����

����

�����

の��

胴込�

裏込材

��

遮水

シート

��

�� �量 �考

胴込�裏込������ � � � × × ｍ3

胴込�裏込材(砕石) � × � � × ｍ3

遮水���張 � × × × � ｍ2

吸出し防止材

(全面)設置
� × × × × ｍ2

植樹 � × × × × 本

区 分

� �

３次元

モデル

����

�������

��

�������

基礎�����

��

基礎砕石

の��

��工の

��
�� �量 �考

現場打基礎������ � � × � � ｍ

�������基礎����� � × � × × ｍ

�������基礎�����

（材��）
� × � × × ｍ
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⑨天端コンクリート 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。

⑩小口止、横帯コンクリート、巻止コンクリート 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。
注）１．必要に応じて数量を項目ごとに算出する。 

２．小口止、横帯コンクリート及び巻止コンクリートについては、体積(ｍ3)も算出する
こと。 

（２）規格区分 

コンクリートブロック積、コンクリートブロック張及び緑化ブロック積は、ブロックの種類、質量、

形状及び大きさごとに区分して算出する。 

小口止、横帯コンクリート及び巻止コンクリートは、形状及び寸法ごとに区分して算出する。 

（３）構造区分 

空積（張）及び練積（張）に区分して算出する。 

区 分

項 目

３次元

モデル

����

�������

規格

������

����
���の種類 �� 数量 �考

天端コンクリート � � � � ｍ3

区 分

項 目

３次元

モデル

����

規格 構造 �� 数量 �考

小口止 �

� ×

ｍ

横帯コンクリート � ｍ

巻止コンクリート � ｍ

�� � ｍ2

��� � ｍ2

目�� � ｍ2

基��� � ｍ2
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４．参考図 

（１）調整コンクリート・小口止・天端コンクリート 

正面図 

ブロック積本体 

   設計面積 

調整コンクリート 

小口止（設計面積に含めない） 

天端コンクリート 

（設計面積に含めない）

Ａ 

Ａ

Ａ－Ａ断面 

天端コンクリート 

（設計面積に含めない）

調整コンクリート 

設計面積 

小口止 

（設計面積に含めない）

胴込コンクリート 

裏込コンクリート 

裏込材 

現場打ち基礎又はプレキャスト基礎ブロック 
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（２）各種ブロック参考図 

① コンクリートブロック積（間知ブロック積） 

② 緑化ブロック積 

③ 大型ブロック積 
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④ 間知ブロック張 

⑤ 平ブロック張 

⑥ 連節ブロック張 
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５．５ 石積（張）工
５．５．１ 多自然護岸工（巨石積（張）工）
１．適用 

河川における多自然型護岸工事の巨石積工(練)及び巨石張工(練・空)、巨石採取に適用する。

２．数量算出項目 

巨石積（張）面積を区分ごとに算出する。また、巨石採取の個数を算出する。 

３．区分 

区分は、巨石径区分、遮水ｼｰﾄの有無、止水ｼｰﾄの有無、吸出し防止材の有無、裏込め材の有無、

裏込め材規格、胴込め材規格、胴込･裏込ｺﾝｸﾘｰﾄ使用量、胴込･裏込ｺﾝｸﾘｰﾄ規格とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

（注 1）基礎コンクリート工、天端コンクリート工は、「第１編（共通編）５章法覆工 ５.４コンクリー

トブロック積（張）工３．区分」によるものとする。 

（注 2）巨石積工は法勾配が１:１未満、巨石張工は法勾配１:１以上の場合である。 

（２）巨石径区分 

巨石積（張）の面積を巨石の径で区分して算出する。なお、巨石の径は、最大径と最小径の平均値

とする。 

３次

元モ

デル

����

区 分

項目

巨石

径

区分

遮水

ｼｰﾄ

の

有無

止水

ｼｰﾄ

の

有無

吸出

し防

止材

の

有無

裏込

材の

有無

裏込

材

規格

胴込

材

規格

胴込･

裏込ｺﾝ

ｸﾘｰﾄ使

用量

胴込･

裏込ｺ

ﾝｸﾘｰﾄ

規格

�� 数量 �考

巨石張（練） � � � � × � � × � � �2

巨石張（空） � � × × � � � � × × �2

巨石積（練） � � � � × � � × � � �2

巨石採取 � × × × × × × × × × 個

��によ�

現�採取す

る場合
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４．数量算出方法 

（１）基本数量の算出基準 

石材及び胴込・裏込材の基本数量の算出 

１個当りの占有面積 

2DA'
２

３

       Ｄ：石材の直径 

       胴込材は、径の 1／2 まで入れる。 

裏込・胴込材の基本数量表 

工 種 
裏  込  材 胴  込  材 

種類 10 ㎡当り基本数量( ) 種類 10 ㎡当り基本数量( ) 

空石張 砕 石 等 施工厚(ｍ)×１０(㎡) 

雑割石

割栗石

玉石等

〔(Ｄ×10 ㎡)－(Ｖ×Ｎ)〕／２

練石張 

及 び 

練石積 

砕 石 等 

及 び 

ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ 

施工厚(ｍ)×１０(㎡) ｺﾝｸﾘｰﾄ 〔(Ｄ×10 ㎡)－(Ｖ×Ｎ)〕／２

D 

D

D／2 胴込材 

裏込材 

石材の基本数量表 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。 
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５．５．２ 石積（張）工
１．適用 

玉石及び雑割石（控長25 ㎝ ～ 50 ㎝）の積工（勾配１割未満）及び張工（勾配１割以上）で

あって、胴込・裏込コンクリートは、打設高さが18ｍ以下かつ水平打設距離10ｍ以下の場合に適

用する。 

２．数量算出項目 

石積（練石）（複合）、石張（複合）、石積（張）、石積（張）（材料費）、胴込・裏込コン

クリート、裏込材（クラッシャラン）の数量を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、石の種類、直高、胴込・裏込コンクリート規格、裏込材規格、構造区分、玉石控、裏

込材の有無、胴込・裏込材規格、積張の区分とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

①石積（練石）（複合）（控長35cmのみに適用） 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

注）吸出し防止材を全面に設置する場合は、別途考慮する。 

②石張（複合）（玉石のみに適用） 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

注）吸出し防止材を全面に設置する場合は、別途考慮する。 

区分
項目

３次元
モデル

����

石の
種類

直高
胴込・裏込
コンクリート

規格

裏込材
規格

�� 数量 �考

石積（練石）
（複合）

� � � � � ｍ2

石積（張）
（材料費）

� × × × × ｍ2

区分
項目

３次元
モデル

����

構造
区分

玉石控
胴込・裏込
コンクリート

規格

裏込材
の有無

胴込・裏込
材規格

�� 数量 �考

石張（複合） � � � � � � ｍ2

石積（張）
（材料費）

� × × × × × ｍ2
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③石積（張） 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

注）吸出し防止材を全面に設置する場合は、別途考慮する。 

（２）石の種類による区分は、以下のとおりとする。 

石の種類 玉石 

雑割石 

（３）直高による区分は、以下のとおりとする。 

直高 1.0m 以上 1.5m 以下 

1.5m 超え 2.0m 以下 

2.0m 超え 2.5m 以下 

2.5m 超え 3.0m 以下 

3.0m 超え 5.0m 以下 

区分
��

３次元
モデル

����

積張の
区分

構造
区分

石の
種類

�����
コンクリート

��

��材
��

�� �� �考

石積（張） � � � � × �2

石積（張）
（材��）

� × × × × �2

�����
コンクリート

� � × × � �3

��材
（ク����

�ン）
� � × × × � �3
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（４）構造区分は、以下のとおりとする。 

構造区分 練石 

空石 

（５）玉石控による区分は、以下のとおりとする。 

玉石控 25cm 以上 35cm 以下 

30cm 以上 40cm 以下 

35cm 以上 45cm 以下 

40cm 以上 50cm 以下 

45cm 以上 50cm 以下 

（６）裏込材の有無による区分は、以下のとおりとする。 

裏込材の有無 有り 

無し 

（７）積張の区分は、以下のとおりとする。 

積張の区分 積工 

張工 

関連数量算出項目

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする 

４．数量算出方法

数量算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか、下記の方法によるものとする。 

（１）胴込コンクリート量は、玉石の場合は面積に控長の１／３を、雑割石の場合は１／２を乗じ

た体積（ｍ3）とする。 

（２）裏込コンクリート及び裏込材の量は、面積に必要厚を乗じた体積（ｍ3）とする。 

（３）空石張の胴込材の量は、面積に玉石の控長の１／３を乗じた体積（ｍ3）とする。 

（４）石積（張）（材料費）は、石の種類（玉石、雑割石）ごとに面積（ｍ2）を算出する。 

項�
３次元

モデル

����

�� 数量 �考

�����（材料） � ｍ 必要な場合���上

�出し��材（材料） � ｍ2 必要な場合���上

�出し��材��工 � ｍ2 �面���必要な場合���上

現場�基�コンクリート � ｍ3 「第１編（共通編）５�４コンクリー
ト���ク積（張）工」参�

��コンクリート � ｍ3 「第１編（共通編）５�４コンクリー
ト���ク積（張）工」参�
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５．６ 平石張工

１．適用 

一般土木及び公園工事で施工する遊歩道、歩道、広場等の舗装・床張り、階段（踏面幅

1,200mm以下、蹴上高400mm以下）及び壁張りにおける平石張工に適用する。 

平石材料規格 

（注）質量は、石材１枚当りである。 

２．数量算出項目 

平石張、平石（材料費）の数量を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、規格、作業区分、平石の形状区分とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする 

注）１．平石（材料費）は、乱形石については径・平均厚さ・質量を、方形石については短

辺・長辺・厚さ・質量も算出する。 

（２）作業区分は、以下のとおりとする。 

作業区分 舗装・床張り 

  階段

壁張り 

区 分
項 目

３次元

モデル

����

規格 作業区分 平石の形状区分 �� 数量 �考

平石張 � × � � �2

平石（材料費） � � � � �2
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（３）平石の形状区分は、以下のとおりとする。 

平石の形状区分 乱形石 

方形石 

４．数量算出方法 

数量算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」による。 

５．参考図 
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６ 章 擁  壁  工 

6.1 プレキャスト擁壁工 

6.2 補強土壁工（帯鋼補強土壁，アンカー補強土壁） 

6.3 ジオテキスタイル工 

6.4 場所打擁壁工 

6.4.1 場所打擁壁工（１） 

6.4.2 場所打擁壁工（２） 
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６章 擁壁工

６．１ プレキャスト擁壁工

１．適用 

プレキャスト擁壁の施工に適用する。 

２．数量算出項目 

プレキャスト擁壁の延長を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、擁壁高さ、規格とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

注）１．製品を斜めにカットしたタイプの擁壁ブロックの高さは中央値、嵩上品はブロック

高さ（差筋を含まない）を採用する。 

２．床掘り、埋戻しは別途算出する。 

３．プレキャスト擁壁高さが 0.5ｍ以上 5.0ｍ以下の場合、基礎砕石、均しコンクリー

トについては、数量の算出は必要ないが、必要の有無は記載すること。 

４．プレキャスト擁壁高さが 0.5ｍ未満または 5.0ｍを超える場合は、基礎砕石、均し

コンクリート、敷モルタル、目地モルタル、吸出し防止材等その他必要な項目の数量

を適正に算出すること。 

（２）擁壁高さ区分 

プレキャスト擁壁高さによる区分は、以下の通りとする。 

擁壁高さ   0.5ｍ未満 

0.5ｍ以上 1.0ｍ以下 

    1.0ｍを超え 2.0ｍ以下 

    2.0ｍを超え 3.5ｍ以下 

    3.5ｍを超え 5.0ｍ以下 

    5.0ｍを超えるもの 

区 分

項 目

３次元

モデル

����

擁壁

高さ
規格

必要の

有無
�� 数量 � 考

プ レ キ ャ ス ト 擁 壁 � � � � ｍ �

基礎砕石
20cm超え � × � � ｍ2 � （注）３、４

20cm以下 � × × � � × （注）３、４

均 し コ ン ク リ ー ト � × � � ｍ2 × （注）３�４

�ー�インコンクリート � × � � ｍ3 �
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６．２ 補強土壁工（帯鋼補強土壁，アンカー補強土壁）

１．適用 

補強土壁工（帯鋼補強土壁・アンカー補強土壁）においてコンクリート製壁面材（帯鋼補

強土壁においては、薄型壁面材を含む）によるものに適用する。 

帯鋼補強土壁・アンカー補強土壁における壁面材・補強材の仕様 

 (注) １．参考図に示したのは，各工種の標準壁面形状である。 

２．本施工パッケージは，壁面最上段部（ハーフ），最下段部（ハーフ），コーナー部等の異形壁面材にかかわ

らず適用出来る。

２．数量算出項目 

補強土壁壁面材組立・設置、補強土壁壁面材（材料費）、補強材取付、補強材（材料費）、

まき出し・敷均し、締固めの数量を区分ごとに算出する。 
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３．区分 

区分は、規格、工法区分とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

（２）工法区分は、以下のとおりとする。 

工法区分     帯鋼補強土壁 

            アンカー補強土壁 

関連数量算出項目          

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

区 分

項 目

３次元

モデル

����

規格 工法区分 �� 数量 �考

補強土壁壁������� � × � �2

補強土壁壁��（���） � � × �2

補強��� � × � �

補強�（���） � � × �

��出��������� � × � �3

項目
モデル

����

�� 数量 �考

コンクリート（��コンクリー

ト�）
� �3 ��１�（���）��１コンクリート

工�参�

��（��コンクリート�） � �2 ��１�（���）��２��工�参�

��工（��コンクリート�） � t
��１�（���）��３�１��工�

参�

�� � ��2 ��１�（���）１１����工�参

�

����� � �
��３�（���）２�１��構造�工�

参�

��ル�ー� � �3 ��３�（���）２�１��構造�工�

参�

コンクリート（補強土壁基�

�）
� �3 ��１�（���）��１コンクリート

工�参�

��（補強土壁基��） � �2 ��１�（���）��２��工�参�

基��工（補強土壁基��） � �2 ��１�（���）��１基�����

�工、基������工�参�

３次元
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４．数量算出方法 

数量算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」による。 

５．参考図（標準断面図） 

材面壁

補強土壁工標準断面図 

注）補強土壁工盛土工範囲以外の盛土については、第１編（共通編）第２章土工により算出

するものとする。 

ＧＬ 

天端コンクリート（壁面上端処理工） 

補強材 

補強土壁工盛土範囲 

補強材埋込み最大長 
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６．３ ジオテキスタイル工

１．適用 

ジオテキスタイル（ジオグリッド、ジオネット、織布、不織布）を用いた補強土壁工及

び 盛土補強工に適用する。 ただし、軟弱地盤における敷設材工法及び盛土の補強工法は

適用範囲外とする。 

２．数量算出項目 

ジオテキスタイル壁面材組立・設置、ジオテキスタイル壁面材（材料費）、ジオテキスタ

イル敷設、まき出し・敷均し、締固め、ジオテキスタイル（材料費）の数量を区分ごとに

算 出する。 

３．区分 

区分は、規格とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

注）１．壁面材の種類は下表を標準としており、これにより難い場合については別途考慮す 

る。 

壁面材種類 
規 格 

備 考 
幅（㎜） 

鋼製ユニット 

2,000 タイプＡ 

2,000 タイプＢ 

1,000 タイプＣ 

1,200 タイプＤ 

２．ジオテキスタイル工１段当りのまき出し厚さ及び締固め回数に関係なく適用する。 

区 分
項 目

３次元
モデル

����

規格 �� 数量 備 考

ジオテキスタイル壁面材
組立・設置

Ｂ � �2

ジオテキスタイル壁面材
（材料費）

Ｂ � �2

ジオテキスタイル敷設 Ｂ � �2

まき出し・敷均し、締固め Ｂ � �3

ジオテキスタイル
（材料費）

Ｂ � �2
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関連数量算出項目 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする 

４．数量算出方法 

数量算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか、下記の方法によるものとする。 

（１）ジオテキスタイル壁面材組立・設置の施工量は、直面積（壁高×施工延長）とする（（３）

図、５．参考図（２）参照）。 

（２）ジオテキスタイル壁面材（材料費）は規格ごとに壁面材面積当りの鋼製ユニットの個数（個

/㎡）を算出する（５．参考図（１）参照）。 

なお、施工方法別の数量算出項目、及び壁面材の標準使用量は以下である。 

１）施工方法別の数量算出項目 

適用 

施工用 

（工法） 

ジオテキスタイル 

壁面材組立・設置 

ジオテキスタイル敷設 

まき出し・敷均し 

締固め 

標準図 

鋼製ユニット 

工法 
○ ○ 

５．参考図（１）

図Ａ 

巻込み工法 

(壁面材なし) 
× ○ 

５．参考図（１）

図Ｂ 

普通敷設工法 

(壁面材なし) 
× ○ 

５．参考図（１）

図Ｃ 

２）鋼製ユニット標準使用量                （直面積 100 ㎡当り） 

項目
３次元

モデル

����

�� 数量 �考

コンクリート��ック積 Ｂ �2 ��な��別���

�込・�込コンクリート Ｂ �3 ��な��別���

�込・�込材（��） Ｂ �3 ��な��別���

現��基�コンクリート Ａ �3 ��な��別���

���敷設工 Ｂ �
「第３編（��編）２．１．
１��構造�工（��キ�ス
ト製�）」参照

��コンクリート

（壁面����工）
Ａ �3 「第１編（共通編）�．１コ

ンクリート工」参照

��
（壁面����工）

Ｂ �2 「第１編（共通編）�．２�
�工」参照

��工

（壁面����工）
Ｂ �

「第１編（共通編）�．３．
１��工」参照

��工

（壁面����工）
Ｂ ��2 「第１編（共通編）１１．�

��工」参照
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（３）ジオテキスタイル敷設の施工量は、ジオテキスタイル敷設面積を計上し、算出につい

ては下図及び次式の通りとする。 

ジオテキスタイル敷設面積＝ａ１＋ａ２＋ａ３＋･･･････    （㎡） 

ａ１，ａ２，ａ３ ･････ジオテキスタイル工一段当たり敷設面積（㎡） 

ジオテキスタイル一段当たり敷設面積は、ジオテキスタイル工盛土工範囲に

おける、一段当たりの底面積を算出するものとする。また、壁面補強材の面積

も含み、巻き込み部の面積は含まないものとする。 

（４）ジオテキスタイル工盛土工範囲以外の普通盛土工については、「第Ⅰ編（共通編）２．

１土工」により算出するものとする。 

（５）ジオテキスタイル（材料費）は、巻込み部、重ね合わせ等を含んだジオテキスタイル

必要面積（㎡）を規格ごとに算出する。 

（６）盛土材においては、一層当たりの施工高を規格に記載する。 

（７）コンクリートブロック積が必要な場合は別途考慮する。 

（８）ジオテキスタイル盛土工範囲の盛土材については、必要に応じて別途計上する（参考図

（１）参照）。 
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５．参考図（標準断面図） 

（１）施工法別参考図 

（２）施工数量標準図 

図Ａ 鋼製ユニット工法参考図 図Ｂ 巻込み工法（壁面材なし）参考図 

図Ｃ 普通敷設工法（壁面材なし）参考図 
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区分

項目

属性情報

平均
擁壁
高さ

ｺﾝｸ
ﾘｰﾄ
規格

施工
条件

鉄筋
量

基礎
砕石
の

有無

均しｺ
ﾝｸﾘｰﾄ
の

有無

養生
工の
種類

圧送
管

延長
距離
区分

�� 数量 �考

小型擁壁(Ａ� Ａ � � × × � � � × �3

小型擁壁(Ｂ� Ａ � � � × � � � × �3

重力式擁壁 Ａ � � × × � � � � �3

もたれ式擁壁 Ａ × � × × � � � � �3

逆T式擁壁 Ａ × � × � � � � � �3

L型擁壁 Ａ × � × � � � � � �3

３次元
モデル

６．４ 場所打擁壁工 

６．４．１ 場所打擁壁工（１）

１．適用 

擁壁工の施工に適用する。 

２．数量算出項目 

小型擁壁（Ａ）、小型擁壁（Ｂ）、重力式擁壁、もたれ式擁壁、逆Ｔ型擁壁、Ｌ型擁壁、

ペーラインコンクリートの数量を区分ごとに算出する。 

注）１．基礎砕石厚さ２０cm を超える場合は、「第１編（共通編）９．１基礎・裏込砕石工、

基礎・裏込栗石工」によるものとする。 

２．ペーラインコンクリートについては、「第１編（共通編）４．１コンクリート工」に

よるものとする。 

３．区分 

区分は、平均擁壁高さ、ｺﾝｸﾘｰﾄ規格、施工条件、鉄筋量、基礎砕石の有無、均しｺﾝｸﾘｰﾄ

の有無、養生工の種類、圧送管延長距離区分とする。 

 （１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルを用いる場合、各項目は、３次元モデルより体積を算出し、属性情報を用

いて平均擁壁高さ等を区分することより「Ａ」を適用する。

注)１．設計数量は、つま先版、突起を含む擁壁本体コンクリートの数量とする。 

２．基礎砕石の敷均し厚は、20cm 以下を標準としており、これにより難い場合は別途

考慮する。 

３．擁壁平均高さは、擁壁の前面勾配或いは背面勾配、天端幅、擁壁種類が同一の構

造形式のブロックにて判断すること。 

４．圧送管延長区分は、６．４．２ 場所打擁壁工（２）３．区分（３）に準ずる。 

1-6-10

134



1-6-11 

[参考図] 

擁壁高さが変化する場合の擁壁平均高さＨ（ｍ） 

Ｈ＝Ａ/Ｌ(ｍ) 

Ａ＝正面図での擁壁面積(㎡) 

Ｌ＝擁壁延長(ｍ) 

４．数量算出方法 

擁壁本体コンクリート数量に含めないものについては、コンクリート数量を本体と区分して

計上する。 

・擁壁本体コンクリート打設後に打設する付属物（擁壁天端に施工する壁高欄等）について

は、別途コンクリート、型枠、目地材等必要数量を算出する。 

[参考図]擁壁本体コンクリート数量の範囲 
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６．４．２ 場所打擁壁工（２） 

１．適用 

場所打擁壁工（１）の適用範囲を外れた擁壁工コンクリート打設に適用する。 

参考（場所打揚壁工（１）の適用範囲を外れた擁壁工） 

・重力式擁壁[ 擁壁平均高さ５ｍを超えるもの 

・もたれ式擁壁[ 擁壁平均高さ１ｍを超え３ｍ未満のもの，或いは８ｍを超えるもの] 

・逆Ｔ型擁壁[ 擁壁平均高さ１ｍを超え３ｍ未満のもの，或いは 10ｍを超えるもの] 

・Ｌ型擁壁[ 擁壁平均高さ１ｍを超え３ｍ未満のもの，或いは７ｍを超えるもの] 

・重力式擁壁，もたれ式擁壁，逆Ｔ型擁壁，Ｌ型擁壁以外の形式の現場打擁壁 

２．数量算出項目 

コンクリート（場所打擁壁）の数量を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、規格、生コンクリート規格、養生工の種類、圧送管延長距離区分とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３ 次元モデルを用いる場合、「コンクリート（場所打擁壁）」は、３ 次元モデルより体積を

算出し、属性情報を用いて規格等を区分することにより「Ａ」を適用する。 

（２）コンクリート（場所打擁壁）の養生工の種類による区分は、以下のとおりとする。 

（３）コンクリート（場所打擁壁）の圧送管延長距離区分は、以下のとおりとする。 

注）圧送管延長距離区分は、作業範囲（30ｍ）を超えて圧送管を延長する場合に、超えた

部分の延長距離を該当する区分から選択する。 

     区分 

項目     

３次元 

モデル 

属性情報 

規格 
生コンクリート

規格 

養生工の 

種類 

圧送管延長

距離区分 
�� 数量 �考 

コンクリート 
（場所打擁壁） 

Ａ � � � � ｍ3   
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関連数量算出項目 

４．数量算出方法 

数量算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか、下記の方法によるものとする。

（１）擁壁平均高さは、擁壁の前面勾配あるいは背面勾配、天端幅、擁壁種類が同一の構造形

式のブロックにて判断する。 
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７ 章 函  渠  工 

7.1 函渠工 

7.1.1 函渠工（１） 

7.1.2 函渠工（２） 

7.1.3 函渠工（３）大型プレキャストボックスカルバート工 
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７章 函渠工

７．１ 函渠工

７．１．１ 函渠工（１）

１．適用 

以下のいずれかに該当する函渠工（現場打カルバート工）の施工に適用する。 

(1)土被り範囲９ｍ以下で１層の現場打ちボックスカルバート（アーチ等形状は問わない）

(2)土被り範囲９ｍ以下で１層２連の現場打ちボックスカルバート 

(3)コンクリート打設機械からの圧送管延長距離が 340m 以下の場合 

また、適用を外れる現場打カルバート工については、函渠工（２）を適用する。 

２．数量算出項目 

函渠本体コンクリ－ト（ウイング、段落ち防止用枕を含む）、化粧型枠の数量を区分毎に算

出する。 

また、基礎砕石（敷均し厚 20 ㎝以下）、均しコンクリート、目地・止水板（Ⅰ型）について

は必要の有無を確認する。 

注）１．基礎砕石（敷均し厚 20 ㎝を超える場合）については、「第１編（共通編）９.１基礎・

裏込砕石工、基礎・裏込栗石工」によるものとする。 

２．目地・止水板（Ⅰ型以外の形状）については別途考慮するものとする。 

３．冬期の施工で雪寒仮囲いが必要な場合については、「第１編（共通編）11.６.２雪寒仮

囲い工」によるものとする。 

３．区分 

区分は、コンクリート規格、内空寸法、養生工の種類、基礎砕石の有無、均しコンクリ

ートの有無、目地・止水板の有無、圧送管延長距離とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルを用いる場合、「函渠」は、３次元モデルより体積を算出し、属性情報を用いてコン

クリート規格等を区分することより「Ａ」を適用する。

４．数量算出方法 

数量算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるものとする。 

区分

項目

３次元

モデル

属性情報

������
規格

内空
寸法

養生工
の種類

基礎砕
石の
有無

均し
���
���の
有無

目地・
止水板
の

有無

圧送管
延長
距離

�� 数量 �考

函 渠 Ａ � � � � � � � ｍ3
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７．１．２ 函渠工（２）

１．適用 

函渠工（１）の適用範囲を外れた函渠工コンクリート打設に適用する。 

参考（函渠工（１）の適用範囲を外れた函渠工） 

河川工事で施工する函渠 

・樋門・樋管(函渠(門柱等含む)、翼壁、水叩)、ボックス形式の水路等 

道路工事で施工する函渠 

・ボックスカルバート以外の函渠 

・１層又は１層２連以外の函渠 

・土被りが9ｍを超える函渠 

・「第１編（共通編）７．１．１函渠工（１）」の適用範囲を外れる函渠（下図参照）

２．数量算出項目 

コンクリート（場所打函渠）の体積を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、規格、生コンクリート規格、養生工の種類、圧送管延長距離区分とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルを用いる場合、「コンクリート（場所打函渠）」は、３次元モデルより体積を算

出し、属性情報を用いて規格等を区分することより「Ａ」を適用する。 

区分

項目

３次元

モデル

属性情報

規 格
生コンク
リート
規格

養生工の
種類

圧送管延長
距離区分

� � 数 量 � 考

コンクリート

（場所打函

渠）

Ａ � � � � ｍ3
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（２）コンクリート（場所打函渠）の養生工の種類による区分は、以下のとおりとする。 

養生工の種類 一般養生 

特殊養生（練炭･ジェットヒータ） 

仮囲い内ジェットヒータ養生 

（３）コンクリート（場所打函渠）の圧送管延長距離区分は、以下のとおりとする。 

圧送管延長距離区分 延長無し 

110m 未満 

110m 以上 220m 未満 

220m 以上 340m 以下 

注）圧送管延長距離区分は、作業範囲（30ｍ）を超えて圧送管を延長する場合に、超えた

部分の延長距離を該当する区分から選択する。 

関連数量算出項目 

４．数量算出方法 

数量算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか、下記の方法によるものとす

る。 

（１）コンクリート（場所打函渠）の数量は、ウイング、段落ち防止用枕を含む本体コン

クリートの数量とする。 
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大型プレキャストボックスカルバートの延長を区分ごとに算出する。 

7.1.3 函渠工（３）大型プレキャストボックスカルバート工 
１．適用 

参考（適用範囲を外れた大型プレキャストボックスカルバート） 
・１ブロックを１部材で構成するボックスカルバート 

・３分割の大型プレキャストボックスカルバート 
・頂版又は底版が場所打コンクリートタイプ 

・プレキャスト製の門型，アーチカルバート及び 2連分割タイプ 

・大型プレキャストボックスカルバートの線形が曲線の場合 

・グラウトを使用しないＰＣアンボンドケーブル等による施工 

・横引き工法 

２．数量算出項目 

３．区分 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

区分

項目 
製品長 分割数 内空寸法 単 位 数 量 備 考 

大型プレキャスト 

ボックスカルバート 
○ ○   ○  ｍ 

区分

項目 
幅・規格等 単 位 数 量 備 考 

止水シート ○ ｍ 

関連数量算出項目 

項目 単位 数量 備考 

基礎材 ｍ2 必要な場合別途計上 

均しコンクリート ｍ3 〃 

区分は、内空寸法、規格とする。 

大型プレキャストボックスカルバートの２分割及び４分割（製品長１ｍ、１．５ｍ、 

２ｍ）の施工に適用する。 
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Ｌ③
Ｌ③

頂 版 Ｌ④
頂 版 止水シート  

目

側 壁
目

止 水 シー Ｌ⑤

底 版
底 版

２ 分
割

４ 分
割

４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」による。 

（１）施工延長（Ｌ）のとり方は、下図のとおりとする。 

・大型プレキャストボックスカルバート 

施工延長Ｌ（ｍ） 

大型プレキャストボックスカルバート平面図 

・止水シート 

Ｌ② Ｌ②

（注）止水シートは，漏水等が懸念される箇所に設置した延べ延長を計上する。
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８ 章 地 盤 改 良 工 

8.1 ｻﾝﾄﾞﾄﾞﾚｰﾝ工，ｻﾝﾄﾞｺﾝﾊﾟｸｼｮﾝﾊﾟｲﾙ工，ｻﾝﾄﾞﾏｯﾄ工 

8.2 粉体噴射撹拌工（ＤＪＭ工法） 

8.3 スラリー撹拌工 

8.4 中層混合処理工 

8.5 高圧噴射撹拌工 

8.6 薬液注入工 
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８章 地盤改良工

８．１ サンドドレーン工・サンドコンパクションパイル工・サンドマット工

１．適用 

粘土、シルト及び有機質土等の地盤を対象として行うサンドドレーン工、サンドコンパ

クションパイル工、サンドマット工及びこれらの工種の併用工に適用する。 

２．数量算出項目 

サンドドレーン、サンドコンパクションパイル及びサンドドレーン・サンドコンパクシ

ョンパイル併用工の本数、サンドマットの体積、安定シート・ネットの面積を区分ごとに

算出する。 

３．区分 

区分は、杭径、打設長、規格とする。 

（１） 数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

（２）杭径区分

サンドドレーン、サンドコンパクションパイルの本数を杭径ごとに区分して算出する。 

サンドドレーン、サンドコンパクションパイル併用工については、工種毎に区分して１本

当り内訳にて算出する。 

（３）打設長区分 

サンドドレーン、サンドコンパクションパイルの本数を打設長ごとに区分して算出する。

サンドドレーン・サンドコンパクションパイル併用工の場合は、工種毎の打設長で判断せ

ず、造成する砂杭１本当りの打設長で区分する。 

サンドマットがある場合、サンドマットの厚みを含む打設長とする。 

（４）サンドドレーン・サンドコンパクションパイル併用工については、（１）数量算出項目及び

区分一覧表で算出した以外に各々サンドドレーン部分、サンドコンパクションパイル部分に

分けて算出する。 

区 分

項 目

３次元

モデル

����

杭径 打 設 長 規格 �� 数量 �考

サ ン ド ド レ ー ン � � � � 本

�� � � � � � � � � � � � � � � � � � � 本

�� � � � � � � � � � � � � � �

� � � � � � � � � � 併用工
� � � � 本

サ ン ド マ ッ ト � × × � �3

安 定 シ ー ト ・ ネ ッ ト � × × � �2

1-8-2

146



1-8-3 

ｻﾝﾄﾞﾄﾞﾚｰﾝ･ｻﾝﾄﾞｺﾝﾊﾟｸｼｮﾝﾊﾟｲﾙ併用工１本当り内訳 

区 分 

項 目 

ｻﾝﾄﾞﾄﾞﾚｰﾝ部分 ｻﾝﾄﾞｺﾝﾊﾟｸｼｮﾝﾊﾟｲﾙ部分

単 位 数 量 単 位 数 量 

規 格 － － － － 

杭 径 ｍ  ｍ  

打設長 ｍ ｍ 

（５）サンドマットの対象体積、安定シート・ネットの対象面積 

サンドマット用砂量の設計体積は次式による。 

Ｖｍ＝Ａ×Ｌ 

Ｖｍ：サンドマット用砂の設計体積（ ） 

Ａ ：設計断面積（㎡） 

Ｌ ：設計延長（ｍ） 

安定シート・ネットの設計面積は次式による。 

Ａｍ＝Ｗ×Ｌ 

Ａｍ：設計面積（㎡） 

Ｗ ：設計幅員（ｍ） 

Ｌ ：設計延長（ｍ） 

４．参考図（施工図） 

図－１ サンドドレーン及び        図－２ サンドドレーン・サンドコン 

サンドコンパクションパイル        パクションパイル併用工 

サンドマット 

厚さ（L2） 

サンドマット 

厚さ（L2） 

SD 部分 

（L1） 

SCP 部分 

（L2） 

L１ L
L
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８．２ 粉体噴射撹拌工（ＤＪＭ工法）

１．適用 

粘性土、砂質土、シルト及び有機質土等の軟弱地盤を対象として行う粉体噴射撹拌工(改

良材がセメント系及び石灰系の場合)に適用する。 

２．数量算出項目 

杭施工本数、移設回数、軸間変更回数を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、現場制約の有無、施工方法、打設長、杭長、規格、改良材使用量とする。 

（１） 数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

注）１．２軸施工の１日当り杭施工本数は、１軸当り１本として計上する。 

２．バックホウによる先掘が必要な場合は別途算出する。 

（２）施工方法区分 

施工方法による区分は以下のとおりとする。 

①単軸施工 

②２軸施工 

区 分

項 目

３次元

モデル

�性��

現場制約

の有無

施工

方法
打設長 杭 長 規 格

改良材

使用量
単 � 数 量 � 考

粉体噴射撹拌 � � � � � � � 本

粉体噴射撹拌

（移設）
� � � � � � � 回

粉体噴射撹拌

（軸間変更）
� � � � � � � 回
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（３）現場制約の有無、打設長、杭長区分 

杭施工本数を、打設長（空打部長さ＋杭長）及び杭長ごとに区分して算出する。 

施工本数は、杭間の移動、位置決め、貫入、引抜き（改良材噴射）までの一連の作業のも

のである。 

（４）規格区分 

粉体噴射撹拌工の改良材の種類とする。 
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（５）改良材使用量区分 

１）改良材使用量を杭施工本数ごとに区分して算出する。また、杭長１ｍ当り改良材使用量

についても算出する。 

改良材は、セメント系、石灰系を標準とし、現場条件により決定する。なお、改良材の

ロス（損失＋杭頭・着底部処理を含む）を含んでいるので、改良材使用量は、実質量（ロ

スによる割増をしない数量）とする。 

２）改良材の杭一本当り使用量は、次式により算出する。 

Ｖ=ｖ×Ｌ1

Ｖ ：杭一本当り改良材使用量 （ｔ／本） 

ｖ ：杭長１ｍ当り改良材使用量（ｔ／ｍ） 

Ｌ1：杭長（ｍ） 

４．参考図（施工図） 

（施工図） 

空打部長さ（Ｌ2）

1
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８．３ スラリー撹拌工

１．適用 

粘性土、砂質土、シルト及び有機質土等の軟弱地盤を対象として行うセメント及び石灰

によるスラリー撹拌工に適用する。 

２．数量算出項目 

杭施工本数を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、施工方法、杭径、打設長、杭長、規格、改良材使用量とする。 

（１） 数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

注）１）二軸施工の１本当り改良断面図は下図を標準とする。 

２）バックホウによる先掘が必要な場合は別途算出する。 

（２）施工方法、杭径区分

１）施工方法、杭径区分は以下の通りとする。 

①単軸施工     杭径φ  800 ㎜～φ1,200 ㎜、 ３ｍ＜Ｌ≦１０ｍ 

杭径φ1,000 ㎜～φ1,600 ㎜、１０ｍ＜Ｌ≦３０ｍ 

杭径φ1,800 ㎜、φ2,000 ㎜、　３ｍ＜Ｌ≦２７ｍ 

②二軸施工     杭径φ1,000 ㎜、３ｍ＜Ｌ≦４０ｍ 

杭径φ1,000 ㎜、３ｍ＜Ｌ≦４０ｍ（変位低減型） 

杭径φ1,600 ㎜、３ｍ＜Ｌ≦３６ｍ（変位低減型） 

２）工法名についても明記する。 

（３）打設長、杭長区分

杭施工本数を、打設長及び杭長ごとに区分して算出する。 

1,000 ㎜

1,800 ㎜ 

区 分 �性��

項 目
モデル

� � � � � � � 本杭施工本数

施工
方法

杭径 打設長 杭長 規格
改良材
使用量

単位 数量 �考

３次元

1-8-7

151



1-8-8 

（４）規格区分

スラリー撹拌工の改良材の種類とする。 

（５）改良材使用量区分

１）改良材使用量を杭施工本数ごとに区分して算出する。また、杭長１ｍ当り改良材使用量

についても算出する。 

２）改良材の杭一本当り使用量は次式により算出する。 

Ｖ=ｖ×Ｌ1×（１＋Ｋ） 

Ｖ ：杭一本当り改良材使用量 （ｔ／本） 

ｖ ：杭長１ｍ当り改良材使用量（ｔ／ｍ） 

Ｌ1：杭長          （ｍ） 

Ｋ ：ロス率（＋０．１） 

４．参考図（施工図） 

空打部長さ

（Ｌ2） 

1
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８．４ 中層混合処理工

１．適用 

粘性土、砂質土、シルト及び有機質土等の軟弱地盤を対象として行う中層混合処理工に

適用する。 

施工方式は、スラリー噴射方式の機械撹拌混合とし、改良方式は全面改良とする。 

２．数量算出項目 

施工数量を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、改良深度、施工規模、規格、改良材使用量とする。 

（１） 数量算出項目及び区分一覧表

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。

（２）改良深度区分

施工数量を、改良深度ごとに区分して算出する。

改良深度は以下の通りとする。

①２ｍ＜L≦=５ｍ

②５ｍ＜L≦=８ｍ

③８ｍ＜L≦=10ｍ
④10ｍ＜L≦=13ｍ
L：改良深度（ｍ）

（３）施工規格区分

施工規模の区分は以下の通りとする。

①１工事当りの施工規模 1,000ｍ3 未満

②１工事当りの施工規模 1,000ｍ3 以上

（４）規格区分

中層混合処理工の改良材の種類とする。

（５）改良材使用量区分

１）改良材使用量を施工数量ごとに区分して算出する。また、施工１ｍ3 当り改良材使用量

についても算出する。

２）改良材の使用量は次式により算出する。

Ｖ=ｖ×（１＋Ｋ）／１０００

Ｖ：１ｍ3 当りの改良材使用量（ｔ／ｍ３）

ｖ：１ｍ3 当りの改良材添付量（kg／ｍ３）

Ｋ：ロス率（＋０．０６）

区 分 �性��

項 目

モデル

� � � � � ｍ3

３次元

施工数量

改良
深度

施工
規模

規格
改良材
使用量

�� 数量 �考
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８．５ 高圧噴射撹拌工

１．適用 

粘性土及び砂質土等の地盤を対象として行う高圧噴射撹拌工のうち単管工法、二重管工

法、三重管工法に適用する。 

２．数量算出項目 

打設本数を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、杭径、削孔長、規格、土質とする。 

（１） 数量算出項目及び区分一覧表

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。

注）１．足場が必要な場合は、「第１編（共通編）１１章 11.４足場工」により算出する。 

２．注入設備の移設は、注入設備を中心に５０ｍを超える場合、または同一現場内に施工

箇所が２箇所以上あり、注入設備を移設しなければならない場合に、移設必要回数を算

出する。 

（２）杭径区分

①単管工法      700 ㎜以上 800 ㎜以下 

800 ㎜を超え、1,100 ㎜以下 

上記以外（実杭径毎） 

②二重管工法     1,000 ㎜ 

1,200 ㎜ 

1,400 ㎜ 

1,600 ㎜ 

1,800 ㎜ 

2,000 ㎜ 

上記以外（実杭径毎） 

③三重管工法     1,800 ㎜ 

2,000 ㎜ 

上記以外（実杭径毎） 

（３）削孔長区分

打設本数を注入長及び土被り長ごとに区分して算出する。 

（４）規格区分

高圧噴射撹拌工の注入材の種類とする。 

区 分 �性��
３次元

項 目 杭径 削孔長 規 格 土 質 単 � 数 量 備 考モデル

打 設 本 数 � � � � � 本

注 入 設 備 の 移 設 � × × × × 回 注）2
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（５）土質区分

１）工法ごとに下記の区分ごとに算出する。 

①単管工法      砂質土（Ｎ値≦１３） 

粘性土（Ｎ値＜１） 

粘性土（１≦Ｎ値≦４） 

②二重管工法     レキ質土 

砂質土（Ｎ値≦３０） 

砂質土（Ｎ値＞３０） 

粘性土 

③三重管工法     レキ質土（Ｎ値≦５０） 

レキ質土（Ｎ値＞５０） 

砂質土（Ｎ値≦５０） 

砂質土（Ｎ値＞５０） 

粘性土 

２）工法名についても明記する。 

４．参考図（施工図） 

注入管 

注入範囲 

注入量(Q) 

未
注

入
長

及
び

 

土
被

り
長

 
 
2

削
孔

長
 
 
0

注
入

長
 
 
1
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８．６ 薬液注入工

１．適用 

粘土、シルト及び砂質土等の地盤に薬液を注入する薬液注入工法に適用する。 

２．数量算出項目 

薬液注入工の施工本数を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、削孔長、土質、規格とする。 

（１） 数量算出項目及び区分一覧表

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。

注）１．足場が必要な場合は、「第１編（共通編）１１章 11.４足場工」により算出する。 

２．注入設備の移設は、注入設備を中心に５０ｍを超える場合、または同一現場内に施工

箇所が２箇所以上あり、注入設備を移設しなければならない場合に、移設必要回数を算

出する。 

（２）削孔長区分

薬液注入工の施工本数を土被り長及び注入長ごとに区分して算出する。 

（３）土質区分

土質による区分は、以下のとおりとする。 

二重管ストレーナー      レキ質土 

砂質土 

粘性土 

二重管ダブルパッカー     レキ質土 

砂質土 

粘性土 

（４）規格

薬液注入工に使用する薬液の種類とし、１本当りの注入量も算出する。 

二重管ストレーナー工法に必要な注入材料は次式による。 

Ｑs＝Ｖ×λ×1,000 

Ｑs：二重管ストレーナー工法の１本当り注入量（ ） 

Ｖ ：二重管ストレーナー工法の１本当り対象注入土量（ ） 

λ ：注入率 

注）注入率は現場の土質状況により設定するものとする。 

区 分 ３次元 �性��

項 目 モデル 削孔長 土質 規 格 �� 数 量 備考

施 工 本 数 � � � � 本

注 入 設 備 の 移 設 � × × × 回 注）2
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二重管ダブルパッカー工法における注入材料使用量は次式による。 

１）グラウト注入材料 

ＱG＝γ5×Ｌ 

ＱG：グラウト注入の１本当り注入量（ ） 

γ5：グラウト注入の単位使用量＝12（ ／ｍ) 

Ｌ ：削孔長（ｍ） 

２）一次注入材料 

ＱP1＝Ｖ×λ×1,000

ＱP1 ：二重管ダブルパッカー工法の一次注入の１本当り注入量（ ） 

Ｖ ：二重管ダブルパッカー工法の一次注入の１本当り注入対象土量（ ） 

λ ：注入率 

注）注入率は現場の土質状況により設定するものとする。 

３）二次注入材料 

ＱP2＝Ｖ×λ×1,000 

ＱP2：二重管ダブルパッカー工法の二次注入の１本当り注入量（ ）

Ｖ ：二重管ダブルパッカー工法の二次注入の１本当り注入対象土量（ ） 

λ ：注入率 

注）注入率は現場の土質状況により設定するものとする。 

● 「薬液注入工」の１本あたりの対象土量の算出方法は、全体計画対象土量を計画施工本

数で按分すること。 

【数量算出イメージ】 

対象土量 V＝４ｍ×４ｍ×３ｍ＝４８ 

削孔本数ｎ＝１６本 

１本当り対象土量：４８ ÷１６本＝３ ／本

４ｍ 

４ｍ ３ｍ 
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４．参考図（施工図） 

施工図（二重管ストレーナー工法） 

施工図（二重管ダブルパッカー工法） 

対象注入土量(Ｖ) 

注入範囲 

土被り長  2

削孔長Ｌ 

（Σ  0) 

注入量(QP1, QP2) 

注入管 

グラウト注入部 

注入量(QG) 

注入範囲 

対象注入土量(Ｖ) 

土被り長  2

削孔長Ｌ 

（Σ  0) 

注入量(Ｑ) 

注入管 
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９ 章 基  礎  工 

9.1 基礎・裏込砕石工、基礎・裏込栗石工 

9.2 鋼矢板工 

9.3 既製杭工 

9.4 木杭打工 

9.5 場所打杭工・深礎工 

9.6 ニューマチックケーソン基礎工 

9.7 鋼管矢板基礎工 

9.8 鋼管ソイルセメント杭工 
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９ 章 基礎工

９．１ 基礎・裏込砕石工、基礎・裏込栗石工

１．適用 

無筋構造物、鉄筋構造物、小型構造物の基礎・裏込砕石工及び基礎・裏込栗石工に適用する。 

２．数量算出項目 

基礎砕石、基礎栗石の面積、裏込砕石、裏込栗石、採取小割の体積を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、砕石の厚さ、砕石の種類、栗石の厚さ、栗石の種類、作業区分、敷並べ間隙充填材料と

する。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

注）１．基礎砕石の敷均し厚は30cm を上限とする。 

２．基礎栗石の敷均し及び敷並べ厚は、30cm を上限とする。 

区分

項目

３次元
モデル

����

砕石の
厚さ

砕石の
種類

栗石の
厚さ

栗石の
種類

作業
区分

敷並べ
間隙充填
材料

�� 数量 �考

基 礎 砕 石 � � � �2 注1

裏 込 砕 石 � � �3

基 礎 栗 石 � � � � � �2 注2

裏 込 栗 石 � � � �3

1-9-2

160



９．２ 鋼矢板工

１．適用 

構造物及び護岸の基礎工事における鋼矢板工に適用する。 

２．数量算出項目 

鋼矢板工の延長、枚数、質量を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、工種、規格、矢板長とする。 

（１） 数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

（２）規格及び矢板長区分 

矢板の材質、型式、１枚当り長さごとに区分して算出する。 

４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。 

（１）施工枚数は、鋼矢板の中心線の長さを１枚当りの幅で除した値とし、小数以下の端数は切上げて

整数にまとめるものとする｡ 

 異型矢板及び継矢板は組数を算出し、施工略図を示すこと。 

◎ 鋼矢板の質量算出例 

施工延長 L=23.6ｍ、Ⅲ型 H=10ｍ の場合 

工事数量総括表  23ｍ 

積   算    35.4ｔ 

23.6÷0.4＝59 

59枚×0.06ｔ／ｍ×10＝35.4ｔ 

鋼矢板幅 

３次元 ����

モデル項 目 工 種 規 格 矢板長 �� 数 量 � 考

延 長 � ｍ

枚 数 � � � � 枚

質 量 � ｔ
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1-9-4 

（２）打込み長又は圧入長を施工箇所（ブロック）ごとに算出する。 

なお、打込み長又は圧入長に対する最大Ｎ値を算出しておくこと。 

 ＜参考＞ 

型 式 単位質量(㎏/ｍ) 幅(㎜) 

ＳＰ－ⅠＡ ３５.５ ４００ 

ＳＰ－Ⅱ ４８.０ 〃 

ＳＰ－Ⅲ ６０.０ 〃 

ＳＰ－Ⅳ ７６.１ 〃 

ＳＰ－ⅤＬ １０５.０ ５００ 

ＳＰ－ⅤIＬ １２０.０ 〃 

ＳＰ－ⅡＷ ６１.８ ６００ 

ＳＰ－ⅢＷ ８１.６ 〃 

ＳＰ－ⅣＷ １０６.０ 〃 

ＳＰ－１０Ｈ ８６.４ ９００ 

ＳＰ－２５Ｈ １１３.０ 〃 

ＳＰ－４５Ｈ １４７.０ 〃 

ＳＰ－５０Ｈ １６７.０ 〃 
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９．３ 既製杭工

１．適用 

土木構造物の既製杭工に適用する。 

２．数量算出項目 

既製コンクリート杭、鋼管杭、回転杭等の数量を区分ごとに算出する。 

（１） 杭の種類‥‥‥ＰＨＣ杭、ＳＣ杭、ＳＣ＋ＰＨＣ抗、鋼管杭、Ｈ鋼杭、回転杭 

３．区分 

区分は、構造物、杭種、杭径、杭長とする。 

（１）数量算出項目および区分一覧表 

１）既製コンクリート杭（ＰＨＣ杭、ＳＣ杭、ＳＣ+ＰＨＣ抗）･･･別紙―１参照 

２）鋼管杭                                 別紙―２参照 

３）回転杭                                 別紙―２参照 

４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。 

（１）ＰＨＣ杭、ＳＣ杭、ＳＣ+ＰＨＣ抗（別紙－１参照） 

１）パイルハンマ工 

別紙－１の数量のほか杭打込長及び掘削層の加重平均Ｎ値（別紙－３参照）を算出する。 

また、杭打込長の最小単位は、0.5ｍを標準とする。 

２）中掘工 

別紙－１の数量のほか掘削長及び掘削層の加重平均Ｎ値（別紙－３参照）を算出する。 

また、掘削長の最小単位は、0.5ｍを標準とする。 

（２）鋼管杭（別紙－２参照） 

１）パイルハンマ工 

別紙－２の数量のほか杭打込長及び掘削層の加重平均Ｎ値（別紙－３参照）を算出する。 

また、杭打込長の最小単位は、0.5ｍを標準とする。 

２）中掘工 

別紙－２の数量のほか掘削長及び掘削層の加重平均Ｎ値（別紙－３参照）を算出する。 

また、掘削長の最小単位は、0.5ｍを標準とする。 

３）回転杭（別紙－２参照） 

別紙－２の数量のほか掘削長及び掘削層の加重平均Ｎ値（別紙－３参照）を算出する。 
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９．４ 木杭打工

１．適用 

木杭打工に適用する。 

２．数量算出項目 

杭の本数を区分により算出する。 

３．区分 

区分は、杭長、末口の大きさとする。 

（１） 数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

� � � �
３次元

区 分
モデル 末口の

項 目 杭長 �� 数 量 � 考
大きさ

杭 � � � 本 杭��を��する。
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９．５ 場所打杭工・深礎工

１．適用 

土木構造物の場所打杭工、深礎杭工に適用する。 

２．数量算出項目 

場所打杭、深礎杭の数量を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、構造物、杭種、杭径、杭長とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

１）場所打杭……別紙―１参照 

２）深礎杭……別紙―２参照 

４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。 

（１）全回転式オールケーシング工 

別紙－１の数量のほか下記の項目について算出する。 

１）土質別の掘削長 

 杭打込長の最小単位は、0.1ｍを標準とする。 

 土質による区分は、以下の通りとする。 

   土質      レキ質土、粘性土、砂及び砂質土 

岩塊・玉石、軟岩（Ⅰ）

軟岩（Ⅱ） 

硬岩（Ⅰ）・中硬岩 

２）コンクリート量 

   Ｑ＝π／4×Ｄ2×Ｌ 

    Ｑ：杭１本当りのコンクリート使用量 （ /本） 

    Ｄ：設計杭径 （ｍ） 

    Ｌ：設計杭長 （ｍ） 

３）杭頭処理取壊コンクリート量 

   Ｑ＝π／4×Ｄ2×Ｌ 

   Ｑ：杭頭処理取壊コンクリート量            （ /本） 

   Ｄ：設計杭径  （ｍ） 

   Ｌ：設計杭頭処理延長                      （ｍ） 
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（２）リバースサーキュレーション工 

 別紙－１の数量のほか下記の項目について算出する。 

１）コンクリート量 

  Ｑ＝π／4×Ｄ2×Ｌ 

   Ｑ：杭１本当りのコンクリート使用量        （ /本） 

   Ｄ：設計杭径  （ｍ） 

   Ｌ：設計杭長  （ｍ） 

（３）アースオーガ・硬質地盤用アースオーガ工 

 別紙－１の数量のほか下記の項目について算出する。 

１）土質別の掘削長及び土質係数 

 杭打込長の最小単位は、0.1ｍを標準とする。 

 土質による区分は、以下の通りとする。 

 土質      土（レキ質土、粘性土、砂及び砂質土） 

岩塊玉石 

軟岩(Ⅰ)、軟岩(Ⅱ) 

土質係数は掘削する土質毎の係数を加重平均して算出する。なお、土質係数は少数第２位を四捨

五入して少数第１位とする。 

α＝ 
 (α1×Ｌ1)＋(α2×Ｌ2)＋・・・・・・・・ 

Ｌ1＋Ｌ2＋・・・・・・・ 

αn：各土質の土質係数（次表） 

Ｌn：各土質の掘削長（ｍ） 

土質係数 

土 質 

Ｎ 値 
土 

岩塊 

玉石 

軟岩Ⅰ 

軟岩Ⅱ 

20 未満 1.0 
3.2 1.8 

20 以上 1.1 

２）アースオーガによるモルタル杭 

  Ｑ＝π／4×Ｄ2×Ｌ×10 

   Ｑ：杭 10 本当りのモルタル使用量           （ /10 本） 

   Ｄ：杭径  （ｍ） 

   Ｌ：打設長  （ｍ） 

３）鉄筋かご等 

 鉄筋かご等は、下表のとおり区分して算出する。 

長さ（ｍ） 質量（ｔ） 

鉄筋かご ○ ○ 

Ｈ形鋼 ○ ○ 

1-9-11

169



1-9-12 

（４）大口径ボーリングマシン工 

別紙－１の数量のほか下記の項目について算出する。 

１）Ｈ形鋼を使用する場合の設計杭径はＨ形鋼の対角線長とし、鋼管を使用する場合の設計杭径は

鋼管の外径として数量を算出する。なお、設計杭径については少数第 1位以下を四捨五入して算

出する。 

※ 杭長＝材料長、掘削長＝打設長 

２）土質区分別掘削長（１本当り） 

 杭打設長の最小単位は、0.1ｍを標準とする。 

３）杭 1本当りモルタルおよびコンクリート使用量 

ａ）モルタルを使用する場合 

Ｑ＝π／4×Ｄ2×Ｌ 

Ｑ：モルタル使用量                    （ ／本） 

Ｄ：削孔径  （ｍ） 

Ｌ：打設長  （ｍ）  

ｂ）コンクリート（生コン）を使用する場合 

Ｑ1 ＝π／4×（Ｄ1
2－Ｄ2）×Ｌ 

Ｑ2 ＝π／4×Ｄ2×Ｌ 

Ｑ1：モルタル使用量                   （ /本） 

Ｑ2：中詰コンクリート使用量           （ /本） 

Ｄ ：設計杭径  （ｍ） 

Ｄ1 ：削孔径  （ｍ） 

Ｌ ：打設長  （ｍ） 

区分 杭�別 土質区分

項目

モルタル モルタ コンク ��質土 ��び �� �� ��
杭 ル杭 リート � � � �質土 �� (�)
(Ｈ形鋼) (鋼管) 杭 (�) ���土

(鋼管)

掘削長(ｍ) � � � � � � � �
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４）Ｈ形鋼等 

 Ｈ形鋼・鋼管材料長（ｍ）を算出する。 

５）溶接回数 

 継杭の場合は、１本当たりの溶接回数（回）を算出する。 

 また、鋼管の場合は鋼管板厚を算出する。 
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1

（５）ダウンザホールハンマ工

別紙－１の数量のほか下記項目について算出する。 

１）Ｈ形鋼を使用する場合は、Ｈ形鋼の対角線長とし、鋼管（防護柵を含む）を使用する場合の

設計杭径は鋼管の外径とし、数量を算出する。なお、設計杭径については小数第１位以下を四

捨五入して算出する。

２）土質区分別掘削長（１本当り）

杭打設長の最小単位は、0.1ｍを標準とする。

３）モルタル杭使用における杭１本当たりモルタル使用量は以下のとおりとする。

Ｑ＝π／４×Ｄ
2
× 

Ｑ ：モルタル使用量（ｍ
3
／本）

Ｄ1：削孔径（ｍ） 

：打設長（ｍ）

４）コンクリート杭使用におけるモルタル、コンクリート（生コン）杭１本当たり使用量

は以下のとおりとする。

Ｑ1＝π／４×（Ｄ1
2
－Ｄ2

2
）×  

Ｑ2＝π／４×Ｄ2
2
× 

Ｑ

Ｑ
1：モルタル使用量（ｍ

3
／本）

2：中詰コンクリート使用量（ｍ
3
／本）

Ｄ1：削孔径（ｍ）

Ｄ2：設計杭径（ｍ）

：打設長（ｍ）

区分 杭�別

モルタル杭 モルタル杭 コンクリー Ｈ形鋼杭（土 鋼管杭（土 防護柵（モ

(Ｈ形鋼) (鋼管) ト杭 ���し） ���し） ルタル杭）

項目 (鋼管)

掘 削 長
� � � � � �

（ｍ）

Ｈ形鋼の場合 鋼管の場合 防護柵の場合
回転防止筋

中詰材（モルタル）

鋼管外径

設計杭径

支柱外径

設計杭径

設計杭径

頭出し長：0〜6 m

掘削長 ℓ = 打設長

杭長 Ｌ = 材料長

削孔径 D 削孔径 D

頭出し長：4 m以下

掘削長 ℓ = 打設長

削孔径 D
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５）土砂埋戻しにおける購入土（砂）杭１本当たり使用量は以下のとおりとする。

Ｑ＝π／４×Ｄ1
2
× 

Ｑ ：購入土（砂）使用量（ｍ
3
／本） 

Ｄ1：削孔径（ｍ） 

：打設長（ｍ） 

６）Ｈ形鋼等 

Ｈ形鋼・鋼管・防護柵材料長（ｍ）を算出する。 

（６）深礎工 

別紙－２の数量のほか下記の項目について算出する。 

１）掘削長及び土質係数 

 杭打込長の最小単位は 0.1ｍを標準とする。 

土質 

土 質 適 用 土 質 

土 粘土及び粘性土、砂及び砂質土、レキ及びレキ質土 

岩 
岩塊、玉石及びこれらが砂・砂質土・粘性土・レキ質土と混合した土、軟

岩（Ⅰ）、（Ⅱ）、中硬度、硬岩（Ⅰ） 

土質係数は掘削する土質毎の係数を加重平均して算出する。なお土質係数は、少数第２位を四捨

五入して少数第１位とする。 

α＝ 
(α１×Ｌ１)＋(α２×Ｌ２)  

Ｌ１＋Ｌ２ 

α１：土の土質係数（次表） 

Ｌ１：土の掘削長（ｍ） 

α２：岩の土質係数（次表） 

Ｌ２：岩の掘削長（ｍ） 

土質係数 

砂・砂質土 

粘性土・ﾚｷ質土 

（土） 

岩塊・玉石混じり土 

軟岩～硬岩 

（岩） 

0.57 1.12 
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２）足場工 

 足場の種類は手摺先行型枠組足場を標準とし、掛面積は次式により算出する。 

掛面積（㎡）＝掘削１ｍ当り掛面積（㎡）×掘削深（ｍ） 

掘削１ｍ当たり掛面積 

杭 径 ( ｍ ) 
1.5 以上 

2.0 以下 

2.0 を超え 

2.5 以下 

2.5を超え

3.0以下

3.0を超え

3.5以下 

3.5を超え

4.0以下

4.0を超え

4.5以下

掛 面 積 

(㎡) 
1.2 1.5 3.6 3.6 5.0 6.6 

杭 径 ( ｍ ) 
4.5 を超え 

5.0 以下 

5.0 を超え 

5.5 以下 

5.5を超え

6.0以下 

6.0を超え

6.5以下 

6.5を超え

7.0以下 

7.0を超え

7.5以下 

掛 面 積 

(㎡) 
8.2 9.7 11.3 12.9 14.4 16.0 

３）コンクリート及びグラウト量 

Ｖ＝π／４×Ｄ２×Ｌ1 

 Ｖ ：杭１本当りのコンクリート使用量         （ ／本） 

 Ｄ ：杭径（公称径）                         （ｍ） 

 Ｌ1：打設長  （ｍ） 

注）１．数量算出項目、区分および数量算出方法は「４章コンクリート工４．１コ 

ンクリート工」による。 

Ｇ＝0.08π（Ｄ＋0.08）Ｌ2 

 Ｇ ：杭１本当りグラウト使用量               （ ／本） 

 Ｌ2：杭１本当りグラウト必要長さ             （ｍ） 

注）１．土留材と地山の間隙をグラウトにより間詰する場合のグラウト使用量は、上式を標準と

するが、土質等特別な条件によりこれにより難い場合は、別途考慮する。 

 また、グラウトパイプは、必要量を算出する。 

（７）鉄筋工 

鉄筋の数量は、「４章コンクリート工４.３．１ 鉄筋工」により算出する。 
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９．６ ニューマチックケーソン基礎工

１．適用 

ニューマチックケーソン基礎工に適用する。 

２．数量算出項目 

刃口金物据付、沈下掘削、コンクリート、鉄筋、型枠、足場、沈下促進、中詰充填等の数量を

算出する。 

（１） 数量算出項目一覧表 

  ３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

※１）３次元モデルの基本的な表現方法は、鋼構造を参考とする。 

３．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。 

（１）刃口金物据付 

質量は、「第３編(道路編) ４章鋼橋上部工 ４.１鋼材」を参照の上算出する。 
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(ｍ2) 

（２）沈下掘削 

１）ケーソン１基の掘削量を掘削面積（㎡）、土質、函内作業気圧毎に下記のように区分して算出

する。 

①掘削面積区分 

ケーソン１基の掘削面積 工 法 

４０㎡～３００㎡未満 機械掘削 

②土質及び函内作業気圧区分による掘削量                     ( ) 

函内作業気圧（MPa） 
軟岩 

（Ⅱ）

軟岩

(Ⅰ)

玉石混じ

り砂レキ

レキ及び

レキ質土
普通土 

掘削深 

0（素堀） 3m以下 

3mを超える 

0   を超え 0.10以下 3m以下 

3mを超える 

0.10を超え 0.14以下 3m以下 

3mを超える 

0.14を超え 0.18以下 3mを以下 

3mを超える 

0.18を超え 0.22以下 3mを以下 

3mを超える 

0.22を超え 0.26以下 3mを以下 

3mを超える 

0.26を超え 0.30以下 3mを以下 

3mを超える 

0.30を超え 0.34以下 3mを以下 

3mを超える 

0.34を超え 0.36以下 3mを以下 

3mを超える 

0.36を超え 0.38以下 3mを以下 

3mを超える 

0.38を超え 0.40以下 3mを以下 

3mを超える 

注）１．掘削面積が４０㎡～３００㎡未満の場合は、下記の掘削面積区分毎に算出する。 

掘削面積区分 

40～60未満 60～100未満 100～300未満 

２．掘削深さが、３ｍ以下と３ｍを超える部分に分けて算出する。 

３．普通土とは、砂、砂質土、粘性土及び粘土をいう。 

２）刃口設置のため掘削及び盛土が必要な場合は別途算出する。 
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（３）コンクリート及びグラウト量 

コンクリート及びグラウトの数量は、下記の項目ごとに算出する。 

① ケーソン躯体コンクリート 

② 底スラブコンクリート 

③ 上スラブコンクリート 

④ 止水壁コンクリート 

⑤ 中埋コンクリート 

⑥ コンタクトグラウト 

（４）鉄筋 

鉄筋の数量は、「第１編（共通編）４章コンクリート工 ４.３.１鉄筋工」により算出する。 

（５）型枠 

型枠の数量は、「第１編（共通編）４章コンクリート工 ４.２型枠工」により算出する。 

（６）足場 

足場の種類は、枠組足場を標準とする。 

数量は、次式により算出する。 

      １ロットの足場掛面積（掛ｍ２）＝１ロットの外周面積×１．６（掛㎡） 

なお、上式の数量は、ケーソン内側の足場数量も含む。 

（７）沈下促進 

載荷工法は、水荷重（ポンプによる注排水）を標準とし、水量（ｔ）を算出する。 

（８）送気延長は、空気圧縮機からゲージ設備までと、ゲ－ジ設備からケーソンまでとに区分して算出

する。 
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９．７ 鋼管矢板基礎工

１．適用 

鋼管矢板工の仮締切兼用方式に適用する。 

２．数量算出項目 

鋼管矢板、鋼管内掘削工、鋼管内コンクリート、継手管内排土、継手管内モルタル、継手管内

止水材、井筒内掘削土、敷砂、底盤コンクリート、導枠、井筒内支保、井筒内支保間詰コンクリ

ート、コネクタ、鋼管矢板切断を算出する。 

注）導杭、導枠については、「第１編（共通編）11.１土留・仮締切工」によるものとする。 

３．区分 

区分は、規格、根入れ長、土質係数とする。 

（１） 数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。

注）１．鋼管矢板打込みにあたって、補強材が必要な場合は、鋼管矢板１本当りに必要な補強材 

（本）を算出する。 

２．継手管内モルタルは、継手 100ｍ当りモルタル使用量（ｍ3）を備考欄に記入する。 

３．継手管内止水材は、継手 100ｍ当り注入材使用量（ｍ3）及び止水袋使用量（ｍ）を備考 

欄に記入する。 

４．継手はＰ－Ｐ型を標準とする。 

５．導枠、井筒内支保（Ｈ形鋼 250～400）は、円弧部・直線部ごとに区分して算出する。なお、

支保材料の規格は備考欄に明記する。 

６．井筒内支保間詰コンクリートの型枠（底板等）が必要な場合は、別途算出する。 

区 分 ３次元 � � � �

項 目 モデル 規格 根入れ長 土質係数 �� 数量 備考

鋼 管 矢 板 � � � � 本 注）１

鋼 管 内 掘 削 � × × × ｍ3

鋼 管 内 コ ン ク リ ー ト � � × × ｍ3

継 手 管 内 排 土 � × × × ｍ

継 手 管 内 モ ル タ ル � � × × ｍ 注）２

継 手 管 内 止 水 材 � � × × ｍ 注）３

井 筒 内 掘 削 � × × × ｍ3

敷 砂 � × × × ｍ3

底 盤 コ ン ク リ ー ト � � × × ｍ3

導 枠 、 井 筒 内 支 保 � � × × � 注）５

井筒内支保間詰コンクリート � � × × ｍ3 注）６

コネクタ（���タ��） � � × × �

コネクタ（��ート����ト） � × × × �

鋼 管 矢 板 切 断 � � × × 本
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（参考）継手管内排土・継手管内モルタル・継手管内止水材 積算延長算出方法 

【鋼管矢板展開図】 

①         ②          ③        ④          ⑤        （①） 

継手管延長×継手箇所数 

１０ｍ×５箇所＝５０ｍ  ∴積算数量＝５０ｍ 

※注）２．３．のとおり、備考欄へは１００ｍ当り（継手１箇所＝パイプ２本分）の材料使用量を

記入する。 

（参考）コネクタ取付（鉄筋スタッド） 積算段数算出方法 

【鋼管矢板正面図】                       【側面図】 

    ４段 

例）鋼管本数２０本の場合・・・４段×２０本＝８０段 ∴積算数量＝８０段 

（２）規格 

鋼管矢板は、杭長（ｍ）・杭径（㎜）・板厚（㎜）ごとに区分して算出する。また、継杭を行う場

合は、杭１本当りの内訳長（上中下杭）を算出し継手管の板厚を明記する。 

（３）根入長 

鋼管矢板の打込み長（ｍ）ごとに区分して算出する。 

（４）土質係数 

鋼管矢板の打込層の加重平均Ｎ値ごとに区分して算出する。 

打撃工法の場合 土質係数      Ｎ値  １～２０未満 

Ｎ値    ２０以上 

中堀工法の場合 土質係数      Ｎ値  １～２０未満 

Ｎ値 ２０～４０未満 

Ｎ値    ４０以上

継手管 

10ｍ 

鋼管 

鉄筋スタッド 

４本(列)で１段 

鋼管 
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９．８ 鋼管ソイルセメント杭工

１．適用 

土木構造物の鋼管ソイルセメント合成杭工法に適用する。 

２．数量算出項目 

鋼管ソイルセメント合成杭の数量を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、杭径、杭長、掘進長、セメント使用量、地盤係数、添加材使用量、継手箇所数とする。

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

別紙参照 

４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。 

（１）掘進長 

杭長の最小単位は、0.1ｍを標準とする。 

各掘進長（空堀長、固化体一般部長、固化体先端部長）ごとに加重平均Ｎ値を算出する。 

（２）添加材使用量 

杭一本当たりの添加材（㎏/ ）使用量を算出する。 
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杭径Ｄs

余
裕
長
Ｌ

0

外面突起付鋼管 

内面突起 

固
化
体
先
端
部
長
 
Ｌ

3

固化体 

固
化
体
先
端
部
長
 
Ｌ

3

鋼管径Ｄp

固化体 

（３）鋼管ソイルセメント合成杭のモデル図 

掘 進 長 Ｌe＝空掘長(Ｌ1)＋固化体一般部長(Ｌ2)＋固化体先端部長(Ｌ3) 

先端部長 Ｌ3＝1.5Ｄp＋0.5Ｄs

余 裕 長 Ｌ0＝0.5Ｄs

鋼管ソイルセメント合成杭のモデル図 

鋼
管
長
 
Ｌ

P

空
掘
長
 
Ｌ

1
固
化
体
一
般
部
長
 
Ｌ

2

掘
進
長
 
Ｌ

e

空
掘
長
 
Ｌ

1
固
化
体
一
般
部
長
 
Ｌ

2

掘
進
長
 
Ｌ

e
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別紙 

（１）鋼管ソイルセメント合成杭工法 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

注）１．橋梁については、各橋台・橋脚ごとに集計する。 

２．杭頭鉄筋の鉄筋量は鉄筋規格・径別に集計する。 

３．掘削残土については別途算出する。 

� � � �
３

工 � � 次 杭 杭 鋼 鋼 掘 � � 杭 １ 本 � � � 杭
元 径 � 管 管 �
モ 杭 杭 ��� ��� �� �� 鋼管規格 本
デ 径 � ��� ���� �
ル �������� �� ���量

mm m mm m m m m m3 kg/m3 �� t/m 本
� � 本 � �

� 管 � � �

� �
� � �

� �
� �

� � �

� �
� � �

��� �

橋 梁 橋 台 �

橋 脚 �

� � �

� � �

�す��
�� �
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10 章 構造物取壊し工 

10.1 構造物取壊し工 

10.2 旧橋撤去工 

10.3 骨材再生工 

10.4 コンクリート削孔工 

10.5 殻運搬 
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１０章 構造物取壊し工

１０．１ 構造物取壊し工

１．適用 

土木工事におけるコンクリート構造物等の取壊し工に適用する。 

ただし、建築物および舗装版の取壊し工及びブロック施工による旧橋撤去には適用しない。

２．数量算出項目 

コンクリート構造物等の取壊しの数量を区分ごとに算出する。 

３．区分 

石積取壊し（人力）とコンクリートはつりの区分は、種別、形状とする。 

吹付法面とりこわしの区分は、種別、形状、集積積込の有無とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

注）１．形状の範囲外の場合も区分して算出する。 

２．Co 塊等を工事区間外へ搬出する場合は、運搬距離についても算出し、「第 1 編（共通

編）１０．５殻運搬」により別途算出する。 

区分
項目

３次元
モデル

� � � �

種 別 形 状
集積積込
の有無

� �数 量 � 考

コンクリート
構造物取壊し

�
無�構造物 �� � �3 注)4,5,6

��構造物 �� � �3 注)4,5,6

石 積
取 壊 し
（ 人 力 ）

�

�積 �
(�3)
�2

(  )
注)3

�積

�
(�3)
�2

(  )
注)3

�
(�3)
�2

(  )
注)3

�
(�3)
�2

(  )
注)3

コ ン ク リ ー ト
は つ り

������
構造物

�
(�3)
�2

(  )
注)3

�
�

(�3)
�2

(  )
注)3

積込
(コンクリート

殻)
� � � � �3 （ ）注)3

吹 付 法 面
と り こ わ し

� モル�ル �
(�3)
�2

(  )

注)3
人力施工
と��施
工に区分
し数量を
算出する。

�� 35cm��
45cm��

�� 45cm��

�� 45cm��
60cm��
�� 60cm��
90cm��
��はつり��
3cm��
��はつり��

�

�� 5cm��
15cm��

���を������
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３．石積取壊し（人力）の施工数量は、石積取壊し前の面積とし、積込（コンクリート殻）

の施工量は、取壊し構造物の破砕前の体積とする。 

４．PC・RC 橋上部、鋼橋床版の取壊しは、コンクリート構造物取壊しの鉄筋構造物を適 

用する。 

５．コンクリート構造物取壊しにおいて、施工基面（機械設置基面）より上下５ｍを超え 

る場合については、区分して算出する。 

６．乾燥収縮によるひび割れ対策の鉄筋程度を含むものは、無筋構造物とする。 
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１０．２ 旧橋撤去工

１．適用 

鋼橋鈑桁（合成桁及び非合成桁）の高欄撤去から舗装版とりこわし、床版分割（ブロック施

工）のための１次破砕と撤去及び桁材撤去と床版２次破砕までの一連作業による撤去工に適

用する。 

高欄撤去およびアスファルト舗装版破砕・積込はＲＣ及びＰＣ橋にも適用することができ

る。 

なお、横断歩道橋撤去、床版打ち換え時のブロック施工等には適用しない。 

２．数量算出項目 

高欄撤去、アスファルト舗装版破砕・積込み、床版１次破砕・撤去、床版１次及び２次破

砕・撤去、桁１次切断・撤去、桁１次及び２次切断・撤去、アスファルト塊運搬、床版運搬

の数量を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、クレーン規格、相吊クレーンの有無、相吊クレーン規格、ＤＩＤ区間の有無、運

搬距離とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

注）１．高欄撤去とは、鋼製、橋梁用ガードレール、アルミ製の高欄であり、コンクリート高欄 

（壁高欄含む）は除く。なお、高欄延長は、両車線の総撤去延長である。 

２．対象数量は、アスファルト舗装版のみの体積とする。 

３．対象数量は、床版の体積とする。また、コンクリート舗装版及びコンクリート高欄（壁 

高欄含む）は、対象数量に含めて算出する。 

区 分

項 目

３次元

モデル

� � � �

クレーン

規格

相吊クレー

ンの有無

相吊クレ

ーン規格

DID区間

の有無

運搬
距離

�� 数量 �考

高欄撤去 Ｃ × × × × × � 注）１

アスファルト舗装

版破砕・積込み
Ｃ × × × × × �3 注）２

床版１次破砕・撤去 Ｃ × × × × × �3 注）３

床版１次及び２次

破砕・撤去
Ｃ × × × × × �3 注）３

桁１次切断・撤去 Ｃ � � � × × t

桁１次及び２次切

断・撤去
Ｃ � � � × × t

アスファルト塊運

搬
Ｃ × × × � � �3 注）�

床版運搬 Ｃ × × × × � �3 注）�

1-10-4

188



1-10-5 

（２）クレーン規格、相吊クレーン規格による区分は、以下のとおりとする。 

クレーン規格 

相吊クレーン規格 

ラフテレーンクレーン排出ガス対策型油圧伸縮ジブ型 25t 吊 

ラフテレーンクレーン排出ガス対策型油圧伸縮ジブ型 35t 吊 

ラフテレーンクレーン排出ガス対策型油圧伸縮ジブ型 45t 吊 

ラフテレーンクレーン排出ガス対策型油圧伸縮ジブ型 50t 吊 

トラッククレーン油圧伸縮ジブ型 100t 吊 

トラッククレーン油圧伸縮ジブ型 120t 吊 

トラッククレーン油圧伸縮ジブ型 160t 吊 

トラッククレーン油圧伸縮ジブ型 200t 吊 

トラッククレーン油圧伸縮ジブ型 360t 吊 

（３）相吊クレーンの有無による区分は、以下のとおりとする。 

相吊クレーンの有無 有り 

無し 

（４）DID 区間の有無による区分は、以下のとおりとする。 

DID 区間の有無 無し 

有り 

関連数量算出項目 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

注）現場発生品の運搬をする場合は、質量（t）についても算出する。 

３次元

モデル

� � � �

項目 �� 数量 �考

�場�����ント� �
��３�（���）４�４�������

４������参�

現場発生品運搬 � � ��な場合����

1-10-5

189



1-10-6 

４．数量算出方法

数量算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」による。 

(参考) 

ブロック施工（床版分割施工）とは，コンクリート殻を桁下に落とすことができず，ある程度

のブロック状に１次破砕後，鉄筋をガス切断したのちクレーン等でブロックを吊り上げて，撤去

する工法である。 

なお，「床版１次破砕・ブロック塊撤去」から「桁１次切断・撤去」の作業順序は，下記のと

おりである。 

作業順は，①の斜線部を大型ブレーカで１次破砕後，鉄筋をガス切断，②のブロック塊をホ

イールクレーンで撤去し，③の桁材切断・撤去を行う。 
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１０．３ 骨材再生工

１．適用 

自走式破砕機によるコンクリート殻（鉄筋有無）の破砕作業で骨材粒度 0～40 ㎜の骨材

再生工（自走式）に適用する。 

２．数量算出項目 

骨材再生の数量を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、規格とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

注）１．骨材再生工は、破砕前の殻処理量を規格（殻投入寸法 600 ㎜以下、600 ㎜超）ごとに

区分して算出する。 

２．骨材再生により、鉄屑が発生する場合は、鉄屑質量（ｔ）を算出する。 

区 分 � � � �

項 目
３次元
モデル 規 格 � � 数 量 � 考

骨 材 再 生 工 � � �3
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１０．４ コンクリート削孔工

１．適用 

コンクリート構造物の削孔（用心鉄筋（さし筋）、あと施工アンカー、防護柵類、排水穴

等）作業に適用する。 

削孔機械における適用削孔径及び削孔深 

２．数量算出項目 

コンクリート削孔（電動ハンマドリル40㎜）、コンクリート削孔（さく岩機）、コンクリ

ート削孔（コンクリート穿孔機）の数量を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、削孔深さ、削孔径とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

削孔機械 削孔径 削孔深

電動ハンマドリル 10mm�� 30mm�� 30mm�� 400mm��

さく岩機（ハンドドリル） 30mm�� 60mm�� 100mm�� 1,100mm��

コンクリート穿孔機

（電動�コア�ーリン�マ�ン）

60mm�� 100mm�� 50mm�� 1,100mm��

100mm�� 200mm �� 50mm�� 400mm��

区 分
項 目

３次元
モデル

����

削孔径 削孔深さ �� 数量 �考

コンクリート削孔
（電動ハンマドリル40㎜）

� × � 孔

コンクリート削孔
（さく岩機）

� × � 孔

コンクリート削孔
（コンクリート穿孔機）

� � � 孔
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（２）削孔径による区分は、以下のとおりとする。 

積算条件         区分      参考（使用ビット径） 

削孔径 60mm 以上 64mm 未満

64mm 以上 77mm 未満 77.4mm 

77mm 以上 90mm 未満 90.8mm 

90mm 以上 100mm 未満 110.0mm 

100mm 以上 110mm 未満 110.0mm 

110mm 以上 128mm 未満 128.5mm 

128mm 以上 160mm 未満 160.0mm 

160mm 以上 180mm 未満 180.0mm 

180mm 以上 200mm 以下 204.0mm 

（３）削孔深さによる区分は、以下のとおりとする。 

①コンクリート削孔（電動ハンマドリル 40mm） 

削孔深さ 30 ㎜以上 200 ㎜未満 

200 ㎜以上 400 ㎜以下 

②コンクリート削孔（さく岩機） 

削孔深さ 100 ㎜以上 200 ㎜未満 

200 ㎜以上 300 ㎜未満 

300mm 以上 400mm 未満 

400mm 以上 600mm 未満 

600mm 以上 800mm 未満 

800mm 以上 1,000mm 未満 

1,000mm 以上 1,100mm 以下 

③コンクリート削孔（コンクリート穿孔機） 

削孔深さ 50 ㎜以上 200 ㎜未満 

  200 ㎜以上 400 ㎜未満 
（削孔径が 100mm 以上 200mm 以下の場合、削孔深さは 200mm 以上
400mm 以下） 

400mm 以上 600mm 未満 

600mm 以上 800mm 未満 

  800mm 以上 1,100mm 以下 

64.7mm 
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４．数量算出方法 

数量算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」による。 
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１０．５ 殻運搬
１．適用 

構造物撤去工、舗装版破砕及びモルタルの吹付法面のとりこわし作業における殻運搬に

適用する。 

ただし、路面切削作業で発生したアスファルト殻の場合、自動車専用道路を利用する場

合、運搬距離が 60km を超える場合には適用しない。 

２．数量算出項目 

運搬体積を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、殻発生作業、積込工法区分、運搬距離とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

注）設計数量は、構造物をとりこわす前の体積とする。 

（２）殻発生作業と積込工法区分 

①コンクリート（無筋・鉄筋） 機械積込 

 構造物とりこわし            人力積込 

②舗装版破砕               人力積込 

                     機械積込（騒音対策不要、舗装版厚 15cm 超）

                     機械積込（騒音対策必要）

                     機械積込（騒音対策不要、舗装版厚 15cm 以下）

                     機械積込（小規模土工）

③吹付法面取壊し（モルタル）       機械積込 

４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるものとする。 

区 分

項 目

３次元

モデル

� � � �

殻発生作業
積込工法

区分
運搬距離 �� 数量 � 考

殻 運 搬 �� � � � �3
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11 章 仮  設  工 

11.1 土留・仮締切工 

11.2 締切排水工 

11.3 仮橋・仮桟橋工 

11.4 足場工 

11.5 支保工 

11.6 仮囲い設置撤去工 

11.6.1 仮囲い設置撤去工 

11.6.2 雪寒仮囲い工 

11.7 土のう工 

11.8 切土及び発破防護柵工 

11.9 汚濁防止フェンス工 

11.10 アンカー工（ロータリーパーカッション式） 

11.11 鉄筋挿入工（ロックボルト工） 

11.12 ウエルポイント工 

11.13 敷鉄板設置撤去工 
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１１章 仮設工

１１．１ 土留・仮締切工

１．適用 

土留（親杭横矢板工法、鋼矢板工法）、仮締切（一重締切、二重締切）、路面覆工等の仮

設工に適用する。 

２．矢板工 

（１）数量算出項目 

矢板工の延長、枚数、質量を区分ごとに算出する。 

（２）区分 

区分は、施工箇所、規格、矢板長とする。 

１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

注）（ ）書きは、Ｈ形鋼に適用する。 

２）施工箇所区分 

施工箇所（ブロック）ごとに区分して算出する。 

３）規格および矢板長（Ｈ形鋼長）区分 

矢板（Ｈ形鋼）の材質、型式、１枚当り長さ（１本当り長さ）ごとに区分して算出する。 

なお、親杭（中間杭）に使用するＨ形鋼は、杭用（生材）を標準とする。 

（３）数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとす

る。 

１）枚数 

施工枚数は、鋼矢板の中心線の長さを１枚当りの幅で除した値とし、小数以下の端数は

切上げて整数にまとめるものとする｡ 

なお、施工場所から矢板置場までの距離について、３０ｍ以内の場合と３０ｍを超える場

合毎に区分して算出する。 

２）継手数 

継矢板を施工する場合は、矢板（Ｈ形鋼）の規格毎に、１枚(本)当たり継手数(箇所)に

ついても算出する。 

区 分 � � � �
３次元

施 工 矢 板 長
項 目 モデル 箇 所 規 格 (Ｈ形鋼長) �� 数 量 � 考

延 長 � ｍ

枚 数 枚
� � � �

（本 数） (本)

質 量 � �
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３）質量 

施工質量は、次式により算出するものとする。 

施工質量＝矢板長(Ｈ形鋼長)×単位質量×施工枚数(本数) 

◎鋼矢板の施工質量算出例 

施工延長 L＝23.6ｍ、Ⅲ型 H＝10ｍ／枚の場合 

施工質量＝35.4ｔ 

23.6ｍ÷0.4ｍ／枚＝59 枚 

10ｍ／枚×0.06ｔ／ｍ×59 枚＝35.4ｔ 

４）打込長又は圧入長及び引抜長を、施工箇所（ブロック）ごとに算出する。 

また、打込長又は圧入長に対する最大Ｎ値又は各地層ごとの加重平均Ｎ値も算出する。

＜参考＞ 

型 式 単位質量(㎏/ｍ) 幅(㎜) 

ＳＰ－Ⅱ ４８.０ ４００ 

ＳＰ－Ⅲ ６０.０ 〃 

ＳＰ－Ⅳ ７６.１ 〃 

ＳＰ－ⅡＡ ４３.２ 〃 

ＳＰ－ⅢＡ ５８.４ 〃 

ＳＰ－ⅣＡ ７４.０ 〃 

ＳＰ－ⅤＬ １０５.０ ５００ 

ＳＰ－ⅥＬ １２０.０ 〃 

ＳＰ－Ⅱw ６１.８ ６００ 

ＳＰ－Ⅲw ８１.６ 〃 

ＳＰ－Ⅳw １０６.０ 〃 

Ｈ－２００ ４９.９ ── 

Ｈ－２５０ ７１.８ ── 

Ｈ－３００ ９３.０ ── 

Ｈ－３５０ １３５.０ ── 

Ｈ－４００ １７２.０ ── 

注）１．鋼矢板は、ランゼン型である。 

２．Ｈ形鋼は、杭用（生材）である。 
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３．仮設材設置撤去工 

（１）数量算出項目 

切梁、腹起し、タイロッド、横矢板、覆工板、覆工板受桁等の数量を区分ごとに算出する。

（２）区分 

区分は、施工箇所、規格とする。 

１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。

２）施工箇所区分 

施工箇所（ブロック）ごとに区分して算出する。 

３）規格区分 

仮設材の材質、型式、寸法等ごとに区分して算出する。 

（３）数量算出方法 

数量の算出は、「第１編(共通編)１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。 

１）切梁・腹起し等 

切梁・腹起し等の質量は、下表の算出方法により算出する。 

部材名 部 品 名 
質  量 

算出方法 
備 考 

主部材

切梁、腹起し、 

火打梁、補助ピース 積上げ

キリンジャッキ・火打受ピース 

（火打ブロック）の長さに相当す

る部材長の質量を控除すること。

副部材 

（Ａ）

隅部ピース、交差部ピース、 

カバープレート、キリンジャ

ッキ、ジャッキカバー、ジャ

ッキハンドル、火打受ピース、

腰掛金物、（火打ブロック） 

主部材質量

×0.22 

(0.67)

キリンジャッキ・火打受ピースの

長さは、どちらも５０㎝とする。

火打ブロックを使用する場合は、

（ ）内の値とする。 

副部材 

（Ｂ） 

ブラケット、ボルト、 

ナット 

主部材質量

×0.04 

(0.06) 

１回毎全損とする。 

火打ブロックを使用する場合は、

（ ）内の値とする。 

区 分 � � � �
３次元

施 工
項 目 モデル 規 格 �� 数 量 備 考

箇 所

切 梁 ・ 腹 起 し Ｂ � �

������・腹起し Ｂ � �

横 矢 板 Ｂ � � �2

覆 工 板 Ｂ � �2

覆 工 板 受 桁 Ｂ � � 設��積700�2を��る場合

覆工板受桁用桁受 Ｂ � � 設��積700�2を��る場合
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＜参考＞ 

Ｈ形鋼（加工材）の単位質量 

規 格 単位質量（㎏/ｍ) 

２００型 ５５.０

２５０型 ８０.０

３００型 １００.０

３５０型 １５０.０

４００型 ２００.０ 

注）１．運搬質量については、主部材、副部材（Ａ）（リース材）について計上するものと

し、副部材（Ｂ）（１回毎全損とするもの）については運搬重量として計上しない。 

２）タイロッド 

タイロッドの質量は、本体、ターンバックル、リングジョイントおよび定着ナットの合

計とする。 

３）横矢板 

横矢板の数量は、横矢板を施工する壁面積を算出する。 

なお、規格には、横矢板厚を表示すること。 

４）土留め・締切り概念図 

№ 部材名称 

１ 腹起し 

２ 切梁 

３ 火打梁 

 ４ 隅部ピース 

５ 火打受ピース 

６ カバープレート 

７ キリンジャッキ 

８ ジャッキカバー 

９ 補助ピース 

10 自在火打受ピース 

11 土圧計 

12 交叉部ピース 

13 交叉部Ｕボルト 

14 締付用Ｕボルト 

15 切梁ブラケット 

16 腹起し部ブラケット 

① 

⑤

②

③

④

⑯

⑧

⑥

⑦

⑪

⑨

⑩

⑫ ⑬

⑭

⑮
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５）二重鋼矢板締切概念図 

      ① 

               ② 

               ④ 

     中詰土                  ⑤ 

               ⑥ 

    ③ 

        ⑦ 

          ⑨ 

       ⑧ 

№ 部 材 名 称 

１ 外側鋼矢板 

２ 掘削側鋼矢板 

３ タイロッド 

４ タイロッド取付用腹起し 

５ ナット 

６ ワッシャー 

７ 腹起し 

８ 火打梁 

９ 火打受ピース 
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１１．２ 締切排水工

１．適用範囲 

仮設工のうち河川、道路、砂防工事などの水中締切、地中締切の排水工事に適用するも

のとし、ダム本体工事などの大規模工事には適用しない。 

２ 数量算出項目 

締切排水の排水量を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は全揚程とする。 

（１）数量算出項目一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

項 目 ３次元 � � � �

モデル 全 揚 程 � � 数 量 � 考

� 15m�� �3��

締 切 排水 量

� 15mを��るもの �3�� 全揚程（�）も算出する。
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１１．３ 仮橋・仮桟橋工

１．適用 

鋼製による仮橋及び仮桟橋の上部工（桁、覆工板、高欄）と下部工（橋脚・杭橋脚）に

適用する。 

２．数量算出項目 

仮橋・仮桟橋上部、覆工板、高欄、橋脚、杭橋脚、定規等の数量を区分ごとに算出する。

３．区分 

区分は、規格とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

注）１．コンクリート基礎が必要な場合は別途計上する。 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

２．上部工の対象質量は、主桁、横桁の質量で、高力ボルトの質量は含まない。 

３．橋脚の対象質量は、橋脚、枕、ブラケット、つなぎ材等の質量で、高力ボルトの質量

は含まない。 

４．杭橋脚の対象質量は、枕、ブラケット、つなぎ材等の質量で、高力ボルトの質量は含

まない。 

５．導杭・導枠は H 型鋼（300×300）とし、導杭施工本数は杭橋脚打込み１０本当たり８

本が標準であり、導杭の本数を算出のこと。 

区分 ３次元
� � � �

項目 モデル 規 格 �� 数 量 � 考

主 桁・横 桁 � � � 注）２
上

覆 工 板 � � �2

部
高 �ー��ール � � � 仮橋

工
欄 ����� � � � 仮桟橋

橋脚（��基礎�� � � � 注）３
下

杭 橋 脚 � 注）４
部 � �

（杭基礎��） 本
工

導 杭・導 枠 � � 本 注）５
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（２）規格区分 

仮設材の材質、型式、寸法等ごとに区分して算出する。 

（３）仮橋・仮桟橋工の概念図 

橋脚、杭橋脚等の区分は、下図による。 

Ｌ 

杭基礎型式            直接基礎型式 

４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。 

１）杭橋脚 

数量の算出は、「第１編（共通編）11 章仮設工 11.１土留・仮締切工（３）数量算出方

法」によるものとする。 

＜参考＞仮橋と仮桟橋の定義 

仮橋とは、橋の架け替時の代替として架ける橋、あるいは工事用車両などを通行させる

ために架ける橋など一時的に使用することを目的として架けた橋をいう。 

仮桟橋とは、水上あるいは水中等での工事のために陸からのアプローチとして、作業員

や工事用機械、材料等の運搬及び船舶の接岸や係留などのために設けられたり、工事用作

業足場として利用されるものをいう。 

ブラケット         床版（覆工板）     主 桁 

杭橋脚(H 鋼杭)   横 桁       枕 材       橋 脚

つなぎ材等 

コンクリート基礎（対象外） 

Ｃ
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１１．４ 足場工

１．適用 

一般土木工事の構造物施工にかかる足場工に適用する。 

ただし、高さ２ｍ未満の構造物には適用しない。 

また、鋼橋床版、砂防、ダム、トンネル、第１編（共通編）６章６.４.１ 場所打擁壁工

（１）、７章７.１.１ 函渠工（１）、第３編（道路編）７章７.１.１ 橋台・橋脚工（１）、

１０章１０.１ 共同溝工（１）（２）等には適用しない。 

２．数量算出項目 

足場の掛面積を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、構造物、工法とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

（注）平均設置高さ「30ｍ以下」と「30ｍ超」に区分し算出する。 

（２）構造物区分 

構造物ごとに区分して数量を算出する。 

（３）工法区分 

工法による区分は、下表のとおりとする。 

工 法 設 置 場 所 

単管傾斜足場 
構造物面が傾斜している箇所 

（勾配が１分以上）

手 摺 先 行 型 

枠 組 足 場 

構造物が垂直に近く（勾配１分未満）、 

設置面が平坦な箇所 

単 管 足 場 枠組足場の設置が不適当な箇所 

（注）転落防止の為の安全ネットは、構造物との離隔が 

３０㎝以上の場合原則有りとする。必要ない場合は、明示し区分すること。 

区 分
３次元 � � � �

項 目 モデル 構造物 工 法 単 � 数 量 � 考

足 場 � � � 掛ｍ2
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Ｈ1

Ｈ2

足場工範囲 

Ｈ
＝

２
ｍ

 

（４）設置高区分 

設置高による区分は、下表のとおりとし、設置高さの平均が３０ｍを超える場合は、その

設置高さを備考欄に明記すること。 

平均設置高さ 
Ｈ≦３０ｍ 

Ｈ＞３０ｍ 

◎平均設置高さ： Ｈ＝（Ｈ1 ＋ Ｈ2）÷２ 

４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。 

（１）法枠工については、切土勾配が１割２分（40 度）以上の場合に足場を計上するものとする。 

（２）足場面積の算出例 

１）足場工の計上範囲は、下図のとおりとする。 

２）足場面積の算出は、下記のとおりとする。なお、現場条件、構造物の構造および施工方

法等でこれによりがたい場合は、別途算出するものとする。 
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①                 ② 

                岩着の場合 

③               ④ 

④平面図 

                単管足場 

     単管傾斜足場       or 

                枠組足場 

１．足場工設置側が垂直に近い 

（勾配１分未満）場合 

Ⅰ．標準（足場設置面が平坦） 

・・枠組足場 

Ⅱ．Ⅰが不適当な場合・・単管足場 

２．足場工設置側が傾斜している(勾配

１分以上）場合  ・・単管傾斜足場 

３．高さ（ｈ）２.０ｍ未満の場合は原

則として足場は計上しない。 

４．盛土部の石積、ブロック積は足場を

計上しない。 

５．足場工面積（掛㎡） 

Ｌ＝延長（ｍ） 

① 

単管傾斜＝ｈ1×Ｌ 

枠組＝ｈ2×Ｌ 

② 

単管傾斜＝ｈ1×Ｌ 

枠組 or 単管＝ｈ2×Ｌ 

③ 

枠組＝ｈ1×Ｌ＋ｈ2×Ｌ 

④ 

（ｈ3＜２.０ｍの場合） 

枠組＝ｈ1×Ｌ＋ｈ2×Σ

（ｈ3＞２.０ｍの場合） 

枠組＝ｈ1×Ｌ＋ｈ2×Σ ＋Ｎ× 

（ｈ3×ｂ） 

Ｎ＝控え壁（扶壁）数 

h1
h1

h
2

h
2

Ｌ
 

b 

0.5  b/2 

1.2 

0
.
5
 
 
0
.
5
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
0
.
5
 

1
.
2
 

b 

h
2h
1 h
2

h
3

h
1
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①                   ② 

③ 

                単管傾斜足場 

１．足場工設置側が垂直に近い 

（勾配１分未満）場合 

Ⅰ．標準（足場設置面が平坦） 

・・枠組足場 

Ⅱ．Ⅰが不適当な場合・・単管足場 

２．足場工設置側が傾斜している(勾配１

分以上）場合  ・・単管傾斜足場 

３．高さ（ｈ）２.０ｍ未満の場合は 

原則として足場は計上しない。 

４．足場工面積（掛㎡） 

①②③ 

単管傾斜＝  ×Ｌ 

① 

               h                    h 

                         b 

① 平面図 

1.2  0.5       Ｌ      0.5  1.2 

１．足場工設置側が垂直に近い 

（勾配１分未満）場合 

Ⅰ．標準（足場設置面が平坦） 

・・枠組足場 

Ⅱ．Ⅰが不適当な場合・・単管足場 

２．足場工設置側が傾斜している（勾配

１分以上）場合・・単管傾斜足場 

３．高さ（ｈ）２.０ｍ未満の場合は 

原則として足場は計上しない。 

４．フーチング部についても高さ(ｈ)が

２.０ｍ以上の場合は足場を計上する。

５．足場工面積（掛㎡） 

①枠組＝{２×(ｂ＋Ｌ)＋８.８}×ｈ 

②（ｈ2＜２.０ｍの場合） 

枠組＝{Ｌ＋２×ｂ1＋４.４＋２ 

×( －１.０)}×ｈ1＋ｈ1×ｂ2

（ｈ2＞２.０ｍの場合） 

枠組＝{Ｌ＋２×ｂ1＋４.４＋２ 

×( －１.０)}×ｈ1＋ｈ1×ｂ2 

＋ｈ2×ｂ3×２ 

③単管傾斜＝ｈ1×Ｌ 

枠組＝(Ｌ＋２×ｂ1＋４.４) 

×ｈ2＋ｈ3×ｂ2
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h1                                  h1

h2

        ② 平面図 

      ③             ③平面図 

     単管傾斜足場     枠組足場 

１．足場工設置側が垂直に近い 

（勾配１分未満）場合 

Ⅰ．標準（足場設置面が平坦） 

・・枠組足場 

Ⅱ．Ⅰが不適当な場合 ・・単管足場 

２．足場工設置側が傾斜している（勾配

１分以上）場合・・単管傾斜足場 

３．高さ（ｈ）２.０ｍ未満の場合は原則

として足場は計上しない。 

４．フーチング部についても高さ(ｈ)が

２.０ｍ以上の場合は足場を計上する。

５．足場工面積（掛㎡） 

①枠組＝{２×（ｂ＋Ｌ)＋８.８}×ｈ

②（ｈ1＜２.０ｍの場合） 

枠組＝{Ｌ＋２×ｂ1＋４.４＋２ 

×( －１.０)}×ｈ1＋ｈ1×ｂ2 

（ｈ1＞２.０ｍの場合） 

枠組＝{Ｌ＋２×ｂ1＋４.４＋２ 

  ×( －１.０)}×ｈ1＋ｈ1×ｂ2 

  ＋ｈ2×ｂ3×２ 

③単管傾斜＝ｈ1×Ｌ 

枠組＝(Ｌ＋２×ｂ1＋４.４)×ｈ2

  ＋ｈ3×ｂ2
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① 

①平面図 

② 

②平面図 

枠組足場 

１．枠組足場を標準とする。 

２．高さ（ｈ）が２.０ｍ未満は原則とし

て足場は計上しない。 

３．足場工面積（掛㎡） 

① 

枠組＝ｈ1×Ｌ＋(Ｌ＋２×ｂ 

 ＋４.４)×ｈ2

② 

枠組＝２×(Ｌ＋２×ｂ1－ｂ2 

－４.４)×ｈ
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1-11-17 

h
 

h

① 

①平面図 

②（埋戻しを考慮しない場合） 

②（埋戻しを考慮しない場合）平面図 

１．枠組足場を標準とする。 

２．高さ（ｈ）２.０ｍ未満は原則として

足場は計上しない。 

３．フーチング部についても高さ(ｈ)が

２.０ｍ以上の場合は足場を計上する。

４．足場工面積（掛㎡） 

①枠組＝{２×(ｂ＋Ｌ)＋８.８}×ｈ 

②（埋戻しを考慮しない場合） 

枠組＝{２×(ｂ＋Ｌ)＋８.８}×ｈ 

②（埋戻しを考慮する場合） 

枠組＝{２×(ｂ＋Ｌ1)＋８.８}×ｈ1

＋{２×(ｂ＋Ｌ2)＋８.８}×ｈ2

③（埋戻しを考慮しない場合） 

枠組＝{２×(ｂ＋Ｌ)＋８.８}×ｈ 

③（埋戻しを考慮する場合） 

枠組＝{２×(ｂ＋Ｌ1)＋８.８}×２ 

  ×ｈ1＋{２×(ｂ＋Ｌ2)＋８.８}

  ×ｈ2

④枠組＝{４×(ｂ1＋ｂ2)＋１７.６} 

×ｈ 
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h
2

h
1

②（埋戻しを考慮する場合） 

②（埋戻しを考慮する場合）平面図 

③（埋戻しを考慮しない場合） 

③（埋戻しを考慮しない場合）平面図 

１．枠組足場を標準とする。 

２．高さ（ｈ）２.０ｍ未満は原則とし

て足場は計上しない。 

３．フーチング部についても高さ(ｈ)

が２.０ｍ以上の場合は足場を計上

する。 

４．足場工面積（掛㎡） 

①枠組＝{２×(ｂ＋Ｌ)＋８.８}×ｈ 

②（埋戻しを考慮しない場合） 

 枠組＝{２×(ｂ＋Ｌ)＋８.８}×ｈ 

②（埋戻しを考慮する場合） 

 枠組＝{２×(ｂ＋Ｌ1)＋８.８}×ｈ1

      ＋{２×(ｂ＋Ｌ2)＋８.８}×ｈ2

③（埋戻しを考慮しない場合） 

  枠組＝{２×(ｂ＋Ｌ)＋８.８}×ｈ 

③（埋戻しを考慮する場合）  

  枠組＝{２×(ｂ＋Ｌ1)＋８.８}×２ 

      ×ｈ1＋{２×(ｂ＋Ｌ2)＋８.８}

      ×ｈ2 

④枠組＝{４×(ｂ1＋ｂ2)＋１７.６} 

      ×ｈ 
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1-11-19 

③（埋戻しを考慮する場合） 

③（埋戻しを考慮する場合）平面図 

④ 

④平面図 

１．枠組足場を標準とする。 

２．高さ（ｈ）２.０ｍ未満は原則として

足場は計上しない。 

３．フーチング部についても高さ(ｈ)が

２.０ｍ以上の場合は足場を計上する。

４．足場工面積（掛㎡） 

①枠組＝{２×(ｂ＋Ｌ)＋８.８}×ｈ 

②（埋戻しを考慮しない場合） 

枠組＝{２×(ｂ＋Ｌ)＋８.８}×ｈ 

②（埋戻しを考慮する場合） 

枠組＝{２×(ｂ＋Ｌ1)＋８.８}×ｈ1 

＋{２×(ｂ＋Ｌ2)＋８.８}×ｈ2

③（埋戻しを考慮しない場合） 

枠組＝{２×(ｂ＋Ｌ)＋８.８}×ｈ 

③（埋戻しを考慮する場合） 

枠組＝{２×(ｂ＋Ｌ1)＋８.８}×２ 

  ×ｈ1＋{２×(ｂ＋Ｌ2) 

  ＋８.８}×ｈ2

④枠組＝{４×(ｂ1＋ｂ2)＋１７.６} 

×ｈ 
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① 

枠組足場 

１．枠組足場を標準とする。 

２．高さ（ｈ）２.０ｍ未満は原則と

して足場は計上しない。 

３．足場工面積（掛㎡） 

① 

枠組＝{２×(ｂ＋Ｌ)＋８.８}×ｈ1

－(ｈ1－ｈ2)×(Ｌ＋１.０) 

１．単管傾斜足場を標準とする。 

２．高さ２.０ｍ未満は原則として計上しない。 

３．切土勾配が１割２分（４０度）以上の場合に計上する。 

４．足場工面積（掛㎡） 

 ① 場所打コンクリート法枠：全面積 

 ② プレキャスト法枠   ：全面積 

 ただし、盛土法枠には原則として計上しない。 
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１１．５ 支保工

１．適用 

一般土木工事の構造物施工の支保工に適用する。 

ただし、第１編（共通編）６章６.４.１ 場所打擁壁工（１）、７章７.１.１ 函渠工（１）、

第３編（道路編）７章７.１.１ 橋台・橋脚工（１）、１０章１０.１ 共同溝工（１）（２）

には適用しない。 

２．数量算出項目 

支保の空体積を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、構造物、工法、設置高、支保耐力とする。 

（１）数量算出項目および区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。

（２）構造物区分 

構造物ごとに区分して算出する。 

（３）工法区分 

工法による区分は、下記工法選定フローによる。 

注）支保耐力８０ｋＮ／㎡を超える場合、又は最大設置高さが３０ｍを超える場合は、

別途工法等を検討するものとする。 

No 

No 

Yes

Yes

Yes

No 

パイプサポート支保 くさび結合支保 別途検討 

支保耐力 

ｆ≦60kN/㎡ 

スタート 

平均設置高 

Ｈ＜４ｍ

支保耐力
ｆ≦80kN/㎡ 

かつ最大設置高 
Ｈ≦30ｍ 

� � � �区 分
３次元

支 保
項 目 モデル 構造物 工 法 耐 力 設置高 � � 数 量 � 考

支 保 � � � � � 空ｍ3
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1-11-22 

（４）支保耐力及び設置高区分 

支保耐力及び設置高による区分は、下表のとおりとする。 

１）パイプサポート支保工 

平均設置高(ｍ) 支 保 耐 力 ｺﾝｸﾘｰﾄ 厚(㎝)（参考）

Ｈ＜4.0ｍ

40ｋＮ／ｍ2以下 ｔ≦120㎝ 

40ｋＮ／ｍ2を超え 

60ｋＮ／ｍ2以下
120㎝＜ｔ≦190㎝

注）１．平均設置高による区分は、全数量について対象とする。 

２．張出部等で断面が変化する場合のｺﾝｸﾘｰﾄ厚は平均とする。（支保工概念図参照） 

２）パイプサポート支保工（小規模） 

平均設置高(ｍ) 支 保 耐 力 ｺﾝｸﾘｰﾄ 厚(㎝)（参考）

Ｈ＜4.0ｍ 40ｋＮ／ｍ2以下 ｔ≦120㎝ 

注）１．総設置数量４０空ｍ3 以下とする。 

３）くさび結合支保工 

施工基面からの

最大高さ（ｍ） 
支 保 耐 力 ｺﾝｸﾘｰﾄ厚(㎝)(参考) 

ｈ≦30

40ｋＮ／ｍ2以下 ｔ≦120㎝ 

40ｋＮ／ｍ2を超え 

80ｋＮ／ｍ2以下
120㎝＜ｔ≦250㎝ 

ｈ＞30

40ｋＮ／ｍ2以下 ｔ≦120㎝ 

40ｋＮ／ｍ2を超え 

80ｋＮ／ｍ2以下
120㎝＜ｔ≦250㎝ 

注）１．張出部等で断面が変化する場合のコンクリート厚は平均とする。 

（支保工概念図参照） 
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４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。 

（１）空体積の算出例 

支保の空体積の算出は、下記のとおりとする。なお、現場条件、構造物の構造及び施工方

法等でこれによりがたい場合は、別途算出するものとする。 

① 

②(埋戻しを考慮しない場合)　②(埋戻しを考慮する場合) 

③(埋戻しを考慮しない場合)

③(埋戻しを考慮する場合)

支保工の体積（空ｍ ） 

左図に示す内空断面 
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（２）支保工概念図（参考例） 

支保工対象数量は、完成内空断面とする。 

◎ 支保耐力決定のためのコンクリート厚（ｔ）は、次式により算出する。 

ｔ＝（ｔ1＋ｔ2）÷２ 

◎ 支保工の空体積(空 )は、次式により算出する。 

Ｖ＝（ｈ1＋ｈ2）÷２×Ｌ×Ｗ 

Ｌ Ｗ
ｈ

1

ｔ
2ｔ

1

ｈ
2
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１１．６ 仮囲い設置撤去工

１１．６．１ 仮囲い設置撤去工

１．適用 

建設工事現場における仮囲いの設置及び撤去に適用する。 

２．数量算出項目 

仮囲いの延長を算出する。 

（１）数量算出項目区分一覧表

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

高さ３ｍ、基礎形式は単管による土中打込みを標準とする。これによらない場合は、使用す

る材料ごとに規格、数量を算出する。 

３．参考図（仮囲い概念図） 

仮囲鉄板

横地(丸パイプ)

クランプ

控え(丸パイプ)

根がらみ(丸パイプ) 

縦地(丸パイプ)   捨てパイプ(丸パイプ) 

項目 ３次元 � � � �

モデル 高さ 基礎形式 単� 数 量 � 考

仮 囲 い � � � ｍ
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１１．６．２ 雪寒仮囲い工

１．適用 

積雪寒冷地の冬期における土木構造物の施工において、平均設置高 30ｍ以下の「雪寒仮

囲い」の設置及び撤去に適用する。なお、Ｐタイプで設置高 4ｍを超える場合、小型構造物

には適用しない。 

２．数量算出項目 

雪寒仮囲いの面積を区分毎に算出する。 

３．区分 

区分は、雪寒仮囲いの構造形式とする。 

（１）数量算出項目一覧表

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

（２）構造形式区分 

下記のとおり、構造形式ごとに区分して算出する。 

① Ｐタイプ 

② Ｗタイプ 

③ ＰＷタイプ 

※さらに、「② Ｗタイプ、③ ＰＷタイプ」については、枠組足場と枠組足場以外で数量

を区分すること。 

区分 ３次元 � � � �

項目 モデル 構造形式 �� 数 量 � 考

雪寒仮囲い � � ｍ2
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４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。 

※雪寒仮囲いの数量算出方法は、下記を標準とする。なお、数量算出の仮囲い面積とは、壁

面および屋根部の計５面の外面積を対象とする。 

（１）Ｐタイプ（標準タイプ） 

Ｓ＝Ｌ×（Ｈ1＋Ｈ2＋Ｂ2）＋Ｂ1×（Ｈ1＋Ｈ2）    （㎡） 

Ｓ ：仮囲い面積（㎡） 

ｂ ：対象構造物の幅（ｍ） 

  ：対象構造物の長さ（ｍ） 

ｈ ：対象構造物の高さ（ｍ） 

Ｂ1 ：仮囲いの底面の幅（ｍ） 

Ｂ1＝ｂ＋０.８×２ 

Ｂ2 ：仮囲いの屋根の幅（ｍ） 

２
１

２

１２ １）０＋（ＢＢ＝  Ｂ .
Ｌ ：仮囲いの長さ（ｍ） 

Ｌ＝ ＋０.８×２ 

Ｈ1 ：仮囲いの低い方の側面の高さ（ｍ） 

Ｈ1＝ｈ＋１.８－（Ｂ1÷２）×０.１ 

Ｈ2 ：仮囲いの高い方の側面の高さ（ｍ） 

Ｈ2＝ｈ＋１.８＋（Ｂ1÷２）×０.１ 

（断 面 図） 

（平 面 図） 
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（２）Ｐタイプ（ブロック張タイプ） 

Ｓ＝Ｌ×（Ｈ１＋Ｈ2＋Ｂ2）＋（ｂ＋０.８×２）×（Ｈ1＋Ｈ2＋ｈ3） 

－ｈ3×（ｂ－ｂ1＋ｂ2＋０.８×２）    （㎡） 

Ｓ ：仮囲い面積（㎡） 

ｂ ：対象構造物の幅（ｍ） 

 ：対象構造物の長さ（ｍ） 

ｈ ：対象構造物の高さ（ｍ） 

ｈ1 ：対象構造物の谷側での高さ（ｍ） 

ｈ2 ：対象構造物の山側での高さ（ｍ） 

Ｂ1 ：仮囲いの断面の幅（ｍ） 

Ｂ1＝ｂ＋０.８×２ 

Ｂ2 ：仮囲いの屋根の幅（ｍ） 

Ｌ ：仮囲いの長さ（ｍ） 

Ｌ＝ ＋０.８×２ 

Ｈ1 ：仮囲いの谷側の側面の高さ（ｍ） 

Ｈ2 ：仮囲いの山側の側面の高さ（ｍ） 

     b1            b2

0.8          b         0.8

0.8                   0.8
Ｂ1

 
Ｈ
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1-11-29 

２）Ｗタイプ 

Ｓ1＝｛２×（ｂ＋  ）＋０.５×８＋１.２×４｝×ｈ （㎡） 

Ｓ2＝Ｌ×（Ｈ１＋Ｈ２＋Ｂ２－ｈ×２）＋Ｂ１×（Ｈ１＋Ｈ２－ｈ×２） （㎡） 

Ｓ1 ：枠組足場面積（㎡） 

Ｓ2 ：枠組足場以外の面積（㎡） 

ｂ ：対象構造物の幅（ｍ） 

 ：対象構造物の長さ（ｍ） 

ｈ ：対象構造物の高さ（ｍ） 

Ｂ1 ：仮囲いの底面の幅（ｍ） 

Ｂ1＝ｂ＋０.５×２＋１.２×２ 

Ｂ2 ：仮囲いの屋根の幅（ｍ） 

２
１

２

１２ １）０＋（ＢＢ＝  Ｂ .
Ｌ ：仮囲いの長さ（ｍ） 

Ｌ＝ ＋０.５×２＋１.２×２ 

Ｈ1 ：仮囲いの低い方の側面の高さ（ｍ） 

Ｈ1＝ｈ＋１.８－（Ｂ1÷２）×０.１ 

Ｈ2 ：仮囲いの高い方の側面の高さ（ｍ） 

Ｈ2＝ｈ＋１.８＋（Ｂ1÷２）×０.１ 

（断 面 図） 

（平 面 図） 
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1-11-30 

３）ＰＷタイプ 

Ｓ1＝（  ＋０.８×２）×ｈ1   （㎡） 

Ｓ2＝Ｌ×（Ｈ1＋Ｈ2＋Ｂ2－ｈ1）＋Ｂ1×（Ｈ1＋Ｈ2－ｈ1－ｈ2） 

＋（ｂ＋０.８＋０.５）×ｈ2×2＋（ｂ＋０.５×2）×（ｈ1－ｈ2）  （㎡）

Ｓ1 ：枠組足場面積（㎡） 

Ｓ2 ：枠組足場以外の面積（㎡） 

ｂ ：対象構造物の幅（ｍ） 

 ：対象構造物の長さ（ｍ） 

ｈ1 ：対象構造物の谷側での高さ（ｍ） 

ｈ2 ：対象構造物の山側での高さ（ｍ） 

Ｂ1 ：仮囲いの断面の幅（ｍ） 

Ｂ1＝ｂ＋０.５＋０.８＋１.２ 

Ｂ2 ：仮囲いの屋根の幅（ｍ） 

Ｌ ：仮囲いの長さ（ｍ） 

Ｌ＝ ＋０.８×２ 

Ｈ1 ：仮囲いの低い方（谷側）の側面の高さ（ｍ） 

Ｈ1＝ｈ1＋１.８－（ｂ＋０.５＋１.２）×０.１ 

Ｈ2 ：仮囲いの高い方（山側）の側面の高さ（ｍ） 

Ｈ2＝ｈ2＋１.８＋０.８×０.１ 

（断 面 図） 

（平 面 図） 
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１１．７ 土のう工

１．適用 

簡易な仮締切工等に適用するものとする。 

２．数量算出項目 

土のう積面積を算出する。 

（１）数量算出項目一覧表

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

㎡により算出し難い場合は、袋により算出する。 

（２）並べ方 

並べ方は下記の区分による 

① 小口並べ 

② 側面並べ 

（３）土のう積面積 

土のう積面積は直高×延長より算出する。 

３．参考 

小口並べ            側面並べ 

（注）詰土量は地山土量とする。 

直
高

１
ｍ

直
高

１
ｍ

項 目 ３次元 � � � �

モデル 並べ方 �� 数量 � 考

土 の う 積 � � ｍ2(袋)
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１１．８ 切土及び発破防護柵工

１．適用 

切土及び発破による落石又は飛石を防止するための仮設防護柵の設置・撤去に適用する。

２．数量算出項目 

防護柵の面積を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、防護柵形式とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

（２）防護柵形式区分 

防護柵の形式を下記のとおりに区分して算出する。 

① 形式１ 

② 形式２ 

③ 形式３ 

４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。 

（１）防護柵の内訳は下記の項目で算出する。 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

注）支柱・横桁・土留材に使用する各鋼材等については、鋼板はｔ当り、鋼矢板は枚当り、Ｈ

形鋼は本当りにより算出すること。 

区 分 ３次元 � � � �
形 式 モデル 防護柵形式 �� 数量 � 考

防 護 柵 � � �2

区 分 ３次元 � � � �

項 目 モデル � � �� 数 量 � 考

土 留 材 � � �2

� � � � �2

�ート・��ト � � �2
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1-11-33 

４．参考図

 ○ 型式１ 

土留材    支柱(Ｈ形鋼) 

図 2-1 

型式１ 

支柱形式
支 柱 Ｈ形鋼 

横 桁 無 し 

土 留 材 施 工 内 容 全面施工 

飛散防止材施工内容 － 

○ 型式２ 

  (Ａ)      土留材     横桁     支柱(Ｈ形鋼) 

図 2-2 

  (Ｂ)                         横桁

図 2-3 

型式２ 

支柱形式 
支 柱 Ｈ形鋼 

横 桁 有 り 

土 留 材 施 工 内 容 土留全面又は 
土留及び飛散 

防止材併用施工飛散防止材施工内容

○ 型式３ 

横桁 

支柱(Ｈ形鋼) 

図 2-4 

型式３ 

支柱形式
支 柱 Ｈ形鋼 

横 桁 有 り 

土 留 材 施 工 内 容 － 

飛散防止材施工内容 全面施工 

支柱(Ｈ形鋼） 

飛散防止材 
(金網) 

土留材 

飛散防止材
(シート・ネット) 

飛散防止材 
(金網) 

飛散防止材
(シート・ネット) 
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１１．９ 汚濁防止フェンス工

１．適用 

河川、海岸工事等に使用する汚濁防止フェンスの据付・撤去に適用する。 

２．数量算出項目 

汚濁防止フェンスの延長を区分により算出する。 

３．区分 

区分は、規格とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

（２）規格区分 

汚濁防止フェンスの延長をカーテン長（規格）ごとに区分して算出する。 

区 分 ３次元 � � � �

項 目 モデル 規 格 � � � 考

汚濁防止フェンス � � �
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１１．１０ アンカー工（ロータリーパーカッション式）

１．適用 

ロータリーパーカッション式ボーリングマシンにより削孔を行い、引張鋼材にてアンカ

ーを施工し、長期に供用するものに適用する。 

２．数量算出項目 

削孔（アンカー）、アンカー鋼材加工・組立、挿入、緊張・定着・頭部処理（アンカー）、

グラウト注入（アンカー）、ボーリングマシン移設（アンカー）、足場工（アンカー）を

区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、足場工の有無、方式、呼び径、土質、防食方式、アンカー鋼材、削孔長、設

計荷重、頭部処理の有無とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

（２）呼び径区分 

呼び径による区分は、以下のとおりとする。呼び径とは、ドリルパイプ外径（mm）をいう。 

呼び径 φ ９０㎜（単管方式・二重管方式） 

φ１１５㎜（単管方式・二重管方式） 

φ１３５㎜（単管方式・二重管方式） 

φ１４６㎜（二重管方式） 

（３）土質区分 

土質区分は、以下のとおりとする。 

土質区分 粘性土、砂質土（単管方式・二重管方式） 

レキ質土（単管方式・二重管方式） 

玉石混り土（単管方式・二重管方式） 

軟岩（二重管方式） 

硬岩（二重管方式） 

区 分
項 目

３次
元モ
デル

� 性 � �

足場
工の
有無

方式
呼び
径

土質
防食
方式

アン
カー
鋼材

削孔
長

設計
荷重

頭部
処理
の
有無

単� 数量 �考

削 孔
( ア ン カ ー )

� � � � � �

アンカー鋼材加
工・組立�挿入�
緊張・定着・頭部
処理(アンカー)

� � � � � � 本
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注）１．硬岩は、コンクリートを含む。 

２．土砂を貫通して岩部分にアンカーを定着する場合は、二重管削孔を標準とする。 

（４）方式 

方式は、以下のとおりとする。 

方  式 単管 

二重管 

注）土砂を貫通して岩部分にアンカーを定着する場合は、二重管削孔を標準とする。 

４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。 

（１）アンカーの内訳は下記の項目で算出する。 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

（注）数量は、必要量（ロスを含む）を算出すること。 

（２）削孔長区分 

削孔長による区分は、以下のとおりとする。 

削孔長 １０ｍ以内 

るえ超をｍ０１

（３）設計荷重区分 

設計荷重は、以下の区分で算出する。 

設計荷重 ｆ＜400kＮ 

400kＮ≦ｆ＜1,300kＮ 

1,300kＮ≦ｆ＜2,000kＮ 

（４）頭部処理の有無区分 

頭部処理の有無による区分は、以下のとおりとする。 

頭部処理の有無     有り 

    無し 

区 分
項 目

３次元
モデル

� � � �

� � 単 � 数 量 � 考

ア ン カ ー � � � � ｍ

注 � � � � � � ｍ

� ー ス � � ｍ

� � � � � kg

定 着 � � � � � � �
��ロ�ト����
ス�ー��

ア ン カ ー 定 着 � � � �
アンカー���、��ート
ク���

� � � ト � � ｍ3

� 場 � � �ｍ3
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1-11-37 

（５）足場 

足場は、施工場所が既設の構造物（斜面）等で必要な場所に計上する。 

また、作業面の足場幅は、4.5m を標準とする。 

（６）グラウト 

１）グラウトの使用量 

グラウトの使用量は、次式を参考とし、材料の補正（ロス）を含んだ数量を算出する。 

Ｖ＝ 
Ｄ2×π 

×Ｌ×（１＋Ｋ） 
４×１０6

Ｖ：注入量（ｍ ） 

Ｄ：ドリルパイプの外径（㎜) 

Ｌ：削孔長（ｍ） 

Ｋ：補正係数 

（注）補正係数は２．２を標準とするが、過去の実績や地質条件等により本係数を使用す

ることが不適当な場合は、別途考慮すること。 
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１１．１１ 鉄筋挿入工（ロックボルト工）

１．適用 

鉄筋挿入工（ロックボルト工）に適用する。 

２．数量算出項目 

鉄筋挿入の延長を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、現場条件、規格、垂直高とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。 

（１）鉄筋挿入の内訳は下表の項目で算出する。

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

注）１．鉄筋挿入の施工単位（ｍ）は、削孔長を表す。 

注）２．足場、上下移動については、必要に応じて計上する。 

区 分
３次元

� � � �

モデル
項 目 現場条件 規 格 垂直高 単 位 数 量 � 考

鉄 筋 挿 入 � � � � ｍ

区 分 ３次元 � � � �

項 目 モデル 現場条件 規 格 垂直高 単 位 数 量 � 考

鉄 筋 挿 入 � � � � ｍ 注）１

足 場 � � × × �ｍ3 注）２

上 下 移 動 � � × × � 注）２
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（２）鉄筋挿入は現場条件、規格、垂直高毎に以下の区分で算出する。 

現場条件 (Ⅰ)削孔に要する重機が搬入可能な場合：削孔長１ｍ以上５ｍ以下、

削孔径 42 ㎜以上 65 ㎜以下、法面垂直高さ 30ｍ以下 

(Ⅱ)削孔が仮設足場（単管足場）または土足場となる場合：削孔長１

ｍ以上５ｍ以下、削孔径 42 ㎜以上 65 ㎜以下、法面垂直高さ 40ｍ

以下(ただし、機械設置基面から削孔位置までの高さが１ｍ以下)

(Ⅲ)削孔がロープ足場（命綱）となる場合：削孔長１ｍ以上２ｍ以下、

削孔径 42 ㎜以上 50 ㎜以下、法面垂直高さ 40ｍ以下 

（３）グラウト注入の規格はその配合を１ 当りで算出し、アンカー１本当りのグラウト注入量

も算出する。 

アンカー１本当りに必要なグラウト注入量は、次式を標準とする。 

Ｖ＝ 
Ｄ2×π 

×Ｌ×（１＋Ｋ） 
４×１０6

Ｖ：グラウト注入量（ ） 

Ｄ：削孔径（㎜) 

Ｌ：削孔長（ｍ） 

Ｋ：補正係数（＝０．４） 

（４）垂直高

項  目 法面垂直高による区分 

現 場 条 件 Ⅰ ①３０ｍ以下 ②３０ｍを超える 

現 場 条 件 Ⅱ ①４０ｍ以下 ②４０ｍを超える 

現 場 条 件 Ⅲ ①４０ｍ以下 ②４０ｍを超える 

注）法面垂直高さとは、法面下部からの高さである。 

（５）仮設足場 

仮設足場は現場条件(Ⅱ)の場合で、必要な場所に計上する。 

又、作業面の足場幅は３.０ｍを標準とする。 

（６）削孔機械の上下移動 

削孔機械の上下移動は現場条件（Ⅱ）の場合で、必要な場所に計上する。 
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1-11-40 

５．参考

適用のフロー図 

削孔に要する重機

の搬入が可能か？ 現場条件Ⅰ

機械設置基面から

削孔位置までの高

さが 1m 以下か？ 

φ：削孔径

Ｌ：削孔長

NO 

YES 

法面垂直高さが 

30m 以下か？ 

42 ㎜≦φ≦65 ㎜

かつ 

1m≦Ｌ≦5m

仮設足場の設置 

または土足場の 

確保が可能か？ 

現場条件Ⅱ
法面垂直高さが 

40m 以下か？ 

42 ㎜≦φ≦65 ㎜

かつ 1m≦Ｌ≦5m

適用外 

適用外 

法面垂直高さが 

40m 以下か？ 

42 ㎜≦φ≦50 ㎜

かつ 1m≦Ｌ≦2m 現場条件Ⅲ

YES

YES

YES

YES YES 

NONO 

NO 

YES 

NO NO

NO

YES 

YES

START 
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１１．１２ ウエルポイント工

１．適用 

構造物等の掘削工事におけるウエルポイント工に適用する。 

２．数量算出項目 

ウエルポイント本数を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、規格とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

（２）規格区分 

ウエルポイント本数をウエルポイントの種類・サンドフィルターの有無に区分して算出す

る。 

４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。 

（１）ウエルポイントの内訳は下記の項目で算出する。

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

３次元 � � � �
区 分

モデル
項 目 規 格 �� 数 量 � 考

ウエルポイント � � �

区 分 ３次元 � � � �

項 目 モデル 規 格 �� 数 量 � 考

ウエルポイント � � 本

���ー�イン � � �

� � �

� � � ト � � � � �

ウエルポイントポン�
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１１．１３ 敷鉄板設置撤去工

１．適用 

工事用道路工事等において、軟弱地盤等により工事用車両の通行に支障がある場合の敷

鉄板設置・撤去作業に適用する。 

２．数量算出項目 

敷鉄板の面積、枚数を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、施工箇所、規格とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

（２）施工箇所区分 

施工箇所（ブロック）毎に区分して算出する。 

（３）規格区分 

敷鉄板の種類、寸法（厚さ×幅×長さ）毎に区分して算出する。 

区 分 ３次元 � � � �

項 目 モデル 施工箇所 規 格 �� 数 量 � 考

�2

敷 鉄 板 � � �

枚
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12 章 構 造 物 補 修 工

12.1 ひび割れ補修工（充てん工法） 

12.2 ひび割れ補修工（低圧注入工法） 

12.3 断面修復工（左官工法） 
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12章 構造物補修工 
12.1 ひび割れ補修工（充てん工法） 

１．適用 

２．数量算出項目 

３．区分 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。

注）１．現場条件により特殊な養生が必要な場合は、別途考慮する。 

２．コンクリート殻の積込み・運搬及び処分費は別途計上する。 

３．足場等については、現場条件を考慮の上、別途計上する。 

４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるものとする。 

コンクリート構造物のひび割れ補修における１構造物当りの充てん作業に適用する。 

ひび割れ補修工（充てん工法）を区分ごとに算出する。 

区分は、規格とする。 

区 分 ３次元 � � � �

項 目 モデル 規 格 � � 数 量 � 考

ひび割れ補修工 補修���� � �

（充てん工法）

充てん� � � kg
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12.2 ひび割れ補修工（低圧注入工法） 

１．適用 

２．数量算出項目 

３．区分 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。

注）１．現場条件により特殊な養生が必要な場合は、別途考慮する。 

２．足場等については、現場条件を考慮の上、別途計上する。 

４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるものとする。 

コンクリート構造物のひび割れ補修における１構造物当りの低圧注入作業（圧縮空

気、ゴムやバネの復元力などを利用して加圧できる専用器具を用いて注入を行うもの）

に適用する。 

ひび割れ補修工（低圧注入工法）を区分ごとに算出する。 

区分は、規格とする。 

区 分 ３次元 � � � �

項 目 モデル 規 格 � � 数 量 � 考

ひび割れ補修工 補修���� � �

（低圧注入工法）

注入� � � kg

�ール� � � kg

低圧注入器具 � � �
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12.3 断面修復工（左官工法） 

１．適用 

２．数量算出項目 

３．区分 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする

注）１．現場条件により特殊な養生が必要な場合は、別途考慮する。 

２．コンクリート殻の積込み・運搬及び処分費は別途計上する。

３．足場等については、現場条件を考慮の上、別途計上する。 

４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるものとする。 

コンクリート構造物の断面修復における１構造物当りの左官作業に適用する。 

断面補修工（左官工法）を区分ごとに算出する。 

区分は、鉄筋ケレン・鉄筋防錆処理の有無とする。 

区 分 � � � �

３次元 鉄筋ケレン

項 目 モデル � � ・鉄筋防錆 � � 数 量 � 考

処理の有無

断面補修工 修復���積 � � �3

（左官工法）
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2 

第２編 河川・砂防編 

１章 護岸根固め工 

２章 樋門・樋管 

３章 浚渫工 

４章 河川維持工 

５章 砂防工 

６章 斜面対策工 

７章 消波工 

８章 光ケーブル工 

- 2 -
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１ 章 護岸根固め工 

１.1 消波根固めブロック工 

            1.1.1 消波根固めブロック工 

            1.1.2 消波根固めブロック工 

（ブロック撤去工）（0.25t以上35.5t 以下）

１.2 沈床工 

１.3 かご工 

１.4 捨石工（河川海岸） 

１.5 護岸基礎ブロック工 
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１章 護岸根固め工

１．１ 消波根固めブロック工

１．１．１ 消波根固めブロック工

１．適用 

河川、砂防、海岸、道路工事に使用する 11.0ｔ以下(実質量とする)の消波根固めブロッ

ク工に適用する。 

２．数量算出項目 

消波根固めブロックの個数を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、数量算出項目及び区分一覧表によるものとする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

①消波根固めブロック製作 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

②消波根固めブロック横取り、積込、荷卸 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

注）横取り作業は、クレーンによるブロックの移動距離50ｍ未満の範囲とする。 

区分

項目

３

次

元

モ

デ

ル

� � � �

�����

��

��の

��

�

������

��

1 個

�り

������

��量

1 個�

り��

�積

��工

の��

�

�

数

量

�

考

消波根固め

�����製作
� � � � � � � 個

区分

項目

３次元

モデル

� � � �

������� ������ �� 数量 �考

消波根固め�����横取り � � � 個

消波根固め�����積込 � � � 個

消波根固め�����荷卸 � � � 個
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③消波根固めブロック据付 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

注）据付け（水中）とは、据付作業の内、玉外し作業又はブロックの据付位置の確認作業を

水中で行う場合に適用する。 

④消波根固めブロック運搬 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

注）運搬距離は片道であり、往路と復路が異なる場合は、平均値とする。片道運搬距離が15km

を超える場合は、別途考慮すること。 

��

��

３次元

モデル

� � � �

�����

��

据付

場�

�����

10 �

�り

��

��

�置

��

据付

方法

����

��
�位 �� �考

消波根固め

�������り
� � � �� � � �

��

��

３次元

モデル

� � � �

������

�

作業�

�

���� 1�

�り

�����

����

����

1 ��り

運搬距離

�位 �� �考

消波根固め

�����運搬
� � � � � �

2-1-3

247



2-1-4 

４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。 

（１）乱積 

乱積の場合は、横断面図より空体積を計算し、コンクリートブロックの空隙率を考慮し、次

式より算出する。 

Ｎ＝ 
Ｖ（１－ａ）

ｖ 

（２）層積 

層積における設置間隔については、ブロックメーカーのカタログによるものとする。 

（３）トラック１台当りブロック積載個数(ｎ)は、ブロックの形状、寸法及びトラック等の荷台

寸法、積載質量を考慮して決定するが、一般の場合は、下記による。 

ｎ＝Ｘ／Ｗ（少数以下切り捨て） 

Ｘ：トラック等の積載質量    （ｔ） 

Ｗ：ブロック１個当りの質量（実質量）  （〃） 

５．参考図 

（１）乱積 

（２）層積 

Ｎ＝個数（個） 

Ｖ＝空体積（ ） 

ｖ＝１個当り空体積（ ／個）

ａ＝空隙率 

法留基礎 

法 覆

根固めブロック(乱積) 

基礎矢板 

W.L

法留基礎 

法 覆

根固めブロック（層積）

基礎矢板

W.L

間 詰 計画河床高 
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１．１．２ 消波根固めブロック工（ブロック撤去工）（0.25t 以上 35.5t 以下） 

１．適用 

根固め工における根固めブロック撤去に適用する。 

２．数量算出項目 

消波根固めブロックの個数を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、ブロック質量、作業区分、堆砂の有無、クレーン機種とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

注）１．ブロック質量は、ブロック実質量とする。 

（２）作業区分 

作業区分は、撤去・仮置き、撤去・据付け（乱積）、撤去・据付け（層積）、撤去・積込み

に区分して算出する。 

区分

項目

３次元

モデル

� � � �

�����

質量
作業区分

堆砂

の有無

����

機種
�� 数量 �考

消波根固め

ブロック撤去
B � � � � 個
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１．２ 沈床工

１．適用 

河床洗掘防止としての沈床工に適用する。 

２．数量算出項目 

粗朶単床、粗朶沈床、木工沈床、改良沈床の面積を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、施工箇所、規格とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。

（２）施工箇所区分 

点在する場合は、その施工箇所ごとに区分して算出する。 

（３）規格区分 

各沈床工の形状寸法ごとに区分して算出する。なお、木杭または丸太の材質（杉・松）に

ついては明記する。 

４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。

（１）一般的には次式により設置又は撤去面積を算出する。 

面積（Ａ）＝縦長（Ｌ）×幅（Ｂ） 

（２）使用する木杭・粗朶・玉石および沈石等も、各々数量を算出する。 

沈 床 工 

L 

B 

区 分 � � � �
３次元

項 目

施 工
モデル 規 格 単� 数 量 � 考

箇 所

粗 朶 単 床 Ｂ � � �2

粗 朶 沈 床 Ｂ � � �2 ��設置撤去の��明記

木 工 沈 床 Ｂ � � �2 木工沈床���

改 良 沈 床 Ｂ � � �2

2-1-6
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１．３ かご工

１．適用 

地すべり防止施設及び急傾斜崩壊対策施設におけるかご工を除くかご工のうち、じゃ

かご（径 45，60cm）、ふとんかご（パネル式，高さ 40～60cm，幅 120cm）及びかごマット

（厚さ 30，50cm）の施工に適用する。 

２．数量算出項目 

じゃかご、ふとんかご、かごマット等の数量を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、作業区分、規格とする。 

（１）数量算出項目および区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。

（２）作業区分 

設置、撤去に区分して算出する。 

（３）規格区分 

じゃかごについては径、鉄線の規格（線径、網目、材料等）ごとに区分し、ふとんかごに

ついてはふとんかご種別（スロープ式、階段式）、高さ、幅、鉄線の規格ごとに区分して算

出する。かごマットについては、厚さ、かご本体材質、詰石の種類・規格、鉄線の規格ごと

に区分して算出する。 

なお、曲線部の施工等で特別製作するものは、別途区分して算出する。 

４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。 

（１）じゃかご及びふとんかごについては、総延長、かごマットについては、総面積を上記区分

ごとに算出する。 

なお、じゃかごにおいて止杭を使用する場合は必要本数を算出する。 

（２）止杭打込は、１本当たり松丸太末口 9cm、長さ 1.5m を標準とする。 

区分

項目

３次元

モデル

� � � �

作業

区分
規 格 �� 数 量 � 考

じゃかご � � � � 長さは総延長を記�

ふとんかご � � � � �

止杭打込 � × × 本 必要に�じて

��マット � � � �2 面積は総面積を記�

��・�� � × × �2
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５．参考図 

１．じゃかご 

２．ふとんかご（階段式） 

３．ふとんかご（スロープ式） 

床拵え

埋戻し

床拵え

床拵え 

床拵え

法面整形

埋戻し
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１．４ 捨石工（河川海岸）

１．適用範囲 

河川及び海岸工事における護岸の根固めを目的とした、捨石工の陸上からの施工に適用

する。 

２．数量算出項目 

捨石投入の体積、表面均しの面積を算出する。 

３．区分 

区分は、規格、最大作業半径とする。 

（１）数量算出項目一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。

（２）最大作業半径 

最大作業半径は以下の区分で算出する。 

最大作業半径 ９ｍ以下 

９ｍを超え２４ｍ以下 

（３）表面均し 

表面均しは以下の区分で算出する。 

表面均し 施工期間中の平均水位以上の陸上部 

施工期間中の平均水位未満の水中部 

項 目 ３次元 � � � �

モデル 規格 最大作業半径 �位 数量 � 考

捨 石 投 入 �構造 � � ｍ3

表 面 均 し � � × ｍ2
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１．５ 護岸基礎ブロック工
１．適用 

河川における護岸のプレキャスト基礎ブロック（ブロック製品長２ｍ、３.３ｍ、４ｍ、

５ｍ）の施工に適用する。 

２．数量算出項目 

基礎ブロックの延長、中詰材の体積を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、中詰材の種類、ブロック製品長、ブロック下幅、生コンクリート規格とする。

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

（２）中詰材区分 

中詰材の種類の区分は、下記のとおりとする。 

中詰材の種類    コンクリート 

      その他または無し 

（３）ブロック製品長区分 

    中詰材の種類ごとに区分して算出する。 

     ブロック製品長(中詰材の種類が  2,000mm 

コンクリートの場合)   3,300mm 

      5,000mm 

ブロック製品長(中詰材の種類が  2,000mm 

その他または無しの場合)   3,300mm 

      4,000mm 

      5,000mm 

区分

項目

３次元

モデル

� � � �

中詰材

の種類

�����

製品長

�����

下幅

生����

��規格

�

�
数 量 � 考

プレキャスト基礎ブロック � � � � � ｍ

中詰コンクリート�� � × × × � ｍ3
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（４）ブロック下幅区分 

中詰材の種類ごとに区分して算出する。 

ブロック製品長(中詰材の種類が  500mm 以上   600mm 未満 

コンクリートの場合)    600mm 以上   700mm 未満 

      700mm 以上   900mm 未満 

      900mm 以上 1,100mm 未満 

      1,100mm 

ブロック製品長(中詰材の種類が  400mm 以上   500mm 未満 

その他または無しの場合)  500mm 以上   600mm 未満 

  600mm 以上   700mm 未満 

  700mm 以上   900mm 未満 

  900mm 以上 1,100mm 未満 

  1,100mm 

2-1-11

255





2-2-1 

２ 章 樋 門・樋 管 

２.1 軟弱地盤上における柔構造樋門・樋管 
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区分 ３次元 属性情報

項目 モデル 規格 単位 数量 備考

プレキャストブロック Ａ ○ ブロック

目地 Ｂ ○ 箇所

ＰＣケーブル組立 Ｂ ○ �

グラウト Ｂ × ｍ シース延長

２章 樋門・樋管

２．１ 軟弱地盤上における柔構造樋門・樋管

１．適用 

軟弱地盤上の河川堤防内に設置するＰＣプレキャスト構造の樋門・樋管に適用する。 

但し、特殊な構造の樋管や函体の沈下を許容することが困難な樋管等については適用し

ない。 

２．数量算出項目 

プレキャストブロック数、目地の箇所数、ＰＣケーブル組立、グラウト注入延長を区分

ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、規格とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

（２）規格区分 

目地の箇所数を目地の材質によって区分して算出する。 

目地材質 無収縮モルタル 

ムゴ

無収縮モルタルの使用量は１ブロック当り 0.06  とする。 

区 分 

項 目 
規 格 単 位 数 量 備 考 

Ｐ Ｃ ケ ー ブ ル ○ ㎏  ロス率 5% 

シ ー ス ○ ｍ  ロス率 6% 

定 着 装 置 ○ 個   

ＰＣケーブル組立 × ｹｰﾌﾞﾙ数   

ケーブル延長は定着装置内面間の実延長とし、シースは実長より算出する。 

なお、ロス率は含まない数量とする。 

３次元モデルを用いる場合、「プレキャストブロック」は、３次元モデルより必要なブロック数
をカウントし、属性情報より規格を区分することより「Ａ」を適用する。
「目地」は、簡易な形状（点、線、面）を用いて位置と箇所数を算出し、属性情報を用いて規格 
を区分することより「Ｂ」を適用する。
「PCケーブル組立」は、簡易な形状（点、線、面）を用いて位置とPCケーブル延長等を算出し、 
属性情報を用いて規格を区分することより「Ｂ」を適用する。
「グラウト」は、簡易な形状（点、線、面）を用いて位置と延長を算出することより「Ｂ」を適
用する。 
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３ 章 浚  渫  工 

3.1 浚渫工（ポンプ式浚渫船） 

3.2 浚渫工（バックホウ浚渫船） 
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３章 浚渫工

３．１ 浚渫工（ポンプ式浚渫船）

１．適用 

河川及び湖沼におけるポンプ式浚渫船による浚渫工事に適用する。 

２．数量算出項目 

浚渫土量、排砂管、受枠、フロータ、水上管用ジョイント、仕切弁、曲管、分岐管の数

量を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、管径、設置高さ、規格とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。

※排砂管は、１本当たり６ｍを標準とする。 

受枠間隔は、排砂管６ｍもの１本につき受枠を２組とし、その間隔は３ｍを標準とする。 

区 分 ３次元 � � � �

項 目 モデル 管径 設置高さ 規格 数量 � 考

浚 渫 土 量 土構造 × × × ｍ3

浚渫�� � × × × ｍ2

浚渫�さ � × × × ｍ

� � � ｍ �上�と水上�に分け�

排 砂 管 � 本 算出し、�用本数につ�

�も算出する。

� � � ｍ �上�排砂管設置��を

受 枠 � 本 算出し、�用本数につ�

�も算出する。

フ ロ ー タ � � × � 組

水上管用ジョイン � � × � �

仕 切 弁 � � × � �

曲 管 � � × � 本

分 岐 管 � � × � 本
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（２）設置高さ区分 

設置高さによる区分は、以下によるものとする。 

設置高さ 笠木のみ 

地上より０ｍを超え～１.５ｍ以下 

地上より１.５ｍを超え～２.５ｍ以下 

地上より２.５ｍを超え～３.５ｍ以下 

（注）設置高さとは、笠木の地上からの高さである。

４．参考 

受 枠 の 構 造 図 

注）単位は「ｍ」とし、（ ）は管径が 350mm～560mm の場合の使用材とする。 

受 枠 の 間 隔 

笠木 0.12×1.5 

(0.12×1.8) 
鎹 

杭木 0.12×2.0

笠木 0.12×1.5 

1
.
0
 
 
 
1
.
0
 

(1.3) 

1.0 

1
.
0
 
 
 
 
2
.
0
 

笠木 0.12×1.5 

(0.12×1.8)

鎹 

胴木 0.09×6.5 

鉄線 

杭木 0.12×3.0 

筋違 0.09×3.0 

1.0

笠木 0.12×1.5 

(0.12×1.8)

鎹 

胴木 0.09×6.5

鉄線 

杭木 0.12×4.5

筋違 0.09×4.01
.
5
 
 
 
 
 
3
.
0
 

1.0

排砂管

1.5m 1.5m             1.5m 1.5m  

   3.0m       3.0m       3.0m

ジョイント 受枠の笠木  ジョイント

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 
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３．２ 浚渫工（バックホウ浚渫船）

１．適用 

河川及びダムにおけるバックホウ浚渫船による浚渫工の施工に適用する。 

２．数量算出項目 

浚渫土量の数量を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、N 値とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。

区 分 ３次元 � � � �

項 目 モデル N値 数量 � 考

浚 渫 土 量 土構造 � �3

浚渫�� � � �2

浚渫�� � � �

2-3-4

262



2-4-1 

４ 章 河 川 維 持 工 

4.1 堤防除草工 

4.2 堤防天端補修工 

4.3 堤防芝養生工 

4.4 伐木除根工 

4.5 塵芥処理工 

4.6 ボーリンググラウト工 

4.7 木杭打工 

4.8 袋詰玉石工 

4.9 笠コンクリートブロック据付工 
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４章 河川維持工

４．１ 堤防除草工

１．適用 

河川堤防及び高水敷等の除草、集草、梱包、積込・荷卸及び運搬に適用する。 

芝育成を目的とした芝堤除草（芝刈）、芝養生（抜取り）、薬剤散布は含まない。 

２．数量算出項目 

除草、集草、梱包、積込・荷卸、運搬（堤防除草）、除草、集草（人力）、梱包、積込・

荷卸（総合）、除草、集草（機械）、梱包、積込・荷卸（総合）の数量を区分ごとに算出する。

３．区分 

区分は、施工箇所、除草機種、飛散防止措置、集草機種、機種、運搬機械、梱包の有無、

DID区間の有無、運搬距離（片道）とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。

注）１．除草面積を作業内容（除草、集草、梱包、積込・荷卸）ごとに区分して算出する。

なお、運搬が必要な場合、運搬経路に応じて、運搬距離を算出する。 

２．施工箇所毎に工法を区分して算出する。 

３．運搬距離は片道であり、往路と復路が異なる場合は，平均値とする。 

区 分

項 目

3
次

元

モ

デ

ル

� � � �

施

工

箇

所

除草

機種

飛散

防止

措置

集

草

機

種

機

種

運

搬

機

械

梱包

の

有無

��� 
区間

の

有無

運搬

距離

(片

道)

�

�

数

量

�

考

除草 � � � � × × × × × × �2

集草 � � × × � × × × × × �2

梱包 � × × × × × × × × × �2

積込・荷卸 � × × × × � × × × × �2

運搬

（堤防除草）
� × × × × × � � � � �2

除草，集草

(人力)，梱包，

積込・荷卸(総

合)

� � � � × × � � × × �2

除草，集草

(機械)，梱包，

積込・荷卸(総

合)

� � � × × × � � × × �2
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（２）除草機種による区分は、以下のとおりとする。 

除草機種 大型自走式（ロングリーチ式） 

遠隔操縦式（刈幅 185cm） 

遠隔操縦式（刈幅 120cm） 

ハンドガイド式（刈幅 150cm） 

肩掛式（カッタ径 255mm） 

人力 

（３）飛散防止措置による区分は、以下のとおりとする。 

飛散防止装置 有り 

無し 

（４）集草機種による区分は、以下のとおりとする。 

集草機種 遠隔操縦式（集草幅 180cm） 

遠隔操縦式（集草幅 160cm） 

ハンドガイド式（集草幅 200cm）

人力 

（５）積込・荷卸における機種による区分は、以下のとおりとする。 

機種 ダンプトラック（オンロード・ディーゼル・2t 積級）（梱包無し）

ダンプトラック（オンロード・ディーゼル・2t 積級）（梱包有り）

パッカー車（回転式・積載容量 8  ）

（６）運搬機械による区分は、以下のとおりとする。 

機種 ダンプトラック（オンロード・ディーゼル・2t 積級） 

パッカー車（回転式・積載容量 8  ）

（７）梱包の有無による区分は、以下のとおりとする。 

梱包の有無 梱包有り 

梱包無し 

（８）DID 区間の有無による区分は、以下のとおりとする。 

DID 区間の有無 無し 

有り 
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４．数量算出方法 

数量算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」による。 

５．参考図 

（１）標準施工フローは下図のとおりとする。 

（２）工法選定フローは下図のとおりとする。 
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４．２ 堤防天端補修工

１．適用 

河川堤防の管理用通路における堤防天端補修に適用する。 

２．数量算出項目 

不陸整正・締固めの面積を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、補修材敷均しの有無、補修材の種類、補修材平均厚さとする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。

（２）不陸整正・締固めの補修材敷均しの有無による区分は、以下のとおりとする。 

補修材敷均しの有無 無し 

有り 

（３）不陸整正・締固めの補修材平均厚さによる区分は、以下のとおりとする。 

補修材平均厚さ 25mm 未満 

25mm 以上 75mm 未満 

75mm 以上 125mm 未満 

125mm以上 175mm未満 

175mm以上 225mm未満 

225mm以上 275mm未満 

275mm以上 325mm未満 

４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」による。 

区 分

項 目

３次元

モデル

� � � �

補修材敷均し

の有無

補修材

の種類

補修材

平均厚さ
�� 数量 �考

不陸整正・締固め � � � � �2
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４．３ 堤防芝養生工 

１．適用 

主に芝の繁茂している河川堤防及び高水敷等において、芝育成を目的とした芝養生工のう

ち、施肥工、抜根工、集草・積込運搬に適用する。 

２．数量算出項目 

抜根、施肥の面積を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、作業区分とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

注）１．危険物、空き缶、流木、石等の除去は、塵芥処理等で別途考慮する。 

２．積込運搬は、運搬距離15km（片道）以下に適用し、15km（片道）を超える場合は別

途考慮する。 

３．化学肥料の散布量が300～1,000kg／10,000ｍ2 の場合に適用し、これにより難い場

合については別途考慮する。 

（２）伐根の作業区分は、以下のとおりとする。 

伐 根 抜根＋集草＋積込運搬 

草集＋根抜

みの根抜

みの草集

みの搬運込積

関連数量算出項目 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。

４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」による。

区 分

項 目

３次元

モデル

����

作業区分 �� 数量 �考

伐 根 � � ｍ2

施 肥 � × ｍ2

項目
３次元

モデル

� � � �

�� 数量 �考

処分� � ｍ3 ��な場合別途��

塵芥処理工 � ｍ2 「 第 2 編 ( 河 川 ・� 防 編 )4.5塵芥処理工」参�
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４．４ 伐木除根工

１．適用 

河川堤防、高水敷又は中州等に繁茂している樹木の伐木又は竹の伐竹を行う伐木除根工の

うち、伐木又は伐竹、除根、整地、集積、現場内小運搬、積込み、現場外搬出に適用する。

２．数量算出項目 

伐木・伐竹（伐木除根）、除根（伐木除根）、整地（伐木除根）、集積積込み（機械施工）

（伐木除根）、集積（人力施工）（伐木除根）、積込み（人力施工）（伐木除根）、運搬（伐

木除根）、伐木・伐竹（複合）の面積を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、樹木・竹の区分 樹木密集度、除根作業の有無、積込条件、DID区間の有無、運搬

距離、集積積込み作業の区分とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

①伐木・伐竹（伐木除根） 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。

注）１．刈草及び伐木・伐竹の集積は含まない。 

２．除根した根の集積は含まない。 

②集積積込み（機械施工）（伐木除根） 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

区 分

項 目

３次元

モデル

����

樹木・竹の区分

樹木密集度
�� 数量 �考

伐木・伐竹
（伐木除根）

� � �2

除根
(伐木除根）

� × �2

整地
(伐木除根）

� × �2

区 分

項 目

３次元

モデル

����

除根作業の有無 �� 数量 �考

集積積込み
（機械施工）

（伐木除根）
� � �2
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③集積積込み（人力施工）（伐木除根） 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。

注）現場外搬出時の積込作業は含まない。 

④運搬（伐木除根） 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

⑤伐木・伐竹（複合）（伐木、除根、整地、集積積込までの一連の作業を含む） 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。

（２）樹木・竹の区分 樹木密集度による区分は、以下のとおりとする。 

樹木・竹の区分 樹木密集度 伐木（粗）（10 本/100 ㎡未満） 

伐木（中）（10 本/100 ㎡以上 50 本/100 ㎡未満）

伐木（密）（50 本/100 ㎡以上） 

伐竹 

（３）除根作業の有無による区分は、以下のとおりとする。 

除根作業の有無 有り 

無し 

（４）積込条件による区分は、以下のとおりとする。 

（除根作業が必要（有り）な場合は、機械施工となる） 

積込条件 人力施工 

機械施工 

� �
３次元

モデル

����

�� �� �考

集積
（人力施工）
（伐木除根）

� �2

積込み
（人力施工）
（伐木除根）

� �2

区 分

� �

３次元

モデル

����

積込

条件

除根作業の

有無
DID 区�

の有無
運搬��

�

�

�

�

�

考

運搬

(伐木除根）
� � � � � �2

区 分

� �

３次元

モデル

����

樹木・竹の区

分樹木密集度

除根作業

の有無

集積積込み作

業の区分
�� � � � 考

伐木�伐竹

(複合）
� � � � �2
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（５）除根作業の有無による区分は、以下のとおりとする。 

（積込条件が機械施工の場合のみ） 

除根作業の有無 有り 

無し 

（６）DID 区間の有無による区分は、以下のとおりとする。 

DID 区間の有無 無し 

有り 

関連数量算出項目 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。

４．数量算出方法 

数量算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか、下記の方法によるものとする。 

（１）除根（伐木除根）、整地（伐木除根）、集積積込み（機械施工）（伐木除根）、集積（人

力施工）（伐木除根）、積込み（人力施工）（伐木除根）の対象面積は、伐木、伐竹（伐木

除根）面積と同面積とする。 

（２）運搬（伐木除根）の運搬距離は片道であり、往路と復路が異なる場合は平均値とし、自動

車専用道路を利用する場合には別途考慮する。 

項 目
３次元

モデル

����

�� 数量 �考

�分� � �3 ��な場合別途��
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４．５ 塵芥処理工

１．適用 

河川堤防、高水敷又は中州等の陸上部にある塵芥の収集・集積、現場外搬出に適用する。

２．数量算出項目 

散在塵芥の収集面積、堆積塵芥の収集体積を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、作業区分、塵芥の種類、DID 区間の有無、運搬距離とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。

（２）項目分類 

塵芥量が１ｍ3／1,000ｍ2 程度以下の場合は、散在塵芥収集とし、それ以上の場合は、堆積

塵芥収集を標準とする。 

（３）作業区分 

作業区分は、以下のとおりとする。 

作業区分 収集・集積のみ 

収集・集積・運搬 

運搬のみ 

（４）塵芥の種類区分 

堆積塵芥の種類による区分は、以下のとおりとする。 

塵芥の種類 木片、空缶、枯草等のかさ高物 

コンクリート塊等の重量物 

４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編(共通編）１章基本事項」によるほか、下記の方法によるものとする。 

（１）運搬距離は片道であり、往路と復路が異なる場合は、平均値とする。 

項 目
３次元

モデル

� � � �

作業

区分

塵芥の

種類
���区間の

有無

運搬

距離

���������

�����
��

数

量

�

考

散在塵芥収集 � � × � � � ｍ2

堆積塵芥収集

（����）
� � � � � � ｍ3

堆積塵芥収集

（����）
� � � � � � ｍ3
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４．６ ボーリンググラウト工

１．適用 

注入設備２セット施工により、河川構造物（樋管・樋門・水門・堤防等）周辺の止水、空

洞充填等を目的にセメントベントナイトを注入するボーリンググラウト工に適用する。 

２．数量算出項目 

削孔、注入、注入設備据付・解体の数量を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、削孔工法、削孔長、土質係数（α）、注入工１ｍ3当り注入日数（Ｓ）、注入材

料の配合、セメントの種類とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

注）１．工法による区分は、以下を参考とする。 

２．削孔径はロッド工法がφ46mm、パッカー工法がφ52mm（２インチ）を標準とする。 

３．注入設備２セット分の回数とする。 

（２）削孔工法による区分は、以下のとおりとする。 

削孔工法 ロッド工法 

パッカー工法

区 分

項 目

３次元

モデル

����

削孔

工法

削孔

長

土質

係数

（α）

注入工

1ｍ3 当

り注入

日数

（Ｓ）

注入

材料

の

配合

セメ

ント

の種

類

�� 数量
備

考

削孔 � � � � × × × 孔

注入 � � × × � � � ｍ3

注入設備据付

・解体
� × × × × × × 回
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（３）削孔長による区分は、以下のとおりとする。 

（削孔工法がロッド工法の場合） 

削孔長 1.0m 以上 2.0m 未満 

2.0m 以上 3.0m 未満 

3.0m 以上 4.0m 未満 

4.0m 以上 5.0m 未満 

5.0m 以上 6.0m 未満 

6.0m 以上 7.0m 未満 

7.0m 以上 8.0m 未満 

8.0m 以上 9.0m 未満 

9.0m 以上 10.0m 未満 

10.0m 以上 11.0m 未満 

11.0m 以上 12.0m 未満 

12.0m 以上 13.0m 未満 

13.0m 以上 14.0m 未満 

14.0m 以上 15.0m 未満 

15.0m 以上 16.0m 未満 

（４）削孔長による区分は、以下のとおりとする。 

（削孔工法がパッカー工法の場合） 

削孔長 0.2m 未満 

0.2m 以上 0.4m 未満 

0.4m 以上 0.6m 未満 

0.6m 以上 0.8m 未満 

0.8m 以上 1.0m 未満 

1.0m 以上 1.2m 未満 

1.2m 以上 1.4m 未満 

1.4m 以上 1.6m 未満 

1.6m 以上 1.8m 未満 

1.8m 以上 2.0m 未満 
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（５）土質係数（α）による区分は、以下のとおりとする。 

（工法がロッド工法の場合） 

土質係数 1.0 

1.1 

1.2 

1.3 

1.4 

1.5 

1.6 

1.7 

1.8 
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（６）注入工１ｍ3 当り注入日数（Ｓ）による区分は、以下のとおりとする。

積算条件 区分
参考

（注入日数から換算した

1分間当り注入量）

注入工1 当り注入日数（S） 0.10日 （11.7～12.0 /min）

0.11日 （10.7～11.6 /min）

0.12日(標準) （9.9～10.6 /min）

0.13日 （9.1～9.8 /min）

0.14日 （8.5～9.0 /min）

0.15日 （8.0～8.4 /min）

0.16日 （7.5～7.9 /min）

0.17日 （7.1～7.4 /min）

0.18日 （6.7～7.0 /min）

0.19日 （6.3～6.6 /min）

0.20日 （6.0～6.2 /min）

0.21日 （5.7～5.9 /min）

0.22日 （5.5～5.6 /min）

0.23日 （5.3～5.4 /min）

0.24日 （5.1～5.2 /min）

0.25日 （4.9～5.0 /min）

0.26日 （4.7～4.8 /min）

0.27日 （4.5～4.6 /min）

0.28日 （4.3～4.4 /min）

0.29日 （4.2 /min）

0.30日 （4.1 /min）

0.31日 （4.0 /min）

（７）注入材料の配合による区分は、以下のとおりとする。

注入材料の配合 軟練り配合

中練り配合 1

中練り配合 2

各種配合

関連数量算出項目
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４．数量算出方法

数量算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか、下記の方法によるものとする。

（１）土質係数（α）は、掘削する土質毎の係数を下記のとおり加重平均して算出する。

αは小数第２位を四捨五入し小数第１位とする。

α＝
α1×Ｌ1+α2×Ｌ2

Ｌ1+Ｌ2

ここで、α1：砂質土及び粘性土の土質係数(＝1.0)

α2：レキ質土の土質係数(＝2.5）

Ｌ1：砂質土及び粘性土の総削孔長(ｍ)

Ｌ2：レキ質土の総削孔長(ｍ)

（２）標準の注入工１ｍ3 当り注入日数（Ｓ）は、0.12 日（１分間当り注入量を0.01ｍ3/min）と

するが、1 分間当り注入量を試験注入等により、決定する場合は次式により算出する。

Ｓは小数第３位を四捨五入し小数第２位とする。

Ｓ＝1／(408×ｑ×2)

ここで、ｑ：1分間当たり注入量( ／min)

(10 ／min＝0.01 ／min)

（３）注入材料(セメントベントナイト)の配合は、以下を標準とする。

１）軟練り配合

（フロー値25～30秒）

２）中練り配合1

（スランプ23cm）

３）中練り配合2

（スランプ23cm）

（４）注入材料の配合を標準の配合以外とする場合には、以下の各種材料の規格及び数量単位

を参考に、配合1 当りの数量を算出する。

注入材料1 当り配合
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４．７ 木杭打工 

１．適用 

河川における多自然型護岸工の施工で、杭長 3.5ｍ以下の木杭の打込みに適用する。 

２．数量算出項目 

木杭打の数量を算出する。 

３．区分 

区分は規格とする。 

（１）数量算出項目一覧表

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。

４．数量算出方法 

数量算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」による。

項 目
３次元

モデル

����

規格 �� 数量 �考

木杭打 � � 本
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４．８ 袋詰玉石工 

１．適用 

袋材（袋規格２ｔ用及び３ｔ用）に詰石（50mm～300mm 程度の玉石、割栗石、コンクリ

ート殻）したものを現地で製作し、築堤・護岸の根固め・床固めとして据付ける場合に

適用する。なお、積み方法は、平積み、乱積み及び多段積みとする。 

２．数量算出項目 

区分は、袋材規格、施工条件、中詰材とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。

（２）袋材規格 

袋材規格による区分は下記のとおりとする。 

① ２ｔ用 

② ３ｔ用 

（３）施工条件 

施工条件による区分は、下記のとおりとする。（３ｔ用は除く） 

①据付深さ 4ｍ以下及び作業半径 5ｍ以内 

②据付深さ 4ｍを超え 9ｍ以下又は作業半径 5ｍを超え 18ｍ以下 

（４）中詰材 

中詰材による区分は下記のとおりとする。 

① 購入材 

② 流用又は採取材 

区 分

項 目

３次元

モデル

����

袋材規格 施工条件 中詰材 �� �考

袋詰玉石 � � � � 袋
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４．９ 笠コンクリートブロック据付工

１．適用 

矢板護岸工に使用する１.１ｔ未満のプレキャスト笠コンクリートブロックの据付に適

用する。 

２．数量算出項目 

笠コンクリートブロックの延長、中詰コンクリートの体積を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、中詰コンクリート型枠の有無、中詰コンクリート規格、中詰コンクリート 100m

当り設計量とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

注）基礎砕石の敷均し厚は、10cm 以下を標準とし、材料の種別・規格を問わない。 

（２）規格区分 

１．笠コンクリートブロック 

規格には笠コンクリートブロック１個当りの寸法を記載する。 

注）100ｍ当りのブロック個数も算出すること。 

２．中詰コンクリート 

使用するコンクリートの規格を記載する。 

注）100ｍ当りの設計量（ ）も算出すること。 

区 分
項 目

３次元
モデル

����

中詰������

型枠の有無

中詰������

規格

中詰������

100m当り

設計量

�� 数量 �考

笠 � � � � � � � � � � � � � � � ｍ
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５ 章 砂  防  工 

5.1 土工 

5.2 コンクリート工 

5.3 残存型枠工 

5.4 仮設備工（砂防工） 

5.4.1 ケーブルクレーン設備 

5.5 鋼製砂防工 

5.6 砂防ソイルセメント工 
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５章 砂防工

５．１ 土工

１．適用 

砂防工（本堰堤、副堰堤、床固、帯工、水叩、側壁、護岸）の土工に適用する。 

２．数量算出項目 

掘削、土砂等運搬、積込（ルーズ）、盛土、床掘り、埋戻し、残土処理、法面整形の数

量を区分ごとに算出する。 

（１）土砂等運搬は、片道の運搬距離を算出する。往路と復路が異なるときは、平均値とする。 

また、必要に応じて土量配分図を作成する。 

３．区分 

区分は、土質、構造物、施工形態、施工幅とする。 

土砂等運搬の区分は、運搬距離、土質とする。 

（１）数量算出項目および区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

（２）土質区分 

土質による区分は、「第１編（共通編）２章土工 ２.１土工」による。 

なお、破砕を要する転石の場合は、粒径０.５ｍ未満・以上で区分して算出する。 

（３）構造物区分 

構造物ごとに区分して算出する。 

区 分

項 目
３次元

モデル

����

運搬

距離
土質 構造物

施工

形態
施工幅 �� 数量 �考

土

工

掘削 土構造 × � × � × ｍ3

土砂等運搬 土構造 � � × × × ｍ3

積込（ルーズ） 土構造 × � × × × ｍ3

盛土 土構造 × � � � � ｍ3

土工

作�

床掘り 土構造 × � � � × ｍ3

埋 戻し 土構造 × � � � � ｍ3

残土処理 土構造 × � � � × ｍ3

整形

法面

掘削� 土構造 × � � � × ｍ2

盛土� 土構造 × � � � × ｍ2
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（４）施工形態区分 

１）掘削区分 

使用機種はバックホウを標準とする。なお、現地の状況及び経済性等勘案の上、必要な場

合は、２種以上の機種を組み合わせる。 

必要な場合とは、渓床幅が１０ｍ以上で、かつ、上下流側に残土を利用（処分、仮設道路

利用等）できる場合であり、土砂の直接掘削及び掘削した土砂や岩を押土可能な部分は、ブ

ルドーザを使用してもよい。 

掘削区分は、下図によることとする。 

ａ）バックホウ掘削の場合 

法面整形 

基面整正 

岩盤清掃 

図－１ 掘削区分 

① 片切掘削（人力併用機械掘削） 

② バックホウ掘削 

③ 岩石掘削 

注）バックホウ等の機械走行面は、最急勾配１：３程度を目安とする。 

ｂ）ブルドーザ使用時の砂防堰堤軸直角方向の掘削 

①  ブルドーザ掘削 

②  バックホウ掘削 

③  岩石掘削 

図－２ ブルドーザ掘削区分 

注）１．ブルドーザを使用する場合、渓床部の掘削は勾配１：３以上はブルドーザ掘削

とし、１：３以下はバックホウ掘削とする。 

２．残土利用場所（捨土箇所等）が近い場合（１０ｍ以内）は、バックホウ掘削・

捨土とし、ブルドーザ押土は計上しないものとする。 

渓床幅（Ｂ）

②5
.
0
ｍ

 

①

③ 

② ① 

③ 

機械走行面
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２）水替区分 

水替は低水位以下の土工及び前庭工の土工を算出し、水替対象数量とする。 

不透過型砂防堰堤の場合 

透過型砂防堰堤の場合 

図－３ 水替対象範囲 

３）岩石掘削工法の選定 

岩石掘削工法の選定は、下図に基づき区分して算出する。 

岩石掘削工法の選定 

火薬が 

使用可能か？

掘削範囲は 

機械走行面より上下に

５ｍ以内か？ 

(機械) (火薬)

(透過部底部より１リフト上端)

土
工

 

(低水位)
堤

体
工

 

下部水抜孔 

土
工

 

堤
体

工
 (低水位)

（水抜孔上端）

Yes

No No

Yes 
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（５）施工幅区分 

施工幅による区分は、「第１編（共通編）２章土工 ２.１土工」による。 

なお、埋戻し幅については、盛土と埋戻しを同時に施工できる場合には、両方の幅を合わせ

た幅とする。また、裏側に捨土をする場合には、捨土部を含んだ幅とする。 

（６）法勾配区分 

法勾配による区分は、「第１編（共通編）２章土工 ２.２法面整形工」による。 

４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。

（１） 床掘勾配及び余裕幅 

１）堤体軸直角方向（堤体側面）の掘削 

基礎底面における余裕幅は、０.５ｍを標準とする。ただし、岩盤部においては間詰め

と本体とを同時打設するものとし、余裕幅は見込まない。 

（基礎が岩盤の場合）       （基礎が土砂の場合） 

図－４ 掘削断面（堤体軸直角方向） 

Ｈ
 

Ｈ
Ｈ

0.5m 0.5m
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図－５ 水叩勾配緩和のカットオフ部の掘削勾配 

注）水叩勾配緩和のカットオフ部の掘削勾配において、岩部は上記第１表を標準とするが、Ｂ

の値が、カットオフ底部の幅（２ｍ）を確保できるよう勾配を設定すること。 

２）その他構造物の床堀勾配及び余裕高 

その他構造物の床堀勾配は、「第１編（共通編）２章土工 ２.１土工」によるものとし、

その余裕幅は、０.５ｍを標準とする。 

 ただし、岩着部で間詰施工する箇所については、余裕幅は見込まない。 

なお、現場条件がこれによりがたい場合は、別途安全性について考慮するものとする。 

１）本堰堤、垂直壁については、堤体軸直角方向の横断面図を作成し、平均断面積より算出す

る。横断測点は、堤体基礎の変化点、地盤線（岩盤線含む）の変化点、掘削区分の変化点及

び放水路中心線とし、測点間隔が１０ｍ以上となる場合は必ず中間点をとること。 

Ｌ 

（イ）：堤体基礎の変化点 

（ロ）：地盤線の変化点 

（ハ）：放水路中心線 

（ニ）：中間点（測点間）が１０ｍ以上となる場合 

図―６ 堤体軸直角方向の横断測点 

（Ｂ） 

上記掘削

勾  配 １：ｎ（Ｂの値が２ｍを確保できるよう設定）

2.0ｍ 

(ｲ) (ｲ)    (ﾆ)       (ｲ) (ｲ) (ｲ)   (ﾊ)    (ｲ) (ｲ)(ｲ)   (ｲ)          (ｲ)(ｲ) 

Ｃ

 (ﾛ)       (ﾛ)(ﾛ)        (ﾛ)      (ﾛ) 

（２）数量算出の優先順位 

本堰堤、副堰堤、側壁水叩、護岸等複数の構造物を同時に施工する場合の計算順と集計は、

横断構造物（堰堤、床固等）の計算を先行し、次に縦断構造物（側壁、護岸等）を計算する。 
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２）水叩部については、堤体軸に平行の横断面図を作成し、平均断面積より算出する。 

横断測点は、本堰堤下流法尻、垂直壁位置とし、必要に応じ中間点をとること。 

３）積算は掘削、運搬については地山土量とし、埋戻し、盛土については締固め後の土量とす

る。（ただし、埋戻し、盛土でバックホウを使用する場合は、その分のみ地山土量とする。） 

４）その他構造物については、「第１編（共通編）２章土工 ４.数量算出方法」を参考とする。

（３）整形・床均しの施工範囲 

掘削における法面整形と床均し（基礎面整形）の対象は機械掘削により、かつ構造物が直接

地盤に接する面とする。 

河床張りなし           河床張コンクリート張 

河床ブロック張           床固工水叩部 

図－７ 法面整形、床均しの施工範囲 

（４）護岸および側壁の裏込材 

現地盤又は盛土材が裏込材と同等と思われる箇所については、裏込材は必要ないものとする。

（５）埋戻しの施工範囲 

埋戻しの施工範囲は現地盤線までとする。ただし、構造物より現地盤線が高い場合は構造物

の天端までとする。 

基面整正を計上

水叩コンクリート 

基面整正を計上 

基面整正を計上

河床張コンクリート

捨コンクリート

基面整正を計上 

河床ブロック張

2-5-7

287



2-5-8 

５．２ コンクリート工

１．適用 

砂防工(本堰堤、副堰堤、床固め、帯工、水叩き、側壁、護岸)のコンクリート工に適用

する。 

２．数量算出項目 

コンクリート、型枠及び足場（キャットウォーク）の数量を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、構造物、規格とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。

（２）構造物区分 

１）コンクリート 

コンクリートの数量は、本堰堤及び垂直壁については、各ブロック、リフト毎及びコン

クリート規格ごとに算出するものとする。 

また、その他各構造物ごとに区分して算出するものとするが、側壁又は護岸については

基礎部と壁部を区分して算出する。 

２）型枠 

型枠の数量は、各構造物ごとに区分して算出すると共に、外部型枠、内部型枠、中型枠

に区分して算出する。 

区 分 ３次元 � � � �

項 目 モデル 構造物 規 格 �� 数 量 � 考

コンクリート � � � �3

型 枠 � � � �2

足場(��������) � � × �

� 水 � � � � �
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４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。

本堰堤及び垂直壁については、オベリスクにより算出するものとする。 

なお、コンクリート、型枠の数量は、必要に応じて「第１編（共通編）４章コンクリート工」

により算出する。 

（１）コンクリート 

堤体コンクリートについては、一般部と堤冠部、水替対象と対象外を区分し、全体の数量

を算出するとともに年度区分の数量が容易に算出出来るようにブロックごと（施工高は 1m

又は基礎の変化点、延長は止水板位置等を標準とする）にも算出する。（全コンクリート数

量とは、敷モルタル量を含む）

（２）型枠 

１）型枠面積の算出のうち、外部型枠の対象面は各構造物の引き取り対象となる面とする。

ただし、側壁、護岸の裏面及び本体と間詰を同時に施工する場合の間詰の接する面等を除

く。また、内部型枠の対象面は、側壁、護岸の裏面、間仕切り面(日々の打ち止め面）等

とする。 

２）化粧型枠を使用する場合は、化粧型枠の種類（使い捨てタイプ、一体型等）ごとに区分

して算出する 

（３）足場（キャットウォーク）の適用範囲 

１）足場（キャットウォーク）の適用範囲は、型枠の組立、解体用足場を設置する場合とし、

基礎地盤より２ｍ上から対象とする。ただし、間詰を施工（本体と同時施工）する場合は、

間詰天端より２ｍ上から対象とする。 

２）継続工事で間詰、埋戻、水叩等が完成している場合は、その天端より２ｍ上からを対象

とする。 

（４）足場（キャットウォーク）延長

足場延長の算出方法は、足場の高さ方向の標準設置間隔を 1.8ｍとして段数を決定し算出

する。 

〔足場延長算定式〕 

 Ｌａ＝ 

     Ｌａ：足場延長（ｍ） 

Ａａ：足場対象面積（ｍ２） 

    足場対象面積は垂直投影面積とし、足場の不要となる基礎地盤 

     より２.０ｍ分は控除するものとする。 

 １.８：足場の上下据付（垂直）間隔（ｍ） 

（注）足場の不要となる基礎地盤とは、平坦（ｉ＝1/10以内）が５.０ｍ 

      以上の箇所（砂防堰堤等上・下流基礎、半川施工部基礎、同時打間 

      詰天端等）、打設ブロック間の下段コンクリート面をいう。 

（５）止水板の数量算出 

止水板の設計長は基礎面から天端までとする。 

注）垂直打継目（止水板設置部分）には、エラスタイト等目地材を設置しない。 

（６）水抜暗渠の数量算出

Ａａ

１.８ 
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数量は、延長（ｍ）を算出する。ヒューム管の場合の延長は外周下端延長（ｍ）を算出す

る。

暗渠部のコンクリート控除数量は、ヒューム管の外周面積に中心延長を乗じたものとする。

なお、水抜形状が四角形の場合は、別途考慮すること。 

注）１．コンクリート控除数量は、「第１編（共通編）１章基本事項」による。 

（７）水替区分 

上記項目については、下部水抜孔上端以下の堤体工(不透過型砂防堰堤)透過部底部より、

１リフト上端以下の堤体工(透過型砂防堰堤)については、水替対象として算出する。 

（５.１.３.（４） ２）水替区分の図参照） 

2-5-10

290



2-5-11 

５．３ 残存型枠工

１．適用 

砂防工事の構造物施工にかかる残存型枠及び残存化粧型枠に適用する。 

本工法は、プレキャストのコンクリート二次製品による型枠を使用し、コンクリート打

設・養生後の型枠の撤去を必要としない型枠工のことをいう。 

また、残存化粧型枠とは意匠を目的とした平面・凹凸面の型枠材のことをいう。 

２．数量算出項目 

残存型枠、残存化粧型枠の面積、水抜きパイプの延長を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、構造物、規格とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

（注）１．平均設置高さ「30ｍ以下」と「30ｍ超」に区分し算出する。 

なお、「30ｍ超」の場合はその設置高さを備考欄に明記すること。 

２．型枠材の 100 ㎡当り使用枚数及び 1 枚当り質量を備考欄に明記する。 

（２）構造物区分 

構造物ごとに区分して算出する。 

（３）規格区分 

型枠の規格ごとに区分して算出する。 

区分 ３次元 � � � �

項 目 モデル 構造物 規格 �� 数 量 備 考

残 存 型 枠 � � � ｍ2 (注)１�２

残存化粧型枠 � � � ｍ2 (注)１�２

水抜きパイプ � � � ｍ �100ｍ2当り数量を算出
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５．４ 仮設備工（砂防工）

５．４．１ ケーブルクレーン設備

１．適用 

砂防工の施工に適用する。 

２．数量算出項目 

ケーブルクレーンの数量を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、規格とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。

（２）規格 

ケーブルクレーンの規格は、以下のとおりとする。 

スパン ７５ｍ以下 ｳｲﾝﾁ規格 ２ｔ未満 

７６～１２５ｍ  ３ｔ未満 

１２６～１７５ｍ  ４ｔ未満 

１７６～２２５ｍ  ５ｔ未満 

２２６～２７５ｍ 

２７６～３２５ｍ 

３２６～３７５ｍ 

３７６～４２５ｍ 

４２６～５００ｍ 

４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。 

（１）ケーブルクレーンの内訳は下記の項目で算出する。 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。

３次元 � � � �

項 目 モデル 規 格 �� 数 量 � 考

��������ﾝ � � 基

区 分 ３次元 � � � �

項 目 モデル 規 格 �� 数 量 � 考

�����ﾝ���� � � ｍ3

� � � � ｍ

� � � � � ｍ

� � � � � ｍ
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５．５ 鋼製砂防工

１．適用 

鋼製砂防工の透過型のうち、格子形鋼製砂防堰堤、鋼製スリット堰堤Ｂ型の設置に適用

する。 

２．数量算出項目 

鋼製砂防の組立・据付総質量、本締めボルト本数、アンカーボルト本数、無収縮モルタ

ルの体積、現場塗装面積を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、規格とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表。 

無収縮モルタルの3次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。

３次元モデルの基本的な表現方法は、鋼構造を参考とする。 

４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。 

（１）鋼製砂防堰堤 

組立・据付質量にはアンカーボルト、ボルト、ナット、ワッシャを除く鋼製部材の総質量

とする。 

区 分 ３次元 � � � �

項 目 モデル 規 格 �� 数 量 � 考

鋼製砂防堰堤 � � �

本締めボルト � � 本

アンカーボルト � � 本 格子形鋼製砂防堰堤の場�

無収縮モルタル Ｂ � �3 格子形鋼製砂防堰堤の場�

現 場 塗 装 � � �2
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５．６ 砂防ソイルセメント工

１．適用

砂防工(本堰堤、副堰堤、床固め、帯工、水叩き、側壁、護岸)の基礎及び中詰において施

工位置周辺ヤードにて現地発生土とセメントをバックホウにて撹拌混合し、運搬、敷均し、

締固めを行い、構造物を構築する砂防ソイルセメント工の施工に適用する。

２．数量算出項目

粒径処理、撹拌混合、混合材料敷均し・締固めの数量を区分ごとに算出する。

３．区分

区分は、粒径処理率（％）、セメント 100ｍ3 当り使用量(ｔ／100ｍ3)とする。

（１）数量算出項目及び区分一覧表

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする

注）１．粒径処理の土量は、粒径処理後の土量（ほぐし土量）である。

２．撹拌混合の土量は、締固め状態における土量である。

３．混合材料敷均し・締固めの土量は、締固め状態における土量である。

（２）粒径処理率による区分は、以下のとおりとする。

粒径処理率(％) 40 を超え 45 以下

45 を超え 50 以下

50 を超え 60 以下

60 を超え 80 以下

80 を超え 100 以下

関連数量算出項目

４．数量算出方法

数量算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか、下記の方法によるものとする。

（１）粒径処理率は次式による。

粒径処理率(％)＝(粒径処理後土量)／(粒径処理前土量)

区 分

項 目

３次元

モデル

� � � �

粒径処理率

（％）

セメント 100 ｍ3当り

使用量(t／100 ｍ3)
�位

数

量

�

考

粒径処理 � � × ｍ3

撹拌混合 � × � ｍ3

混合材料敷均し・締固め � × × ｍ3
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６ 章 斜 面 対 策 工 

6.1 集水井工 

6.1.1 集水井工（ライナープレート土留工法） 

6.1.2 集水井工（プレキャスト土留工法） 

6.2 集排水ボーリング工 

6.3 地すべり防止工（山腹水路工） 

6.4 かご工（斜面対策） 
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６章 斜面対策工
６．１ 集水井工

６．１．１ 集水井工（ライナープレート土留工法）

１．適用 

ライナープレート土留工法による集水井の施工に適用する。 

２．数量算出項目 

集水井掘削、コンクリ－ト、井戸蓋、昇降用設備等を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、土質、規格とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

（２）土質区分 

土質による区分は、以下のとおりとする。 

土質 砂・砂質土、粘性土、レキ質土 

岩塊・玉石混じり土、軟岩、中硬岩 

（３）規格区分 

集水井１基ごとに区分して算出する。 

４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。 

（１）集水井掘削の土留材料の内訳は下記の項目で算出する。 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。
補強材の３次元モデルの基本的な表現方法は、鋼構造を参考とする。

（１基当り）

（１基当り）

区 分 ３次元 � 性 � �

項 目 モデル 土 質 規 格 �� 数 量 備 考

集 水 井 掘 削 土構造 � × �

コンクリ－ト � × � �3

井 戸 蓋 � × � �(基)

昇 降 用 設 備 � × � �

区 分 ３次元 � 性 � �

項 目 モデル 土 質 規 格 �� 数 量 備 考

ライナープレート � × � �

補強リン� � × � �

補強材 � × � � ��な��算出
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６．１．２ 集水井工（プレキャスト土留工法）

１．適用 

プレキャスト土留工法による集水井の施工に適用する。 

２．数量算出項目 

集水井掘削、コンクリ－ト、井戸蓋、昇降用設備等を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、土質、規格とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

（２）土質区分 

土質による区分は、以下のとおりとする。 

土質 粘性土、レキ質土 

軟岩 

（３）規格区分 

集水井１基ごとに区分して算出する。 

（１基当り）

区 分 ３次元 � 性 � �

項 目 モデル 土 質 規 格 �� 数 量 備 考

集 水 井 掘 削 土構造 � × �

コンクリ－ト � × � �3

井 戸 蓋 � × � �(基)

昇 降 用 設 備 � × � �
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６．２ 集排水ボーリング工

１．適用 

地表及び集水井内において、ロータリーパーカッション式ボーリングマシン（二重管方

式）にて集排水ボーリング工を施工するものであり、呼び径90～135 ㎜、削孔長80ｍ以下、

削孔角度は水平±10 度以内の作業に適用する。 

２．数量算出項目 

ボーリング、保孔管、ボーリング仮設機材、足場（地表）の数量を区分ごとに算出する。

３．区分 

区分は、施工場所、土質区分、呼び径、削孔長区分、保孔管種別、ストレーナ現場加工

の有無、保孔管種類、製品区分とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。

注）１．呼び径とは、ドリルパイプ外径(㎜)をいう。 

２．同一足場上の移動はボーリングに含む。 

３．作業足場の幅は 4.5ｍとする。 

（２）施工場所による区分は、以下のとおりとする。 

①ボーリング、保孔管、ボーリング仮設機材の場合 

施工場所 地表 

集水井内 

②足場（地表）の場合 

施工場所 平地 

傾斜地 

区 分

項 目

３次

元モ

デル

� � � �

施工

場所

土質

区分

呼

び

径

削孔

長区

分

保孔管

種別

ストレー

ナ現場加

工の有無

保孔管

種類

製品

区分
��

数

量

�

考

ボーリング � � � � � × × × × ｍ

保孔管 � � × × × � � � � ｍ

ボーリング

仮設機材
� � × × × × × × × �

足場（地

表）
� � × × × × × × × � ｍ3
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（３）土質区分による区分は、以下のとおりとする。 

土質区分 粘性土・砂質土

レキ質土 

岩塊・玉石 

軟岩 

（４）呼び径による区分は、以下のとおりとする。 

呼び径 φ90mm 

φ115mm 

φ135mm 

（５）削孔長区分は、以下のとおりとする。 

削孔長区分 50m/本以下 

50m/本を超え 80m/本以下 

80m/本を超える 

（６）保孔管種別による区分は、以下のとおりとする。 

保孔管種別 ＶＰ 

ＳＧＰ 

注）保孔管はＶＰ管（JISK6741）を標準とするが、活動中の地すべり地区で、挿入後剪断、

よじれ等により保孔管破損のおそれのある場合はＳＧＰ管とする。 

（７）ストレーナ現地加工の有無による区分は、以下のとおりとする。 

ストレーナ現地加工の有無 ＶＰ 有り 

ＳＧＰ 有り 

 無し

（８）保孔管種類による区分は、以下のとおりとする。 

管 種 ： ＶＰ，ＳＧＰ 

管 径 ：（Ｖ Ｐ）40，50，65，75，その他（各種） 

（ＳＧＰ）40A，50A，65A，80A，90A，その他（各種） 

（９）製品区分による区分は、以下のとおりとする。 

製品区分 工場加工品 

既製保孔管 

４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか、下記の方法によるものとする。

（１）削孔する土質が異なる場合は、土質ごとに延長を算出する 

（２）施工場所は、施工機械の配置位置を示す。 
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６．３ 地すべり防止工（山腹水路工） 

１．適用 

地すべり防止施設及び急傾斜崩壊対策施設における山腹水路工に適用する。 

２．数量算出項目 

施工数量を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、規格，掘削断面積、内空積、製品質量とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

（２）掘削断面積、内空積、製品質量 

掘削断面積、内空積、製品質量による区分は、以下によるものとする。 

掘削断面積 ０.５㎡以下 

０.５㎡を超え１.０㎡以下 

１.０㎡を超え２.０㎡以下 

２.０㎡を超え３.０㎡以下 

                  ３.０㎡を超え４.０㎡以下 

内空積 ０.４m3 以下 

０.４m3 を超え０.８m3 以下 

０.８m3 を超え１.０m3 以下 

製品質量   １５０kg を超え  ５００kg 以下 

下以gk０００,１え超をgk００５

下以gk００５,１え超をgk０００,１

下以gk００７,１え超をgk００５,１

区 分 � � � �
３次元

掘削 製品
モデル 規格 内空積 �� 数量 �考

項 目 断面 質量

山腹���� � � � � � �

山腹����������� � � � � � �

山腹������� � � � � � �

山腹�������������� � � � � � �

山腹�� � � � � � �

�水� � � � � � 基

��������水� � � � � � 基
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（２）上表の各項目の規格区分は、使用材料ごとに算出する。

５．参考図（地すべり防止工（山腹水路工）構造概念図）

（１）山腹集水路・排水路

（２）山腹明暗渠

（３）山腹暗渠       （４）集水桝

遮水シート

埋戻し土

砕石・砂利等

吸出し防止材

暗渠管

フィルター材

（砕石等）

基礎砕石

埋戻し土

（砕石・砂利等）

集水桝

（現場打ち集水桝）

（ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ集水桝）

暗渠管

吸出し防止材

側溝

（コンクリート側溝）

（コルゲートフリューム等）

埋戻し土

（砕石・砂利等）

基礎砕石

遮水シート

フィルター材

（砕石等）

表面コンクリート

基礎砕石

側溝

（コンクリート側溝）

（コルゲートフリューム等）

埋戻し土

（砕石・砂利等）

表面コンクリート

４．数量算出方法

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。

（１）各項目に必要に応じて、下記の項目を算出する。

（１０ｍもしくは１基当り）

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。

区 分 ３次元 � � � �

項 目 モデル 規 格 �� 数 量 � 考

�コンクリート � � ｍ3

��フ�ルト � � �

砕 石 � � ｍ3

遮 水 シ ー ト � � ｍ2

吸 出 防 止 材 � � ｍ2
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 ６．４ かご工（斜面対策） 
１．適用 

地すべり防止施設及び急傾斜崩壊対策施設における、じゃかご及びふとんかご（階段

式、パネル式）の施工に適用する。 

２．数量算出項目 

じゃかご、ふとんかごの施工延長を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、規格とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

（２）規格区分 

じゃかご、ふとんかごの規格ごとに区分して算出する。 

じゃかごの規格 鉄線じゃかご（径４５㎝） 

〃      （径６０㎝） 

ふとんかごの規格 高さ(D)＝ 40 ㎝ 幅(B)＝120 ㎝ 

高さ(D)＝ 50 ㎝ 幅(B)＝120 ㎝ 

高さ(D)＝ 50 ㎝ 幅(B)＝200 ㎝ 

高さ(D)＝ 60 ㎝ 幅(B)＝120 ㎝ 

高さ(D)＝100 ㎝ 幅(B)＝120 ㎝ 

高さ(D)＝100 ㎝ 幅(B)＝200 ㎝ 

４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。

（１）必要に応じて、止杭や吸出防止材を別途考慮して算出する。 

なお、止杭は、松丸太末口９㎝、長さ 1.5ｍを標準とする。 

区 分 ３次元 � � � �

項 目 モデル 規 格 �� 数 量 � 考

じゃかご � � ｍ

ふとんかご � � ｍ

６．３ 地すべり防止工（山腹水路工） 
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７ 章 消  波  工 

7.1 消波工（捨石） 

7.2 消波工（ブロック製作・据付） 
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７章 消波工

７．１ 消波工（捨石）

１．適用 

海岸工事における離岸堤、消波堤、突堤等の海上作業における捨石工に適用する。 

２．数量算出項目 

捨石投入の体積、捨石均しの面積を算出する。 

３．区分 

区分は、規格とする。 

（１）数量算出項目一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。

（２）捨石投入の規格区分 

捨石に使用する材料を砂利及び岩石に区分して算出する。 

（３）捨石均しの規格区分 

捨石均しの規格の区分は以下のとおりとする。 

捨石均し 本均し （精度±５㎝） 

荒均し （精度±３０㎝） 

荒均し （精度±５０㎝） 

被覆均し（精度±３０㎝） 

被覆均し（精度±５０㎝） 

３次元 � � � �
項 目

モデル 規 格 �� 数 量 � 考

捨石投入 �構造 � �3

捨石均し � � �2
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７．２ 消波工（ブロック製作・据付）

１．適用 

海岸工事における離岸堤、消波堤、突堤等の海上作業におけるブロック製作・据付工に

適用する。 

２．数量算出項目 

ブロックの個数を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、作業区分、規格とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

注）１．型枠の種類（プラスチック・鋼製等）について、備考欄に明記する。 

２．ブロックの積込場所から据付場所までの片道運搬距離(km)についても算出する。 

（２）作業区分 

作業区分は、以下のとおりとする。 

ブロック据付作業区分 陸上設置 

水中設置 

注）陸上設置とは、ブロックを平均干潮面より上に設置する場合を言い、平均干潮面が設

定されていないところでは、平均水面と塑望平均干潮面との 1/2 とする。 

（３）ブロックの規格区分 

ブロックの規格区分は、以下のとおりとする。 

ブロック製作 

ブロック１個当りの実質量とする。 

    ブロック据付 

ブロック１個当りの実質量 4.5ｔ以下 

4.5ｔを超え 7.5ｔ以下 

7.5ｔを超え 12.5ｔ以下 

12.5ｔを超え 22.0ｔ以下 

22.0ｔを超え 31.0ｔ以下 

31.0ｔを超え 37.5ｔ以下 

37.5ｔを超え 50.0ｔ以下 

区 分 ３次元 � � � �
項目

モデル 作業区分 規 格 �� 数 量 備 考

ブロック � � � 個 注）１
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４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。 

（１）ブロック１個当りコンクリート設計量（ｍ3／個）、型枠面積（ｍ2／個）及び必要に応じて

鉄筋（連結用フックを含む）量（ｔ／個）を径毎に算出する。 
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８ 章 光ケーブル工 

8.1 光ケーブル配管工 

8.1.1 適用 

8.1.2 土工 

8.1.3 配管設置 

8.1.4 ハンドホール設置 
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８章 光ケーブル工

８．１ 光ケーブル配管工

８．１．１ 適用

１．適用 

河川堤防に布設する光ケーブル配管工事に適用する。 

８．１．２ 土工

１．適用 

光ケーブル配管工事の土工に適用する。 

２．数量算出項目 

掘削、埋戻しの土量を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、なし。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

（注）１．掘削及び残土処理数量は、地山数量とする。 

２．埋戻し締固めの土量は、締固め後の土量とする。 

区 分

項 目

���

��ル

� � � �

�� 数量 � �

掘削（光ケーブル配管） 土�� �3

埋戻し締固め 土�� �3 ���、����土、��土に適用
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８．１．３ 配管設置

１．適用 

配管及び付属品の設置に適用する。 

２．数量算出項目 

配管の設置延長を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、多孔保護管の有無、配管材設計数量/対象延長、設置条数とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

注）１．埋設部の対象延長（設計数量）は、配管設置箇所の掘削延長（継手含む）とし、配管

の条数に関係なく算出する。 

２．露出部の対象延長（設計数量）は、継手材及び配管付属品類を含んだ区間延長とし、

配管の条数に関係なく算出する。 

３．配管材設計数量/対象延長の条件区分は、参考図２における a/(a+b)の比率による。 

（２）施工区分 

１．埋設部、露出部ごとに算出する。 

注）露出部とは管路を構造物等に添架して設置する部分をいう。 

区 分

項 目

３次元

モデル

属 � � �

配管材

�類

配管材

設計数量

/対象延長

設置条数 �� 数量 � 考

配管設置（埋設部） � � × � � 注)１

配管設置（露出部） � × � � � 注)２．３

配管����

（材��）
� × × × �

�ル��ク�

（材��）
� × × × �

�とう��管

（材��）
� × × × �

��継手

（材��）
� × × × �

�ー�ル�ン�

（材��）
� × × × �

多孔保護管

（材��）
� × × × �
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８．１．４ ハンドホール設置

１．適用 

ハンドホール、蓋等の設置に適用する。 

２．数量算出項目 

ハンドホール、蓋を区分ごとに算出する。 

３．区分 

区分は、規格・仕様とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

３次元モデルの基本的な表現方法は、コンクリート構造を参考とする。 

区 分

項 目

３次元

モデル

� � � �

規格・仕様 � � 数 量 � 考

ハンドホール � � �

蓋 � � �
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[参考図１] 

埋設部配管数量算出について 

（例）４条設置の場合 

対象延長（掘削延長）＝※ａ－ｂとする。 

 ※ハンドホール幅は除き、配管継手材等は含む。 

配管材料使用量 

 設計数量×条数  ※設計数量＝ＦＥＰ管類延長 

 ＦＥＰ管類延長とは、対象延長（掘削延長）＝ａ－ｂとする。 

諸雑費には、配管継手材を含む。 

ＦＥＰ管類

配管継手材

平面図 

ａ:掘削総延長 

ｂ:ハンドホール幅 

ハンドホール 

2-8-5

311



2-8-6 

 [参考図２] 

露出部配管数量算出について 

（例）４条設置の場合 

対象延長＝※ａ＋ｂ 

※ａ：厚鋼電線管類区間延長とは 

配管類の設置延長であり、継手材の材料延長は含まれている。 

ｂ：配管付属品類区間延長とは 

配管及び配管継手以外の配管部品の設置延長である。 

（例） 

プルボックス、可とう電線管、伸縮継手、ノーマルベント、その他必要な部品

配管材料使用量 

 設計数量×条数  ※設計数量＝a：厚鋼電線管類区間延長 

諸雑費には、配管継手材の材料費等を含む。 

支持金具及び配管付属品類は、別途必要量を計上する。 

厚鋼電線管類 配管継手材 支持金具 

ａ：厚鋼電線管類区間延長 ｂ：配管付属品類区間延長

ａ：厚鋼電線管類

区間延長 

側面図 

平面図 
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